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サイエンス・テクノロジー関連用語集（出現順） 

用語 意味 

ライブラリー 海洋生物、陸上生物、微生物、微細藻類などの生物資源コレ

クションの集合体と定義する。具体的には、生物資源そのも

のの他、有機溶媒で抽出して得られたエキス、分画して得ら

れた分画物、精製して得られた化合物についてもライブラリ

ーに含まれる。 

合成生物学的手法 合成生物学とは、生物を設計する、作製する、操作すること

で生命の理解を深めたり、有用物質を生産する新規生物を創

生することを研究する学問である。合成生物学的手法とは、

その分野の研究成果を用いて有用物質生産を行う手法を意味

する。 

カロテノイド カロテノイドとは黄、橙、赤色などを示す天然色素の一群で

ある。 微生物、動物、植物などからこれまで 750 種類以上

のカロテノイドが同定されている。たとえばトマトやニンジ

ン、フラミンゴやロブスターの示す色はカロテノイド色素に

よる着色である。 

フコキサンチン  フコキサンチン (Fucoxanthin) は分子式 C42H58O6で表され、

非プロビタミン A類のカロテノイドの一つであり、キサント

フィルに属しアレン構造、エポキシドおよびヒドキシル基を

有している。フコキサンチンは、褐藻やその他の不等毛藻に

存在して茶色-オリーブ色を呈するとともに、葉緑体におい

て光合成の補助色素として機能している。フコキサンチンは

可視光線のうち主に青色 (400 nm - 500 nm) の波長域を吸

収し、450 nm 付近に吸収極大を持つ。特に、褐藻類中のカ

ロテノイドの大部分がフコキサンチンである。 

ω3脂肪酸 ω3脂肪酸または、n-3 脂肪酸（n-3 fatty acid）は、不飽

和脂肪酸の分類の一つで、一般にω3位（脂肪酸のメチル末

端から 3番目の結合の意味）に炭素-炭素二重結合を持つも

のを指す。 

人間の栄養学でω3脂肪酸の必要性について注目されて始め

たのは 1970 年代から 1980 年代からであり、摂取基準が示さ



 2 

れるのは 2000 年以降となる。栄養素の研究の中でも比較的

新しいものである。アルファリノレン酸はヒトの体内で合成

できない必須脂肪酸であり、そこから合成されるドコサヘキ

サエン酸（DHA）は神経系の機能に関わっている。 

EPA EPA（エイコサペンタエン酸）は、ω3脂肪酸の一つ。必須脂

肪酸でごく稀にチムノドン酸とも呼ばれる。5つのシス型二

重結合をもつ 20 炭素のカルボン酸であり、青魚に多く含ま

れている。医療用医薬品としては閉塞性動脈硬化症、高脂血

症治療薬で利用されている。また健康食品にも DHA とともに

サプリメントとして用いられている。 

DHA DHA（ドコサヘキサエン酸）は青魚に多く含まれている多価

不飽和脂肪酸で、体内では EPA（エイコサペンタエン酸）か

らつくられ、脳や神経組織の機能を高める働きがある。脳は

脳内に入れる成分と入れない成分を選別するが、DHA は脳内

に入ることができ、神経細胞を活性化させ記憶力や学習能力

を向上させるという報告がある。 

GABA γ-アミノ酪酸または 4-アミノ酪酸（IUPAC 名 4-

aminobutanoic acid）は、アミノ酸のひとつで、主に抑制性

の神経伝達物質として機能している成分である。脳内の興奮

を鎮め、平常心を保つ手助けをしてくれる癒しの存在であ

る。また、血圧降下作用もあることから、高血圧から引き起

こされる脳卒中などの予防にも効果があるとの報告がある。 

ヒドロキシプロリン ヒドロキシプロリンは、プロリンのγ炭素原子にヒドロキ

シ基が結合した構造をしている。コラーゲンの主要な成分で

あり、プロリンとともにコラーゲンの安定性を担っている。 

原生生物 原生生物とは、生物の分類の一つ。真核生物のうち、菌界に

も植物界にも動物界にも属さない生物の総称である。もとも

とは、真核で単細胞の生物、および、多細胞でも組織化の程

度の低い生物をまとめるグループとして考えられたものであ

る。本論考では、例えばゾウリムシのような生物を指す。 

コンタミネーション 特に科学実験の場における汚染のこと。「実験汚染」「実験

室汚染」「試料汚染」などの訳語があてられる場合もあるが
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定訳はなく、そのままコンタミネーションとして、あるいは

略してコンタミと呼ばれることが多い。ここでは、原生生物

などの混入を意味する。 

フォトバイオリアクター 微細藻類を含む光合成を行う生物を、光エネルギーを利用し

て培養する装置であり、広義には商業用に広く用いられてい

るオープンポンド、レースウェイポンドもフォトバイオリア

クターに含まれる。本論考では上述の開放系の培養システム

を含まない、閉鎖系の培養システムを指す。 

ベンチスケール 研究室で作製するものをラボスケールとし、工場レベルのも

のをプラントスケールとすると、ベンチスケールはプラント

に行くまでの試作スケールのことを指す。 

サプリメント サプリメントとは、栄養補助食品とも呼ばれ、ビタミンやミ

ネラル、アミノ酸など栄養摂取を補助することや、ハーブな

どの成分による薬効が目的である食品である。ここでは、タ

ブレットやソフトカプセルなどに加工されたものを指す。 

シスト シストとは、動物、植物、菌類いずれであれ、生活史の一部

で、一時的に小さな細胞体や幼生が厚い膜を被って休眠状態

に入ったような状態になるときに、それを指していう言葉で

ある。 被嚢・嚢子・包嚢などと訳される。単細胞の場合

も、多細胞の場合もある。 

フェオフォルバイド クロロフィルの分解産物であり、光過敏症の原因物質であ

る。 

クロロフィル 光合成の明反応で光エネルギーを吸収する役割をもつ化学物

質。葉緑素ともいう。 

スプレードライヤー 原液を瞬時に粒子にすることが可能な乾燥装置。原液を乾燥

室内のノズル(ノズル方式)またはディスク（ロータリーアト

マイザー方式）により微粒化し、単位体積あたりの表面積を

増大させながら連続して熱風を接触させることにより瞬間的

に乾燥・造粒を行い、粒子を製造できる装置。 

健康食品 GMP 認証 GMP とは、Good Manufacturing Practice の略で「適正製造

規範」という。GMP は原料の受入れから最終製品の出荷に至

るまでの全工程において、「適正な製造管理と品質管理」を
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求める。厚生労働省「健康食品」の安全性確保に関する検討

会はその報告書（平成 20 年 7月公表）で、事業者による自

主点検結果を第三者が認証する民間主導の制度確立を提言し

た。公益財団法人日本健康・栄養食品協会が認証している制

度である。 

ISO22000 ISO 22000 は、『食品安全マネジメントシステム－フードチ

ェーンに関わる組織に対する要求事項（Food safety 

management systems - Requirements for any organization 

in the food chain）』の国際標準規格である。安全な食品

を生産・流通・販売するために、HACCP システムの手法を、

ISO 9001（品質マネジメントシステム規格）を基礎としたマ

ネジメントシステムとして運用するために必要な要求事項を

規定している。 

レギュレーション 一般的にカタカナ語の「レギュレーション」は、規則、規

制、制限や禁止事項といった意味で使われる。 

「ルール（rule）」にも同じような意味があるが、こちらに

は法規や法令という意味はない。「レギュレーション」は、

「ルール」よりも、法的で公的な意味合いが強い言葉であ

る。 

変異原性試験 別名 AMES（エームズ）試験と呼ばれ、物質の変異原性を評価

するためのバイオアッセイ試験法である。カリフォルニア大

学バークレー校の ブルース・エイムス教授らにより 1970 年

代に開発されたため、エームズ試験の名がある。 変異原性

物質には発癌性物質（イニシエーター）でもあるものが多い

ため、エームズ試験は発癌性予測の意味でも実施されてい

る。ただしエームズ試験陽性物質と発癌性物質は重ならない

部分も多い。 

急性毒性試験 動物に被験物質を単回経口投与した後、症状を 7～14 日間程

度観察することで、急性毒性症状の発現と用量との関係性を

調べる方法である。ヒトにおける過剰摂取時の影響を予測す

るために用いたり、反復投与試験の設計のための予備材料と

して用いる。通常は、50、300、2000 mg/kg の被験物質を、
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症状発現に応じて段階的に投与していくことで、半数致死量

LD50 がどの範囲にあるかを調べる。食品の場合はさらに高用

量で試験をすることもある。 

反復投与毒性試験 数段階の用量の被験物質を、2週間、1ヶ月、3ヶ月、6ヶ

月、9ヶ月、12 ヶ月などの期間にわたり、毎日動物に投与す

ることで、被験物質を繰り返し摂取したときに生じる毒性変

化を調べる。 

育種 育種とは、生物を遺伝的に改良することであり、一般的な言

葉の品種改良とほぼ同じ意味である。しかしながら、生物学

では品種とは同じ生物種内の分類に使われる用語であるた

め、育種という用語は新品種育成と新種育成を含めた意味で

使われる。 

ゲノム編集 ゲノム編集とは、部位特異的ヌクレアーゼを利用して、思い

通りに標的遺伝子を改変する技術である。部位特異的ヌクレ

アーゼとしては、2005 年以降に開発・発見された、ZFN、

TALEN、CRISPR / Cas9 を中心としたものがある。 

賦形剤 賦形剤とは、医薬品や農薬などの取扱いあるいは成形の向上

や服用を便利にするために加える添加剤。錠剤では、乳糖や

デンプンがよく用いられる。 
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ビジネス関連用語集（出現順） 

用語 意味 

バイオエコノミー バイオマス（生物資源）やバイオテクノロジーを大いに活用

しながら、合わせて経済成長の実現を目指す経済活動全般も

しくは考え方。 

ブレークスルー 発見や発明を梃子にして、従来であれば不可能とされていた

事象を科学や技術上の進歩等により解決すること。 

イノベーション イノベーションとは、従来にない新しい発想や技術により、

新たなアイデアやプロダクトなどを生み出すこと。本論で

は、科学技術上のブレークスルーを梃子に新しい製品やサー

ビスを産み出し、それらを通じて社会的または経済的価値を

創造することとして定義する。 

OEM ORIGINAL EQUIPMENT MANUFACTURING（MANUFACTURER）の頭文

字をとった言葉で、委託を受けて他社のオリジナル製品を生

産することを意味する。 

BtoB 企業が企業に向けて製品やサービスを提供すること。 

BtoC 企業が個人消費者に向けて製品やサービスを提供すること。 

IR INVESTOR RELATIONS の略で、企業が株主や投資家向けに経営

状態や財務状況、業績の実績、 

今後の見通しなどを広報するための活動を指す。 

事業ポートフォリオ ポートフォリオとは、一般的に自分のスキルや実績を周囲に

伝えるための作品集という意味で使われる。ビジネスシーン

では、事業の組み合わせ、製品の構成などを指す言葉として

用いられる。 

事業ポートフォリオという場合は、企業が利益を生み出して

いる事業を組み合わせて一覧化したものを指す。 

バリューチェーン 事業活動を機能ごとに分類し、どの部分（機能）で付加価値

が生み出されているか、競合と比較してどの部分に強み・弱

みがあるかを分析し、事業戦略の有効性や改善の方向を探る

ための考え方のこと。ひとつの製品が顧客のもとに届くまで

には、さまざまな業務活動が関係する。 
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マーケティング マーケティングとは、企業などの組織が行うあらゆる活動の

うち、「顧客が真に求める商品やサービスを作り、その情報

を届け、顧客がその価値を効果的に得られるようにする」た

めの概念である。 また顧客のニーズを解明し、顧客価値を

生み出すための経営哲学、戦略、仕組み、プロセスを指す。 

ブランディング ブランディングとは、ブランドに対する共感や信頼などを通

じて顧客にとっての価値を高めていく、企業と組織のマーケ

ティング戦略のひとつ。 ブランドとして認知されていない

ものをブランドに育て上げる、あるいはブランド構成要素を

強化し、活性・維持管理していくこと、また、その手法をい

う。 

プロモーション プロモーションは、コミュニケーションの一部であり、製

品、サービスに対する意識や関心を高め、購買を促進するメ

ッセージのことを指す。通常、プロモーションの手段として

は、広告、販売促進のインセンティブや褒賞、WEB サイトや

Eメール、販売員、PR などが用いられ、最近では SNS を用い

たプロモーションが活発化している。 

SNS 広義には、社会的ネットワークの構築ができるサービスやウ

ェブサイトであれば、ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビスまたはソーシャル・ネットワーキング・サイトと定義さ

れる。この為、電子掲示板も広義的には SNS に含まれること

がある。狭義には、SNS とは人と人とのつながりを促進・サ

ポートする、「コミュニティ型の会員制のサービス」と定義

され、これらのサービスを提供するウェブサイトも含まれ

る。SNS の主目的は、個人間のコミュニケーションにある。 

導出、ライセンスアウト 導出およびライセンスアウトとは、自社で取得した特許権や

ノウハウ等を他社に売却したり、使用を許諾したりすること

をいう。 

ライセンスイン ライセンスインとは、他社が持つ特許権やノウハウ等に対

し、対価を支払って自社に導入することをいう。 

EC サイト EC サイトとは、自社の商品やサービスを、インターネット上

に置いた独自運営のウェブサイトで販売するサイトのことで
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ある。 EC とは ELECTRONIC COMMERCE（電子商取引）の略で

ある。 

ランディングページ

（LP） 

ランディングページ（LANDING PAGE/LP）とは、検索結果や

WEB 広告などを経由して訪問者が最初にアクセスするページ

のこと。広義の意味では、訪問者が最初に着地（LANDING）

するページはすべてランディングページとなるが、WEB 広告

の分野では、そのなかでもとくに購入や問い合わせなど、訪

問者のアクションを誘導することに特化した商品・サービス

の紹介ページのことを指して「LP」と呼ばれている。 

アライアンス 複数の異業種企業が、互いの利益を上げる、業務を拡大させ

る、新規事業を立ち上げる、といった目的で、業務提携を交

わす経営スタイルのこと。 

マイルストン（収入） 受託開発や共同開発において、開発段階毎に設定する目標の

こと。ここでは、目標を達成した際に得られる収入のことを

指す。 

ロイヤリティ（収入） 特定の権利を利用する利用者が、権利を持つ者に支払う対価

のことで、主に特許権、商標権、著作権などの知的財産権の

利用に対する対価をいう。本論考では、利用者が生産株、特

許権およびノウハウを使用して事業活動を行なった場合、あ

らかじめ設定した比率（売上もしくは利益に対する割合）で

対価を支払うことを指す。 
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第 1章 序論 

1.1 はじめに 

生物資源を利用したビジネスには、医薬、食品、化粧品、化成品、環境・エネルギー

分野と幅広く手がけられてきた歴史がある。中でも、医薬品および食品分野においてそ

の歴史は古く、人間活動へ大いに貢献してきた。歴史的に利活用されてきた生物資源の

多くは陸上の生物資源であるが、世界中で陸上生物資源を用いた研究開発が活発であっ

たこともあり、近年は新しいシーズが発見される確率が低下しつつある。 

そこで、未だ手付かずの部分が多い海洋生物資源に注目が集まるようになってきた。

この状況を踏まえ、海洋調査会社に勤務していた筆者が、海洋生物資源の有効利用をミ

ッションとして 2006 年 2 月にオーピーバイオファクトリー株式会社（以下、「OP 社」

という）を創業した。 

創業当初は、海洋調査で培ったサンプリング技術および漁師や漁協とのネットワーク

を活用して、沖縄を中心とした海域で海洋生物資源を収集し、それらを用いて抽出物を

作製してライブラリーを構築し、製薬、食品、化粧品、化学、環境系の企業にシーズ探

索源として販売する事業を行なっていた（①ライブラリー構築・販売事業）。ライブラ

リーとは、海洋生物、陸上生物、微生物、微細藻類などの生物資源コレクションの集合

体のことをいう。具体的には、生物資源そのものの他、有機溶媒で抽出して得られたエ

キス、エキスを分画して得られた分画物、分画物を精製して得られた化合物についても

ライブラリーに含まれる。しかし、ライブラリー販売だけでは付加価値が低く、事業の

拡大成長が困難であると判断したため、製薬企業や食品企業出身の研究者を雇用し、シ

ーズ探索をサービスとして提供する事業を開始した（②化合物探索受託事業）。現在の

OP 社の主な収益源は、この化合物探索受託事業である。 

図 1-1 に生物資源ビジネスのバリューチェーンと OP 社事業の位置付けを示す。バリ

ューチェーンについては、第 4章事業戦略で詳細を示すが、生物資源を利用したビジネ

スバリューチェーンの上流では、まず生物資源を収集するところから始まり、それらか

ら有用シーズを探索するために抽出物を作製する。そして、収集した抽出物ライブラリ

ーを用いて、有用シーズ探索を行う。最終的に活性本体の精製・同定を行い、その後、

商品化に向けて有用シーズの大量生産法の検討を行い、原料生産に入る。そして、下流

では商品企画を立てて、商品を製造し、販売するためにマーケティングおよびプロモー

ションを行い、一般のお客様に販売、届けることとなる。このバリューチェーンを上

流、中流、下流に分類すると、OP 社の事業活動は上流に位置する。 
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図 1-1 生物資源ビジネスのバリューチェーンと OP 社事業の位置付け 

 

表 1-1 は、生物資源ライブラリーを保有して事業を行っている（いた）企業の一覧で

ある（情報を入手できた企業に限る）。OP 社のように海洋に特化して探索受託を行う

ビジネスモデルの企業は国内には他に存在せず、海外に現在アクティブな企業が 1社あ

るのみである。ここに挙げた OP 社を除く 7社において、現在もライブラリーを活用し

た事業を継続している企業は 4社で、残りの 3社については、事業活動を中止している

か、既に売却済み、または発見した医薬シーズの開発に特化しているかのいずれかであ

る。 

 

表 1-1 ライブラリードリブンで事業を行なっている（いた）企業例 
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ここで、小規模な事業を継続しているハイファジェネシスと、医薬品の上市に成功

し、製薬企業に成長した PharmaMar を除いて、事業を順調に継続している企業に注目し

てみる。 

まず、スペインの BioMar のビジネスモデルは、海洋微生物ライブラリーを構築し、

それを活用して受託スクリーニングを請け負い、発見したシーズについて生産プロセス

検討およびスケールアップ受託を行うというものである。次に、ドイツの AnalytiCon 

Discovery は、陸上植物および微生物由来のライブラリー販売で成功した企業である

が、現在は、BRAIN というバイオエコノミー系の企業のグループ会社となっており、

BRAIN の機能を利用することで発見されたシーズの生産までを請け負っている 1)。バイ

オエコノミーとは生物資源やバイオテクノロジーを大いに活用しながら、併せて経済成

長の実現を目指す経済活動全般もしくは考え方である。ここでポイントとなるのは、こ

れらの「生き残っている」2社は、自社もしくは関連企業との共同での探索活動により

発見されたシーズを商業規模に持ち込むための生産プロセスとスケールアップに関する

検討、および生産機能を保有しているということである。 

OP 社は、化合物探索受託事業において、探索プラットフォームを用いて、クライアン

トニーズに寄り添ったきめ細やかな受託サービスを提供することをモットーとしてい

る。その点がクライアントに評価され、受託事業においては高いリピート率をもって事

業を継続できている。一方で、発見したシーズの生産プロセス検討や実生産について

は、基本的にクライアント側に依存しており、これらのシーズの中には①生産技術の不

足、②生産性の低さから、そこがバリューチェーン上のギャップとなり、物量が確保で

きず開発が進まないといったものが少なからず存在している。従って、上述したライブ

ラリードリブンで現在も事業を継続している企業の例からも、上述の①および②の問題

を解決してバリューチェーン上の下流に繋げることが OP 社の今後の事業成長にとって

非常に重要な要素であると考えている。さらに、下流に繋いで最終的に一般の消費者ま

で届けるには、マーケティング力を持ち、販売力を持つ企業とのアライアンスを活用す

べきであると考えている。 

そこで、このアイデアについてベンチマーク企業として選定した株式会社ユーグレナ

の事例分析によって検証を行った結果、このアイデアは妥当であると推定された。 

OP 社は多様な生物資源ライブラリーを保有しており、そこから生まれる多様なシーズ

が陥るギャップに対応する必要がある。 

今回の研究テーマに用いる素材である OPMS30543 株（以下、「パブロバ」という）

は、有用な成分プロファイルを有しており、シーズとしては非常に優秀であるが、従来

の方法では生産できない、商業利用できない種として認識されていた株である。しか
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し、これに対して予備検討を加えた結果、生産技術や生産方法を工夫することで「生産

できない」という問題をクリアできそうであることが判明した。その工夫とは、フォト

バイオリアクター（以下「PBR」という）と呼ばれる光を効率よく照射する工夫がなさ

れた微細藻類専用の閉鎖型の培養装置を用いることである。この PBR の技術は近年劇的

に進歩しており、これまで大量培養が困難であった微細藻類の大量培養が可能としつつ

ある。微細藻類培養分野における技術的なブレークスルーである（PBR についての詳細

は 1.5.1 技術的特徴の項を参照）。 

そこで、今回の研究では、パブロバをモデルケースとして、これまで生産技術の不足

で商業活用できなかった素材を、PBR を用いて培養することで活用可能とした成功例と

して実証し、上述の「①生産技術の問題で商業化できない問題」の解決策の実例として

示すことにした。その結果、世界で初めてパブロバの高密度大量培養に成功し、この成

功をベースに健康補助食品原料開発および最終製品開発を進め、事業化のための財務戦

略まで検討を行い、近日サプリタイプの最終商品をもって BtoC 事業を開始できる状態

にある。ただし、これはユーグレナの例に近く、生産技術の問題で商業化できなかった

微細藻類が大量培養できるようにしたということに限られる問題解決である。そこで、

もう一つの問題である「②生産性の低さによって開発不能となる問題」を解決する必要

があった。この問題を解決することにより OP 社が保有する多様な生物種が生産する化

合物で、その生産性が低く活用できないものへの適応が可能となると考えられた。パブ

ロバの例でいえば、パブロバが生産する有用成分であるフコキサンチンという色素がそ

れにあたる。その解決手段として考えられたのが、近年劇的に技術が進歩している合成

生物学的手法（合成生物学的手法についての詳細は 1.5.1 技術的特徴の項を参照）の

活用である。 

そして、この 2つの問題を解決することをもって生物資源ビジネスにおけるバリュー

チェーン上のギャップを解消し、さらにバリューチェーン上の下流に位置する企業との

アライアンスを組み合わせることで、最終消費者へと続くバリューチェーンをつなぎた

いと考えている。これが実現すれば、OP 社が保有する多様な未利用生物資源の利活用

促進につながると考えている。これが、筆者が考えるイノベーション・アイデアであ

る。 

そして、本研究における実証結果をもって OP 社の事業成長の基盤となる新しいビジ

ネスモデルの検討・構築を行いたい。 
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1.2 研究背景 

OP 社の事業戦略上、前項で説明したバリューチェーン上のギャップを埋めることが重

要ミッションである。ギャップを埋められることを実証可能で、かつ OP 社の実事業へ

の貢献度が高い素材として、微細藻類が考えられた。微細藻類は、ユーグレナの成功例

もあり、近年健康補助食品、化粧品系の企業からの注目度は高いが、大量培養できない

株がほとんどである。そこで、OP 社が保有している約 1,000 株の微細藻類コレクショ

ンの中から、今回のテーマに合う株の選定を行い、パブロバを見出した。 

パブロバは、フコキサンチン（海のカロテノイドと言われている海藻類が生産するカ

ロテノイドの一種）を高生産する能力を有し、単位重量あたりの含有量はコンブやワカ

メの 180 倍以上である。 

フコキサンチンは、健康食品市場において、アスタキサンチンに続くカロテノイドと

して大きく注目されている 2)。しかし、①生産量が非常に少なく量が得られない、②非

常に高価格（600-3,000 万円/kg）であることが原因で利活用が遅れていたが、近年、

中国産をはじめ、安価な海外産原料が流通しはじめ、利用が活発化してきている。OP

社がパブロバの開発を検討し始めた当初は、そのフコキサンチンの高生産性からフコキ

サンチンを精製・販売することを目標とするところであったが、その時点でフコキサン

チンはコモディティ化が進行したため、価格競争面で厳しい戦いとなることが予想さ

れ、商品化を断念した。一方で、パブロバは、フコキサンチンの他にω3脂肪酸の一種

の EPA も高生産し、アンチエイジング機能が期待できる成分（食物繊維、カルシウム、

GABA、ヒドロキシプロリン）も多く含んでいる上に、アミノ酸、ビタミン、脂質等の栄

養バランスが良いという特徴を併せ持つことから、微細藻類における競合種（スピルリ

ナ、クロレラ、ユーグレナ）と比較して、大きく差別化ができ、かつ、昨今の健康食品

業界のニーズに合った、新素材であると考えられた。 

そこで、パブロバをフコキサンチンに訴求しつつ、この株が持つフコキサンチン以外

の成分的特徴を付加価値として捉え、藻体そのものを摂取するタイプのアンチエイジン

グ系の健康補助食品として開発することにした。 

パブロバを健康補助食品として開発することは、その含有成分面での有用性を示し、

ブランディングし、知名度を向上させる上で非常に有効であると考えている。また、ユ

ーグレナが健康補助食品領域で成功した例があるため、パブロバも同様に消費者へのア

ピールが容易であると考えらえた。一方で、健康補助食品は、使用する藻体が大量に必

要となることが課題となる。そこで、パブロバをまずは健康補助食品としてブランディ

ングし、知名度を向上させたうえで、商品化においては、付加価値が高く、少量で製品
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化が可能な、例えば化粧品分野でのパブロバ抽出物の活用を進めてゆきたいと考えてい

る。 

パブロバはハプト藻 Pavlova 属の一種で、新種に分類される可能性が高い（現在、琉

球大学理学部の須田教授により同定作業が進んでいる）。Pavlova 属の商業利用例とし

ては、Pavlova lutheri が二枚貝用の餌料として水産関係機関で培養、利用されてい

る。しかし、一般的に Pavlova 属を含むハプト藻綱の種は安定的に高密度で大量培養す

ることが困難と言われている。よって、パブロバ を健康補助食品として商業利用する

にあたっては、本株に適した大量培養方法を確立し、安定的に生産できるようにするこ

とが絶対条件となる。そこで、パブロバの基本的性状、特性を把握し、既存の技術と新

規に研究・開発した技術を組み合わせて、その特性をコントロールして大量培養手法を

確立することを筆者の先端研究テーマとした。 

そのうえで、事業戦略、知財戦略および財務戦略を詳細に検討した上でビジネスプラ

ンを立案し、パブロバの事業化を推進し、バリューチェーンの上流から下流を次ぐこと

によって価値を生み出すことができることを、パブロバを例に実証する。 

そして、パブロバ事業を皮切りに、有用なシーズではあるものの、これまで未利用で

あった生物資源を継続的に事業化する持続可能で強固なビジネスモデルを構築したいと

考えている。 

 

1.3 生物資源ビジネス 

1.3.1 生物資源ビジネスの歴史とテクノロジーの変遷 

生物資源を利用したビジネスは、医薬、食品、化粧品、化成品、環境・エネルギー

分野と幅広く手がけられてきた歴史がある。中でも、医薬品および食品分野において

は、その歴史は古く、人間活動へ大いに貢献してきた。 

生物資源を用いた医薬品開発（天然物創薬）の歴史を振り返ると、古くは中国の前

漢時代（紀元前 202 年〜紀元 8年）に、最古の医学書とされる「黄帝内径」が編集さ

れ、その中で、医学に加えて生物資源を活用した薬学的内容も詳細に記されているな

ど、中国天然物関連医薬の歴史は非常に古い。また、インドの伝統医学である「アー

ユルヴェーダ」は約 5000 年の歴史を持つと言われている。 

更に、西洋では、ギリシャのヒポクラテスがヤナギの葉や樹皮を鎮痛剤として用い

たという記録が残っている。 

このように、世界各地において伝統的に天然物が医薬品目的で利用されてきたが、

中でも植物は古くから使われてきた。しかし、それらは精製品ではなく、抽出物や乾
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燥物が主に用いられてきた。その後、19 世紀に入り、化合物の精製技術の発展によ

り、精製品（化合物単品）での医薬品が登場してきた（表 1-2）。 

 

表 1-2 植物由来の医薬品例 

 

 

1928 年に、イギリスのアレクサンダー・フレミングによって青カビからペニシリン

が発見され 3)、感染症治療に革命をもたらした。ペニシリンの発見は、20 世紀最大の

発見の一つとされており、科学技術ブレークスルーを起こした重要な例の一つであ

る。更にこの後、「種間競争のために、他の菌を殺す物質を作っている菌が他にもい

るはず」という考えの下、微生物からの抗生物質探索が世界で活発化した。表 1-3 に

微生物由来の代表的な医薬品の例を挙げる。 
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表 1-3 微生物発酵産物から発見された医薬品例 

 

 

日本発の天然物由来の医薬品の中には、世界で最も多く販売されたとされる医薬品

があり、それが、商品名「メバロチン」として販売されているロバスタチンという化

合物である。ロバスタチンは、当時製薬会社である三共に所属していた遠藤章博士が

約 6,000 株のカビ・キノコのライブラリーから発見した。その生産菌は京都の米屋か

ら分離した青カビであるとのことである。 

この化合物を最初に医薬品に仕上げたのはアメリカの製薬会社であるメルクである

が、この化合物は紛れもなく日本人が日本の微生物を使って発見した化合物である。

本発見も科学技術ブレークスルーを起こした例といえるであろう。 

その他、有名な例としてタクロリムスという化合物がある。この化合物は、1984

年、藤沢薬品工業（現アステラス製薬）の研究チームにより筑波山の土壌細菌（スト

レプトマイセス・ツクバエンシス）より分離された。1993 年 5 月に肝臓移植時の拒絶

反応抑制剤として認可され、後に腎臓、肺、骨髄などの移植に用いられた。さらにア

トピー性皮膚炎、重症筋無力症、関節リウマチ、ループス腎炎へも適応が拡大され

た。 

この医薬品タクロリムスは臓器移植に大きく貢献しており、現在でもグローバルで

年間 1,800 億円以上の売上高を成し、アステラスの全売上の 14％を担っている。本医

薬品も科学技術ブレークスルーを起こしたと言えるであろう。 
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図 1-2 過去 30 年間に上市された新規構造の医薬品の由来 

J. Nat. Prod. 2016,79,: 629-661 4)より引用した図を筆者が改変 

 

図 1-2 は、過去 30 年間に上市された新規構造の医薬品の由来を示したものである。

天然物およびその誘導体は 26 %を占め、さらに天然物に関連する化合物を含めると

50%を超える。このように多くの上市薬において、天然物は創薬シーズとして活用さ

れている。 

これまで天然物からは、ペニシリンに始まり、前出の高脂血症治療薬のメバロチ

ン、免疫抑制剤のタクロリムスなど様々な画期的新薬が世に送り出されてきた。 

中分子化合物を含む複雑な化学構造とユニークな生物活性を持つものが多い天然物

は、今もなお新薬創出源として期待されている。しかし、1990 年代から国内外の製薬

企業が天然物創薬から撤退することが顕著になった。  

その理由としては、以下の 3つが考えられる。 

① これまで扱ってきた陸上サンプルは、通常の方法では新規化合物の発見が以前に

比べて困難になっており「やり尽くした感」があること 

② 合成化合物よりも物量確保に時間と手間がかかる天然物が、短期間で成果を求め

られる創薬環境の下では敬遠されがちであること 

③ その結果として、天然物創薬の費用対効果を疑問視する企業が増えていること 

①に挙げた「やり尽くした感」については、サンプリングの対象を海洋に向けるこ

とで新規で活性の良い化合物が発見される可能性が向上すると考えられる。しかし、

海洋生物資源に対しては、製薬会社の研究者が独自でアクセスすることは困難である

ため、これまで敬遠されてきた。 

天然物

天然物
誘導体

バイオワクチン

合成品

スタチン
HDAC阻害剤
ACE阻害剤
エリブリンなど

¾ 過去30年間に上市された新規構造の医薬品のうち、天然物およびその誘導体は26％を占め、さらに天
然物に関連する化合物を含めると50%を超える

¾ 多くの上市薬において、天然物は創薬のヒントを与えている

天然物由来の医薬品
1981年から2014年の間に上市された医薬品（N=1562）の解析

J. Nat. Prod. 2016，79，: 629-661

天然物由来
26%

天然物を参考にした
合成品

24%
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筆者が創業した OP 社は、海洋調査会社で培った技術に基づいて海洋生物資源ライブ

ラリーを構築し、創薬ソースとして提供を行なっている。OP 社のビジネスを通じてこ

れまで簡単ではなかった生物資源へのアクセスが容易になったため、多くの製薬会社

に利用されている。これまで、自社での研究開発において、海洋から得られた微生物

から、新規母核構造を持った抗真菌活性を有した化合物が得られたことから、探索対

象を海洋にシフトすることの有用性の確認もできている。 

海洋生物資源から開発された医薬品例を挙げると、海綿というスポンジ状の海洋生

物から得られた化合物をヒントに化学合成し、抗がん剤として上市した例がある。エ

ーザイが開発したハラヴェンという医薬品である。この化合物は、海綿から得られた

ということもあり、その現存量の少なさから生物自体を収集して量を得ることが困難

で、また、構造が非常に複雑であることから、長年化学合成も成功できずにいた化合

物である。このように、海洋生物由来の化合物は、活性は非常に良いが構造が複雑で

物量を得ることができないものが多いが、エーザイは海綿の一種であるクロイソカイ

メンから発見された化合物を化学合成（35 ステップ）して大量生産し、上市（2010

年）にこぎ着けた。通常、製薬会社が行う化学合成工程は 3 ステップ - 4 ステップ

程度であるところ、ハラヴェンの場合はかなりステップ数が多い。通常なら困難を極

めて開発が頓挫するはずであるが、ハーバード大学の岸教授が合成経路を発見したこ

とにより大量合成が可能となった 5)。この成功例は、化学合成分野の科学技術ブレー

クスルーであるといってよいだろう。ただし、最初に化合物が発見されてから 24 年

後の上市であった。 

このように依然として良い化合物が発見されはするものの、その生産量の低さから

物量生産において頓挫するものが多い状況が続いていたが、近年ブレークスルーが生

まれている（図 1-3）。それが、合成生物学的手法である。ゲノム編集や DNA 合成技

術および AI（人工知能）やオートメーション（自動化技術）と、それらを統合化する

ための IoT やクラウド技術等を包括したデジタルプラットフォームを用いて短期間で

安定的に目的とする化合物を生産することが可能になりつつある。 
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図 1-3 合成生物学的手法を用いた新しい物質生産 

 

新技術（合成生物学的手法）が活用できれば、上述のハラヴェンの例で説明したよ

うなヒット後に時間と手間がかかる天然物のネガティブ要因が払拭される可能性が高

まると考えている。 

海洋生物由来の複雑な構造をもった化合物も新生産技術の活用により、生産が容易

になるはずである。よって、今後、創薬分野において天然物に再び大きなトレンドが

来ると予想している。また、創薬分野に限らず食品、化粧品、化学、環境・エネルギ

ー分野でも大きな変化が起こるだろう。 

OP 社などによって発見される、希少だが有用な化合物の活用可能性が格段に向上

し、再び天然物資源への注目度が高まることを期待している。 

次に、食品分野の歴史を振り返ってみたい。日本では、古くから発酵文化が育ま

れ、生物資源の機能を活用した食品が多い。発酵を用いた食品とその歴史を以下に簡

単にまとめる。先に記した微生物を活用した創薬も、発酵文化が根本にあったために

大成功したのだといってよいだろう。 
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表 1-4 発酵を用いた食品の歴史 

 

 

食品分野において日本における科学技術ブレークスルーの代表例は、味の素であろ

う。 

1908 年(明治 41 年)、東京帝国大学教授の池田菊苗教授が昆布のうま味成分の本体が

グルタミン酸ナトリウムであることを発見した 7)。そして、味の素の創業者である二

代 鈴木三郎助がグルタミン酸ナトリウムの工業化に成功した。これが世界で始めて

市販された「うま味調味料」である。昆布で見つかった成分を先ずは化学合成し、そ

の上で化学合成法を発酵法に置き換えて大量にかつ安価に製造できる方法を確立した

という点で、科学技術ブレークスルーおよびイノベーションの代表的な例である（表

1-5）。  

 

表 1-5 味の素の製造法の変遷 

 

甘味料の分野においても科学技術ブレークスルーが確認できる。その代表としてト

レハロースの例を以下に挙げる。トレハロースは、従来酵母を培養し抽出する製法が
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採られていたが、それでは 1 kg あたり数万円と高価になってしまうため、一部の化

粧品・試薬にしか使用されていなかった。そのため、各種の製造法の開発が競われて

いたが、1994 年に岡山のデンプン糖化メーカーである林原の丸田和彦らが、従来不可

能といわれていたでん粉からの安価な大量生産法を確立し、その翌年より、従来の約

100 分の 1の価格である 1 kg あたり数百円での販売を実現した。これにより、一気に

甘味料が世に認知され、利用され始めた 7)。 

近年は、香料や人工甘味料など、食品・化粧品分野において、国内外問わず合成品

を天然物に転換する動きが活発化している（図 1-4）。 

 

 

図 1-4 Natural 指向を裏付ける実例 

出所：foodnavigator-usa.com8)より引用 

 

OP 社のクライアントにおいても食品、化粧品業界で特に天然物指向が強いことを受

け、同分野（OP 社では非製薬分野で分類）の企業からの天然成分探索案件の受注量が

堅調に増大している（図 1-5）。 
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図 1-5 OP 社の 2015 年度から 2017 年度のクライアント事業分野構成 

 

OP 社が事業を行なっている沖縄の地は、生物の多様性が高く、健康食品、機能性食

品および化粧品を開発する上で、クライアントからの期待が大きい。OP 社が保有する

生物資源の中でも微細藻類については、多様性に加えて手付かずの部分が多く、最近

のユーグレナ社の成功例の好イメージも加わり、新規素材として食品・化粧品業界か

らの期待が非常に大きくなっている。 

 

1.3.2 微細藻類ビジネスの現状と将来 

新素材として大いに期待されている微細藻類であるが、一方で、世界的にみても商

業化に成功している種は非常に限られている（表 1-6）。その要因として、大量培養

の困難さが挙げられる。 
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表 1-6 商業生産規模で培養に成功している微細藻類種 

 

 

有用性が確認された種をいかに安価に確実に大量に生産できるかが、微細藻類ビジ

ネスにおけるブレークスルーの、第一の最も大きなハードルである。安価に大量に生

産するには、オープンポンド方式が圧倒的に有利であるが、一般的に原生生物などの

コンタミネーションのリスクが大きい。現在、屋外培養に成功している種は、①特殊

な環境下で培養可能なスピルリナ、ユーグレナ、ドナリエラ、②成長が早いクロレラ

という培養時の環境に特徴を持った種に限定されている。微細藻類については商業利

用できている種は上述した数種に限られ、これまでは、有用な成分を生産しているに

も関わらずほとんどの種が利用できずにいた。 

近年、微細藻類の大量培養方法に技術革新が起こり、PBR と呼ばれる閉鎖型の培養装

置が登場した。PBR の構造は、ガラスチューブ型、プラスチックバック型、ファーメ

ンター方式など様々であるが、PBR の登場により、これまで有用な成分を生産してい

るがコンタミネーションに弱く大量培養が困難とされていた株の培養が可能になって

きている。 

PBR で商業生産を行なっている例としては、アスタキサンチン原料としてのヘマトコ

ッカスの培養が有名である。 
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表 1-7 培養方式の違いによるメリット、デメリット 

 

 

この閉鎖系リアクターの活用が、今回研究対象としたパブロバの事業化においてキ

ーファクターとなることは間違いない。パブロバは、有用な含有成分構成を持ってい

るが、コンタミネーションに非常に弱いため、従来のオープンポンド方式では生産で

きない。 

表 1-7 に従来のオープンポンド方式と閉鎖系リアクターにおけるメリットとデメリ

ットを示した。オープンポンド方式は、設備の導入コストが安く、拡大生産が容易で

あるというメリットはあるが、使用する株の環境耐性（高 pH や高塩分下など）を利

用しなければコンタミネーションにより大量培養は失敗に終わる。一方、閉鎖型リア

クター（PBR）は、導入コストや運転コストはかかるが、生産量のコントロールが可

能で、コンタミネーションが問題にならず、高密度培養が可能となるというメリット

がある。コンタミネーションが起こらないということは、多様な株に対応可能で、多

品目の同時生産に対応できるということである。これにより、生産素材にフレキシビ

リティを持たせることができるので、市場の動向やニーズに応じて、多品目を同時生

産し、速やかに市場に届けることができる。 

パブロバにおいては、PBR を利用して事業化可能なことを証明することで、OP 社が

保有しているその他の株や野外から分離してくる新規微細藻株のうち、有用な株を大

量培養して商業利用できる可能性を広げることにつながると考えている。 

 

1.4 ベンチマーク企業分析 株式会社ユーグレナ 

ベンチマーク分析は、優れた競合企業、または別業界の企業事例などを指標にして、

良い点、悪い点を比較、分析した上で自社の戦略の検討に生かすことを目的とした手法

である。 

パブロバ事業は、バリューチェーンの上流から下流をつなぐことによって新たな価値

を創造する実証試験という位置付けである。そのため、バリューチェーンの上流から下
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流を繋いだ実例を持つ企業をベンチマーク企業とすべきであるが、上流から下流まで網

羅している企業で最適な例を見つけることができなかったため、中流から下流をつない

で新たな価値を見出した企業の例として株式会社ユーグレナが最適と判断し、同社をイ

ノベーション・アイデアおよび各種戦略を検討する上でのベンチマーク企業として、詳

細に分析を行った。 

株式会社ユーグレナ（以下、「ユーグレナ社」という）は 2005 年 8 月に東京大学出

身の出雲充氏らが設立した東京大学発のベンチャー企業である。創業の経緯は、1998

年当時、出雲氏（当時、東京大学 1年生、文科三類）が、夏休みにバングラディシュの

NGO でアルバイトした際にあまりに酷いバングラディシュの子供たちの栄養状態を目の

当たりにし、それを改善しようと考えたことにあるとのことである。その後、同大農学

部でミドリムシを研究していた鈴木健吾氏（現在研究開発担当執行役員）と出会い、更

に福本拓元氏（現在ヘルスケアカンパニー営業担当執行役員）と出会い、この 3名で創

業した。その後、現在取締役副社長である永田暁彦氏が出資元であった株式会社インス

パイアから移籍して、結果この 4名が中心メンバーとして活動を開始した。そして、創

業して間も無く、それまで困難といわれていた屋外大量培養に成功した。成功の立役者

は、石垣島の八重山殖産（当時は共同先、現在は子会社）である。同社が世界で初めて

ユーグレナの屋外大量培養に成功したことが、ユーグレナの初期の事業において非常に

大きなドライブとなった。同社は創業当初から積極的に外部機関（アカデミア、企業）

との連携を行なってきた、素材としてのユーグレナというシーズは東京大学発である

が、上述した八重山殖産の件を含め、うまく外部連携（アライアンス）による成果を事

業に活用している企業である。後に第 4章「事業戦略」でも触れるが、アライアンスは

販売戦略、広報活動においても上手く機能しており、それが同社の一番の成功要因だと

考えられる。 

ユーグレナ社の事業は、大きく二つに分かれている。一つ目は創業当初からのヘルス

ケア事業で、二つ目は近年開始したエネルギー・環境事業である。エネルギー・環境事

業の中心はバイオ燃料事業で、エネルギー・環境事業での収益が立つまでの期間をヘル

スケア事業の収益で賄うという戦略を掲げている（図 1-6）。 
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図 1-6 ユーグレナ社の事業構成 

出所：ユーグレナ社 IR資料 9)から引用した資料を筆者が改変 

 

以降、同社の戦略を技術、事業、知財、財務の 4方向から分析する。 

 

1.4.1 技術戦略 

ユーグレナ社は、自ら研究開発型ベンチャーを謳い、研究所を自社に有している

が、実際は足りない機能を徹底して外部の技術をアライアンス、M&A によって取り入

れるという方針をとっている。彼らの技術戦略上最も重要な技術革新は、世界で初め

てユーグレナの屋外大量培養に成功したということである。大量培養法は、当時はア

ライアンス先で、現在は子会社となった沖縄県石垣島の八重山殖産の技術者が作り上

げたとされている。その他は、ユーグレナが持つ栄養成分の特徴を分析し、59 種類の

栄養素を含んでいることや、分類学的に動物と植物の間にいる生物であること、最近

ではβグルカンの一種であるパラミロンが含まれていることなど、革新的技術開発と

は言い難い研究を外部アライアンス先と共同で実施しているに過ぎないと考えられ

る。その意味では、商品を売るために有用なアピールポイントを増強するための研究

開発に注力する、いわゆる「マーケティングドリブン」の研究開発がユーグレナ社の

技術戦略であると考えてよいだろう。すべてが徹底してブランディングのための戦略

だということである。 
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1.4.2 事業戦略 

同社の事業コンセプトの根幹は図 1-7 に示すように、価格が高い順から Food（食

料）、Fiber（繊維）、Feed（飼料）、Fertilizer（肥料）、Fuel（燃料）の 各分野

へ展開することを目的に、ミドリムシを生産するとしている。 

培養技術の更なる向上・開発によって、原料の低コスト化を図り、価格が高いもの

から低いものへと展開していく方針である。 

 

 

図 1-7 ユーグレナ社の事業コンセプト 

出所：ユーグレナ社 IR資料 9)より引用 

 

先に触れたが、同社の事業戦略の非常に重要なポイントは、外部とのアライアンス

を上手く使っていることである。株式上場（2012 年に東京マザーズに上場、2014 年

に東証一に市場変更）後の第三者割当増資で約 76 億 2000 万円の資金調達を実施して

いるが、この豊富な資金をもって積極的な M&A を行い、生産機能の獲得（八重山殖産

の子会社化）、販売チャネルの拡充などを行なってきた。自社で一から開発し販売す

るよりも、事業機能として足りないものは徹底して外部から入手していく戦略である

（図 1-8）。 
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図 1-8 グループ会社一覧 

出所：ユーグレナ社 IR資料 9)より引用 

 

 

図 1-9 アライアンスパートナー 

出所：シェアードリサーチ資料 

 

このように、ユーグレナ社は外部との連携を非常に上手く使って事業を推進してい

るが（図 1-9）、中でもブランディングと販売戦略に成功の大きな要因があると考え

られる。社長の出雲氏が、「事業構想」（事業構想大学院大学出版部）の 2018 年 2

月号 11)の中で、こう語っている。 

『僕は会社をつくる時に色んな大学発ベンチャーを調べて、うまくいっていないと

ころは決定的に「広報」と「知財」が足りないと気づいたのです。大学発ベンチャー

は、技術が優れているほど自信過剰になり、広報と知財をおろそかにする傾向にあり

23Copyright (C) 2017 euglena Co., Ltd. All Rights Reserved. 

M&Aの推進―3つの対象領域

ユーグレナ事業の
拡充

新規領域進出に向けた
事業基盤獲得

ヘルスケア事業基盤を
活かした成⻑

⽣産機能の獲得
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（※マイノリティ出資）
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（※マイノリティ出資）

販売チャネルの強化

クロレラ事業の製造・
販売機能の獲得

⼀次産業の⽣産者
ネットワークの獲得

飼料活⽤に向けた研究・
⽣産機能の獲得

発展途上国での⼀次産業
への進出

新規素材・⾼等植物
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ます。こんなに素晴らしい技術なのだから広報しなくても世の中は気づいてくれるは

ずだと広報に力を入れない。その結果、誰にも気づかれずに終わってしまう。また、

こんなにすごい技術は誰も真似できないだろうと知財を保護しない。大企業の力をみ

くびってはいけません。彼らが本気になれば、3年で何でもできると思ったほうがい

い。私はこれまで、世の中の人々にミドリムシについて知っていただくことに一番パ

ワーを使ってきました。もちろんベンチャーが生き残る切り札となる知財も重視して

います。お金がない大学発ベンチャーだからこそ、何よりも「広報」と「知財」を大

切にしなければいけない。これは私の創業時からの信念です。』 

アップル社を創業したスティーブジョブズの有名な言葉に、「いくら素晴らしいも

のをつくっても、伝えなければ、ないのと同じ」というものがあるが、出雲氏の考え

は、これとも通じるものがあり、ユーグレナ社の成功の鍵は、広報活動にあると筆者

は考えている。 

以下同社のブランディング戦略について検討してみたい。 

ユーグレナ社のブランディングにおけるアピールポイントを以下に挙げる。 

l 東大発ベンチャーであることの安心感 

l 動物性と植物性の両方の栄養成分を併せ持つ 

l 59 種類の栄養成分 

l 細胞壁を持たない、吸収性の良さ 

l 石垣島での培養という良いイメージ 

l 出雲社長が掲げるキーワード「ユーグレナで世界を救う」という世界観 

これらの基本的な特長を広報するために、大手広告会社である電通から出資を受け

るとともにパートナー契約を締結している。この電通の広報力がユーグレナの知名度

を向上させるうえでの大きなドライブとなったと考えられる。 

次に、商標面でのブランディング戦略について検討したい。図 1-10 に、同社が登録

している商標を、事業活動の主なトピックスと共に時系列で並べてみた。 
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図 1-10 登録されている商標の変遷 

出所：ユーグレナ社のホームページおよび IR 資料 9)を参考に筆者作成 

 

2006 年の最初の商標登録は「ユーグレナ」であった。設立当初は、虫を連想させる

「ミドリムシ（和名）」を使うことを避け、「ユーグレナ」を社名、商標にしていた

ようである。野菜や木々の緑を連想させる緑色をベースとして、ナチュラル、ヘルシ

ーなイメージを定着させる狙いであったと思われる。 

そして、2008 年に伊藤忠と、2009 年に電通とアライアンスを組んでブランド認知向

上に努めた。認知がある程度高まったタイミングで、ミドリムシというネガティブな

イメージを逆手にとることで、消費者にインパクトを与えるため、2010 年頃から商標

に「ミドリムシ」を積極的に使うようにしたのではないかと考えられる。 

次に、大手企業とのコラボレーションを利用したブランディング戦略について検討

したい。 

武田薬品工業株式会社（以下、「武田薬品」という）とは、2013 年からユーグレナ

を使った健康補助食品開発を共同で行い、2014 年 10 月から食品販売子会社より販売

を開始した（図 1-11）。通販サイトで共同プロジェクトであることがアピールされて

いる。 

商品のパッケージ裏面にもユーグレナの商標ロゴがプリントされている。 

武田薬品食品販売子会社にとっては、「ユーグレナ」および「ミドリムシ」は既に

知名度が上がっていたため、ブランドを利用することに価値があると判断したのかも

しれない。 

しかし、逆に武田薬品食品販売子会社がユーグレナ商標ロゴを使って販売すること

により、ユーグレナ社の知名度、信頼性の向上に大きく寄与したと考えても間違いな

いだろう。 

ens]GsO¡ĘS»çį ÝĆ!

��
�Copyrights reserved by OP Bio Factory

Confidential

���	 ���
 ���� ���� ��� ���� ���� ���� ���� ���� ���	 ���
 ����

ƨÛ ƋƣŶŋ
ŻĞýň

S188
M4

/,8
.4-O

Ä§a«
Øç

āǅŋÞ
Ûýň@
ţãƎŋ
�Ŏìý

è

æŀÚõ
�öçŗ

ƙ

Éa¢Î
·�aµ@
�ÃËô
Ôßā

¡ÏÎË
¦ÁË�
ôÔßā

©aÐ¡
�ªµ�
ôÔßā

l �))/æ�Ľű�ǹʓʎɐ�mÙh¨ß¿n�a{xE
l őęĿű�aͤ�Ĭɂou�mÒ¾ÝÓ¯kşƊln�Ƹc“��˞la
mÙh¨ß¿n�õƊaǹʓ�qx�Ư���E

l Ĕͣ�ŭg�̯�Ĭɂou�̯ʹ�Íh±�q~a¿¸ØÜÞaÌÞ¯h��
Ôh°�čȦou�ʭbga�����b~E

l �))1æ�ʗƻ̩a�))2æ~�ƃĜ�Ÿ��ÊÜâ¾ƖƗ�ʱ�xEƖƗga
�ɚĢă�{x¶�Òâ¨�amÒ¾ÝÓ¯néœ�ǜȢ�ȉo���ɠj
Ɨ{~��cx�a�xȈǑö��âÅ§½�Ȏd�x�a�))æͼ~�ǹʓ
�mÒ¾ÝÓ¯kşƊln�Ƹc�c�qx����b~�ƥd���E



 31 

原料供給先、OEM クライアントに、商標ロゴを使ってもらう戦略は、知名度の低いベ

ンチャーには非常に有効であると考えられる。 

 

 

図 1-11 武田薬品との連携例 

出所：武田薬品の HPより引用 

 

次に、販売面の分析を行いたい。ユーグレナ社は創業からしばらくは BtoB 事業を中

心に事業を行っていた。2008 年に伊藤忠と資本提携を行い、伊藤忠への原料供給およ

び OEM を開始している。その後、伊藤忠の販売力が奏功して、2010 年に営業利益が黒

字に転換した。その後、2012 年のマザーズへの上場後から直販事業（BtoC 事業）を

開始した。直販を開始することによって売上高および粗利益は大幅に増加したが、一

方で営業利益率は減少した。 

ユーグレナ社は、種としてのユーグレナというより、「ユーグレナ」というブラン

ドを築くことに注力したため、ユーグレナ以外の素材の開発はほとんど手掛けていな

い。同社の IR 資料には、新たな素材の開発も掲げられてはいるが、未だ商品化には

至っていないようである。図 1-12 に現在展開している商品一覧を示す。 

 

 

ens]GsO¡ĘS»çİ YPZPS�ýð!

��
	Copyrights reserved by OP Bio Factory

Confidential

l ¶©·�ĜɊ�½�ǓąËà°�§½�a�“�g�ÈhÞo�~b�E
l ǹǋ�Å¹©h°˴Ƭ��Ùh¨ß¿�ǹʓà¬gËÝâ½o�~b�E
l ¶©·��{~�amÙh¨ß¿ne��mÒ¾ÝÓ¯n�ͅ�ƗƊĢgì
g{~bx��aÊÜâ¾�ũįs�“��Ɲɘga{x�~�q��bE

l q~qaˑ�¶©·gÙh¨ß¿ǹʓà¬�Ƹ{~ɊŤs�“����aÙh
¨ß¿õ�ƗƊĢaŚʫō�Ţìqx“��ČȨb�b�ƥd~b�E

l ľǄɇɗžaD:B§Ü��â½�aǹʓà¬�Ƹ{~bxyjļ˸�ƗƊĢ�
țbÍâ¸Öh��ʢȔ�ƾɓkǩƥ���l�ƥd~b�E

¶©·���),æ~�mÙh¨ß¿n�Ƹ{xɵˤɀǋĤĀ�Ǔą�òba
�)-æ)ù~�ɊŤĤǁq~b�E

¬�|Ċǯ£�³��ņĜ



 32 

 

図 1-12 展開商品一覧 

出所：ユーグレナ社 IR資料 9)より引用 

 

最近では、ユーグレナ素材を配合した、売れ筋の商品ラインアップ（プロポリス、

ローヤルゼリー、オメガ 3、麹などを使用）を増やして水平展開を積極的に行なって

いる。また、新しいサービスとして、ユーグレナ・マイヘルスを立ち上げ、遺伝子検

査や、各個人に必要な栄養素の提案など、健康食品購入に導くべく活動を行なってい

る。 

一方、OP 社では、多様なプロファイルを持った素材をシードとして保有しており、

新規健康補助食品素材を開発してゆくことが可能である。OP 社では、次々と市場のニ

ーズに合致した素材を送り出すことによって、持続可能で強固なビジネスモデルを構

築できるものと考えている。 

ユーグレナ社においては、保有資金が潤沢であるため、外部から積極的にシーズを

導入し、確立済みの「ユーグレナ」ブランドで製品化し、市場展開することができれ

ば持続可能で強固な事業展開が可能になるのでは考えられる。 

ユーグレナ社の事業のうち、ヘルスケア事業とは別の柱として掲げているエネルギ

ー・環境事業は、国内では複数社が藻類バイオ燃料事業に参入している実状がある。

藻類から石油に替わるオイルが生産できることは古くから知られており、世界中で多

数の企業が研究開発を行なっているが、産業利用において問題となるのはその供給価

格である。表 1-8 に国内で藻類バイオ燃料事業に参入している事業者の情報を示す。 
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表 1-8 国内藻類バイオ燃料参入事業者一覧 

 

 

ジェット燃料に適した脂肪酸炭素数は C12-15 である。「ユーグレナ」には C14 が多

く、ジェット燃料に向いている脂肪酸を生産している。しかし、ジェット燃料をター

ゲットとするのであれば、C12 か C14 を生産し、かつ増殖がよい原料であれば、「ユ

ーグレナ」にこだわる必要はないかもしれない。筆者の経験から言えば、ユーグレナ

よりも脂肪酸の生産性の高い株は存在している。 

実際、ユーグレナ社はバイオ燃料の原料として、「ユーグレナ」ではない珪藻

（Rhizosolenia 属）の遺伝子組替え体の検討も行なっている。（平成 20 年～NEDO 事

業；高知大、東大）。 

同社は助成金も積極的に利用しており、国内最大級の燃料用微細藻類培養プールを

建設、以下の通り実証実験を開始している。経産省（資源エネルギー庁）の補助金を

活用した『バイオ燃料用藻類生産実証プロジェクト』である。 

研究内容は、木質バイオマス発電所から排出される排ガス、排水や排熱などを微細

藻類の培養に必要な二酸化炭素源やエネルギーとして用いることで、バイオ燃料向け

微細藻類生産の低コスト化に取り組むというものである。実証は 2016 年 10 月より開

始し、培養プールはスケールアップを経て 2018 年には総面積 3,000 ㎡ 以上の国内最

大級の燃料用微細藻類培養プールとなった。 

その後、横浜に総額 58 億円をかけてバイオ燃料製造設備を完成させた（2018 年 11

月）。 

さらに、広島において、天ぷら油を使ったバイオ燃料普及に関するプロジェクトも

開始している。これは広島県内の家庭や事業者から集めた天ぷら油を上述した横浜の

生産設備においてバイオ燃料に加工するというものである。微細藻類のユーグレナか
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らのみ燃料を生産するのではなく、バイオ燃料という大きな括りの中での燃料事業を

展開する方針であると考えられる。 

 

1.4.3 知財戦略 

ユーグレナビジネスで最も重要な、大量培養に関する核心技術についてはクローズ

ド戦略をとっており、知財となる特許は取得していない。そのため、実際にどのよう

にして培養しているかについてはブラックボックスである。 

前述した「事業構想」の 2018 年 2 月号の中で、出雲氏は次のように述べている。

『僕は会社をつくる時に色んな大学発ベンチャーを調べて、うまくいっていないとこ

ろは決定的に「広報」と「知財」が足りないと気づいたのです。こんなにすごい技術

は誰も真似できないだろうと知財を保護しない。大企業の力をみくびってはいけませ

ん。彼らが本気になれば、3年で何でもできると思ったほうがいい。』 

しかし、実際には、ユーグレナ社は、大量培養に関する特許は出願せず、クローズ

ド戦略をとっている。屋外か屋内かの違いはあれ、2017 年に神戸製鋼の子会社の神鋼

環境ソリューションがユーグレナの大量培養に成功し、製造、販売を開始した。ユー

グレナ社が大量培養に関する特許を取得していれば、また違った結果となっていたか

もしれない。大量培養以外の知財は、アカデミアとなどとの共同で行った結果得られ

た要素的な成果を知財化しているようである。 

商標取得も知財戦略の一環として考えると、同社はかなりの数を取得している。そ

して、OEM 先の武田薬品や小林製薬のパッケージ裏面に同社の商標を掲載させること

によって、知名度を相乗的に向上させる策を打っている。このやり方は、ベンチャー

企業が知名度を向上させるのに非常に有効な方法だと考えられるため、OP 社において

も参考にしたいと考えている。 

 

1.4.4 財務戦略 

ユーグレナ社は、2012 年のマザーズ上場以降、100 億円以上の資金調達を行なって

いる。しかし、2018 年 9 月期第 3四半期決算報告では、期末残高が約 37 億円まで減

少している。2018 年 9 月 20 日付けの IR 資料において、「第三者割当による第７回新

株予約権（行使価額修正条項付）の発行及びファシリティ契約（行使停止指定条項

付）の締結に関するお知らせ」を発表し、約 50 億円を調達したいとの内容で広報し

ていた。 

次にユーグレナ社の時価総額について見てみる。2017 年 9 月期の決算数値は当初目

標を下回り、売上高 139 億円、営業利益 9.5 億円、当期純利益は 7.8 億円であった。
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ウェルインベストメンツ分析資料で用いられた評価法１を用いて、適正と考えられる

PER30 倍を採用し、実際の決算数字（当期純利益）を使って評価すると、時価総額は

7.8 億円×30 倍=234 億円となる。一方、2018 年 10 月 10 日現在の株価は 769 円、時

価総額は 659 億円である。 

2018 年 9 月期の業績予想は赤字であること考慮すれば、適正株価に近づいていると

はいえ、未だに時価総額は高すぎるのではと考えられる。しかし、これは、市場での

期待感を背景に高評価されている結果であり、これをもって企業としての成功と評価

しても差し支えはないであろう。 

ユーグレナ社は、生物資源ビジネスにおいて中流域に存在する大きなギャップをア

ライアンスをもって解決し、下流域においても戦略的にアライアンスを駆使して事業

を成長させてきた企業である。 

次の項ではユーグレナ社の例も参考にして、OP 社において、生物資源を活用し、持

続可能で強固なビジネスモデルを構築するためのイノベーション・アイデアについて

検討したい。 

 

1.5 イノベーション・アイデア 

近年バイオエコノミーという概念が注目され始めている。バイオエコノミーとは生物

資源とバイオテクノロジーの活用により、経済成長と地球環境対策の両立を図る概念で

ある。 

第一次産業革命以降、経済成長を支えてきたのは石炭や石油などの化石資源である。

この化石資源の大量消費による負の側面として地球環境が悪化し、近年その深刻さを増

している。 

持続可能な仕組みでの経済成長が現代社会の重要な課題であるが、その解決策として

注目されているのが生物資源の利活用である。エネルギー源を化石資源から再生可能な

生物資源に代替するだけでなく、工業製品の素材などに利用することで、化石資源の使

用を総合的に減らそうという取り組みである。 

OECD（経済協力開発機構）の予測では、2030 年のバイオ市場は GDP の 2.7 %（約 180

兆円）に成長し、そのうちの約 4割をモノづくりに生物資源を活かすインダストリア

ル・バイオ分野が占めるとされている。ここには、エネルギーだけでなく、食料事情を

解決する農業分野、人々の健康に関する問題を解決する機能指向食品や医薬品などの分

野など幅広い分野での利活用が含まれている。この予測の背景には、ゲノム（遺伝情

報）解析を劇的に効率化、低価格化した次世代および次々世代シーケンサーの出現、AI

の発展およびロボット技術の発展によるラボワークの自動化技術の急速な発展、そし
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て、ゲノム編集や DNA 合成、異種発現技術などの合成生物学関連の分野での目覚ましい

技術革新がある。つまり、近年急速に進歩したデジタルテクノロジーとバイオテクノロ

ジーの融合が、生命現象を解明し、生物機能の産業への応用を可能にしたことで、第五

次産業革命ともいえる時代を迎えつつあるといってよい。 

OP 社では、先に示した生物資源ビジネスにおけるバリューチェーンにおける上流領域

でビジネスを展開している。自然界に生息している生物資源を収集し、それら生物資源

が生命活動の中で獲得した能力を見出し、人間活動に利活用するという事業を行なって

いる。 

図 1-13 に OP 社の既存事業のビジネスモデルを示す。OP 社のように生物資源ビジネス

において上流域にポジショニングしている会社は非常に少なく、特に海洋生物に着目し

てビジネスを行なっている企業は国内には存在しない。また、海外に目を向けても 1社

存在しているだけである。対象領域は医薬、食品、化粧品、化学、環境領域と幅広い

が、近年、特に食品、化粧品分野において、これまで原料として使用してきた合成品か

ら天然物に切り替えたいというニーズが顕著である。 

 

 

図 1-13 ビジネスモデル（OP 社既存事業） 

 

化合物探索受託事業において発見される有用シーズは、商業生産に向けて生産プロセ

スを検討したのち、原料生産のステップに進めてゆくことになるが、ここでシーズの開

発が頓挫してしまうことが多い。頓挫の原因を微生物および微細藻類の例で説明する
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と、大きく 2つに分けることができる。1つ目は、培養自体が難しい場合（生産技術の

問題）、そして 2つ目は、培養はできるが対象とする化合物の生産量が極めて少ない場

合（生産性の問題）である。また、この両方が原因の場合もある。 

この 2つの問題をクリアできない限り、有用物質を生産している有望株を発見しても

事業化フェーズには入れないことになる。そこで、この 2つの問題から生じるバリュー

チェーン上のギャップを埋めて、OP 社が持つ多様な生物資源ライブラリーから発見さ

れる有用シーズを利活用できる可能性を増大させたいと考えている。更に、ギャップ以

降の下流の機能についてはアライアンスを活用することによりバリューチェーンをつな

げ、持続可能で強固なビジネスモデルを構築したいと考えている。（図 1-14）。 

 

 

図 1-14 イノベーション・アイデア 

 

パブロバは、上述のギャップの 1つである生産技術の不足が問題で開発が停止してい

た株である。本研究においては、微細藻類培養分野におけるブレークスルーである PBR

を利活用することによりパブロバの大量生産を実現し、さらに健康補助食品として販売

するために必要となる安全性や機能性の検討に加え、商品化に向けた検討やマーケティ

ングおよびプロモーションの検討、そして BtoC 販売まで行い、これまでは商品化は困

難と考えていたシーズの事業化をもってバリューチェーンのギャップを埋めた実績、実

例としたいと考えている。 

また、2つ目の生産性の問題については、世界的に、そして、神戸大学にて研究が急

速に進んでいるゲノム編集や DNA 合成、などの合成生物学手法、技術を保有している研
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究室との連携、神戸大学発ベンチャー企業とのアライアンスをもってギャップを解決し

たいと考えている。 

さらに、生物資源ビジネスのバリューチェーンにおける下流（商品企画から販売）に

強い企業とのアライアンスを予め結んでおくことにより、社会ニーズおよび企業ニーズ

に沿った開発が可能となり、開発したシーズの社会実装および最終消費者への提供がス

ムーズとなり、結果としてアライアンスパートナー各社にとってのベネフィットが最大

化できると考えている。 

生産技術の問題解決、生産性の問題解決のための合成生物学領域とのアライアンス、

バリューチェーンの下流に位置する企業とアライアンスを結び、バリューチェーン上に

存在するギャップを埋め、そして、最終消費者につなげるというアイデア、これが筆者

が考えるイノベーション・アイデアである。 

 

1.5.1 技術的特徴 

①パブロバ の特徴 

パブロバは、OP 社が保有する 1,000 株以上の微細藻類ライブラリー（図 1-15）につ

いて、カロテノイド（フコキサンチン、ゼアキサンチン、アスタキサンチン、ペリデ

ィニン等）、ω3脂肪酸（DHA,EPA 等）の生産性を評価した結果、フコキサンチン、

EPA 高生産株として発見された株である。 

 

 

図 1-15 OP 社保有生物資源ライブラリー 

 

更に詳細な成分分析を行なった結果、表 1-9 に示すように、フコキサンチンや EPA

以外にも、アンチエイジング機能が期待できる成分（食物繊維、GABA、ヒドロキシプ

ロリンなど）を含有しており、クロレラ、スピルリナ、ユーグレナとは差別化した展
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開が十分可能なポテンシャルを持っていることが分かった。そこで、OP 社において、

パブロバを新たな健康補助食品素材としての開発を進めることにした。パブロバの場

合は、培養方式の問題だけでなく、培養条件（環境条件）や培地組成などについても

全く知見が無い状態であったので、新たに検討、決定し、PBR を用いたベンチスケー

ル生産設備を設計、構築し、試験的に販売できる量を確保してゆく計画とした。 

更に、本株は食経験が無いため、かつてのユーグレナ素材がそうであったように、

健康補助食品として製品化するにあたっては安全性の担保が必要となるので安全性に

関する各種検討を行う計画とした。また、製品化を行うには、有効成分の安定性保持

なども重要なファクターとなるため、製品の処方に関する検討も行うこととした。 

本研究においては、新規の技術開発と既存の有用な技術を組みわせ、ベンチスケー

ルでの生産フローを構築し、実際に事業化に持ち込む計画とした。 

 

表 1-9 パブロバの成分的特徴 

出所：筆者作成（スピルリナ、クロレラ、ユーグレナについてはインターネット上の情報を参照、

パブロバについては日本食品分析センターにて分析した結果を引用） 

 

 

②PBR の特徴 

健康補助食品素材の開発では、素材を大量に生産することが必須要件となるが、パ

ブロバの場合は、これまでに高密度大量培養の例がない株であった。近縁種で水産餌
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量として使用されている Pavlova lutheri の培養に関する情報を調査すると、

Pavlova 属の株は総じて大量培養困難な部類の株であるといわれている。 

そこで、近年技術革新が起こっている PBR（フォトバイオリアクター）方式による培

養を検討することにした。表 1-10 に現在報告がある各種 PBR の特徴をまとめた。チ

ューブ型、プレート型、プラスチックバック型、タンク型に大別できる。それぞれ特

徴はあるが、すべて閉鎖型であることが特徴で、異種生物の侵入を防ぎ、基本的に多

様な種類の微細藻類の高密度培養が可能である。ただし、形状などに違いがあるの

で、培養目的種の特性、培養スケール、さらに導入コストやランニングコスト、運転

時の手間などを総合的に検討して選定していく必要がある。パブロバ については最

終的にチューブ横型を選定した。 

 

表 1-10 各種 PBR の特徴まとめ 

 

 

③合成生物学的手法の特徴 

神戸大学大学院科学技術イノベーション研究科には合成生物学的手法をもって効率
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いう。Test とは、高精度オミクスを活用したハイスループット生産性評価のことを

いう。最後に Learn とは、AI、IT 技術を活用した機械学習のことをいい、モデルの

改変や改良を行うものである。この DBTL サイクルを活用することにより、生産性が

低くこれまで活用できなかった化合物を短期間で効率的に生産できる可能性が高まっ

ている。また、変異育種など従来法と DBTL サイクルを併用することにより、さらに

その可能性が高まると考えられる。 

これらの技術が神戸大学および神戸大学発ベンチャー起業に集積している。OP 社は

これらの組織とアライアンスを構築することによって生物資源ビジネスのバリューチ

ェーン上に存在するギャップを埋められる可能性が増し、結果として、OP 社が保有す

る生物資源ライブラリーの利活用の可能性が増大すると考えている。 

 

 

図 1-16 DBTL サイクルの概念図 

出所：NEDO「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発プロジェクト キックオフシンポジウ

ム」蓮沼教授プレゼン資料より引用 12) 

 

  



 42 

参考文献および引用 

１）AnalytiCon Discovery press release 

https://ac-discovery.com/wp-content/uploads/PI_BRAIN_ACD_030714_e.pdf 

２）特集 カロテノイド 健康産業新聞 第 1210 号（2007) 

３）A. Fleming (1929) On the antibacterial action of cultures of a penicillium, 

with special reference to their use in the isolation of B. influenzae. Br J 

Exp Pathol, 10, 226-236 

４）David J. Newman,Gordon M. Cragg (2016) Natural Products as Sources of New 

Drugs from 1981 to 2014.J. Nat. Prod. 79, 3, 629–661 

５）Yu MJ, Kishi Y, Littlefield BA (2011) Discovery of E7389, a fully synthetic 

macrocyclic ketone analogue of halichondrin B. Anticancer Agents from 

Natural Products, Second Edition, 317-346 

６）味の素株式会社 Web ページ うま味発見から商品化への軌跡-池田菊苗物語  

https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/features/fact/008.html 

７）奇才が引き出す技術力 “夢の糖”トレハロース《戦うＮｏ．１技術》東洋経済オン

ライン（2011） 

https://toyokeizai.net/articles/-/4362  

８）foodnavigator-usa（2018) 

https://www.foodnavigator-usa.com/# 

９）株式会社ユーグレナ IR ライブラリー 

https://www.euglena.jp/ir/library/ 

１０）株式会社シェアードリサーチ リサーチレポート 

https://sharedresearch.jp/ja/2931 

１１）事業構想大学院大学（2018）「事業構想」2月号 

https://www.projectdesign.jp/201802/media-strategy/004538.php 

１２）NEDO「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発プロジェクト  

キックオフシンポジウム」蓮沼教授プレゼン資料 

 

 

 

  



 43 

第 2章 先端研究 

生物資源ビジネスのバリューチェーンにおける上流のシード探索において、良好な結果

が得られた場合、次に、物量を確保するというステップに入る。この時、生物自体の対象

物質生産量の問題もしくは、生産（培養）技術の問題で物量が得られず、先に進まないこ

とがしばしば発生する。この問題を解決するためには、生物自体の対象物質生産能力を増

大させるか、生産（培養）技術を新たに創出して解決するということが必要になってく

る。OP 社の微細藻類ライブラリーの中から見出されたパブロバ （本章では Pavlova sp. 

OPMS30543 と表記）については、生産（培養）技術の不足により研究開発が停滞した種で

ある。そこで、本先端研究においては、基礎的な培養条件の検討やラボスケールにおける

生産（培養）技術確立のための検討を行なった。 

 

2.1 テーマの背景 

天然色素のフコキサンチンは、その優れた抗酸化特性により、製薬、健康補助食品、

化粧品業界から大きな注目を集めている（Peng et al.2011）。フコキサンチンは、抗

ガン (Hosokawa et al. 1999; Kotake-Nara et al. 2001)、抗 2型糖尿病および抗肥満

(Gammone and d’Orazio 2015; Maeda et al. 2007)、抗コレステロール(Kawee-ai et 

al. 2013)、抗炎症(Shiratori et al. 2005)、抗血管新生(Sugawara et al. 2006)、抗

マラリア(Afolayan et al. 2008)、抗高血圧作用（Ikeda et al. 2003, Sivagnanam et 

al. 2015) およびアルツハイマー病 (Kawee-ai et al. 2013) の治療薬への応用の可能

性について多くの研究報告が存在する。 

褐藻類と珪藻類は、光合成色素としてクロロフィル以外にフコキサンチンを合成す

る。現在商業利用されているフコキサンチンは Laminaria spp.や Undaria pinnatifida

などの大型褐藻類、そして Phaedactylum tricornutum などの珪藻類から抽出精製され

たものである（Gayen et al.2019）。イスラエルの Algatechnologies Inc.は、P. 

tricornitum から製造されたフコキサンチン 抽出物である FucovitalTMを販売してお

り、これは米国食品医薬品局 (FDA) によって認証された初のフコキサンチン食品成分

製品である。 その他、Chaetoceros gracilis や Odontella aurita などの珪藻から得

られるフコキサンチンも潜在的に産業利用の可能性があると考えられている

（Tokushima et al.2016; Xia et al.2018）。 

褐藻類と珪藻類に加えて、Pavlova lutheri などのハプト藻類もフコキサンチンを生

成することが確認されている（Hilleretal. 1988; Lananan et al.2013）。パブロバ属

の微細藻類は、珪藻類とは異なり細胞壁がないため（Green 1980）、高い消化吸収率が

期待でき、フコキサンチンを抽出することなく、藻体そのものを使用して商品化できる
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可能性がある。しかし、これまでパブロバ属おけるフコキサンチン生産に関する定量的

な報告は存在しない。一方、パブロバ 属の微細藻類は、多価不飽和脂肪酸（PUFA）を

生産、蓄積することが分かっており、P. lutheri は、カキなどの二枚貝類の初期餌料

として水産養殖分野で一般的に使用されている（Guihéneufetal。2013）。その PUFA 収

量はランダム突然変異誘発によって増加するという報告もある（Meireles et 

al.2003）。 

本先端研究では、複数種のパブロバ属の株を用いてフコキサンチン生産量についての

評価を行った。その結果、OP 社にて分離された P. sp. OPMS30543 が生産量が最も多い

ことが確認された。そこで、P. sp. OPMS30543 をフコキサンチン生産事業に使用する

候補株として選定し、バイオマス量とフコキサンチンの生産量に影響を与える要因をラ

ボスケールで調査した。また、P. sp. OPMS30543 の屋外培養方法の検討については、

フォトバイオリアクターやレースウェイポンドなどの培養器を使用して調査したので、

その結果について報告したい。 

 

2.2 材料と方法 

2.2.1 使用した微細藻類株とラボスケール培養 

実験に使用した P. pingus NBRC102807 および P. lutheri NBRC 102808 は、独立行

政法人 製品評価技術基盤機構のバイオテクノロジーセンターより入手した。P. sp. 

OPMS30543 株は、OP 社が沖縄本島北部の汽水域から採取した海水から分離した。 

各微細藻類株は、人工海水（Marine Art SF-1、富田製薬、徳島、日本）に、Daigo 

IMK 培地（FUJIFILM Wako Pure Chemical Corp.、大阪、日本）または、f/2 培地

（Guillard and Ryther 1962）または、Walne 培地（Walne 1970）を溶解して培養し

た（表 2-1）。図表の凡例に特に記載がない限り、培養条件は次のとおりである。 

培養容器として、1 L の滅菌ボトルを用い、800 mL の培養液を満たし、光源は白色

蛍光灯を用いて 150 µmol photons/m2/s の光量子強度に調整した。明/暗サイクルは、

明：12 時間、暗：12 時間とし、空気による連続曝気を行なった。 

細胞の乾燥重量 は、細胞をグラスファイバーフィルターによるろ過で回収し、蒸留

水で洗浄後、120 ℃で 2時間乾燥させた後、フィルターの重量を測定し、使用前のフ

ィルター重量との差で求めた。。 

また、Daigo IMK 培地の代替窒素源を調査するため、また、生産フェーズに移行した

際に費用を減少させるために不必要な成分を調査するため、表 2-2 に示す IMK 改変培

地を準備した。本研究においては、代替窒素源の調査結果のみを報告する。 
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表 2-1 使用培地の構成成分 (mg/L) 

1×Daigo's IMK f/2 Walne’s 

NaNO3 200 NaNO3 75 NaNO3 100 

Na2HPO4 1.4 NaH2PO4・2H2O 6 NaH2PO4・2H2O 20 

K2HPO4 5 -  -  

NH4Cl 2.68 -  -  

Fe-EDTA 5.2 FeCl3・6H2O 3.16 FeCl3・6H2O 1.3 

Mn-EDTA 0.332 MnCl2・4H2O 0.18 MnCl2・4H2O 0.36 

Na2-EDTA 37.2 Na2-EDTA 4.4 Na2-EDTA 45 

ZnSO4・7H2O 0.023 ZnSO4・7H2O 0.021 ZnCl2 0.021 

CoSO4・7H2O 0.014 CoSO4・7H2O 0.012 CoCl2・6H2O 0.02 

Na2MoO4・2H2O 0.0073 Na2MoO4・2H2O 0.007 (NH4)6Mo7O24・4H2O 0.009 

CuSO4・5H2O 0.0025 CuSO4・5H2O 0.007 CuSO4・5H2O 0.02 

H2SeO3 0.0017 -  -  

-  Na2SiO3・9H2O 10 -  

-  -  H3BO3 33.6 

Thiamine-HCl 0.2 Thiamine-HCl 0.1 Thiamine-HCl 0.01 

Biotin 0.0015 Biotin 0.0005 Biotin 0.0002 

Vitamin B12 0.0015 Vitamin B12 0.0005 Vitamin B12 0.01 

2×Daigo's IMK は、1×Daigo's IMK の各成分を 2倍量にした。 
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表 2-2 改変 IMK 培地 (mIMK)の構成成分 (mg/L) 

 
1×Daigo's 

IMK 

mIMK 

(NaNO3) 

mIMK  

(KNO3) 

mIMK 

(CO[NH2]2) 

mIMK 

(NH4Cl) 

NaNO3 200 200 - - - 

KNO3 - - 200 - - 

CO(NH2)2 - - - 200 - 

NH4Cl 2.68 - - - 200 

Na2HPO4 1.4 - - - - 

K2HPO4 5 5 5 5 5 

Fe-EDTA 5.2 - - - - 

Mn-EDTA 0.332 - - - - 

Na2-EDTA 37.2 37.2 37.2 37.2 37.2 

ZnSO4・7H2O 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023 

CoSO4・7H2O 0.014 - - - - 

Na2MoO4・2H2O 0.0073 - - - - 

CuSO4・5H2O 0.0025 0.0025 0.0025 0.0025 0.0025 

H2SeO3 0.0017 - - - - 

Thiamine-HCl 0.2 - - - - 

Biotin 0.0015 - - - - 

Vitamin B12 0.0015 - - - - 

 

2.2.2 フコキサンチン分析方法 

約 10mg の P. sp. OPMS30543 乾燥藻体を 1 mL のアセトニトリルに懸濁し、1分間ボ

ルテックスで攪拌混合し、その後 10 分間超音波処理をして細胞を破砕した。遠心分

離機にて 10,000 g で 2 分間処理した後、上澄み液を高速液体クロマトグラフィー

（島津製作所、京都、日本）により、逆相カラム COSMOSIL 5C18-AR-II、内径 4.6 

mm×150 mm（ナカライテスク、京都、日本）を用いて分析した。分析条件は、カラム

オーブン温度を 40 ℃、0.1 %ギ酸を含む 80 %アセトニトリル水溶液で流量 1 mL/min

とした。検出は 450 nm のフォトダイオードアレイ検出器を使用した。フコキサンチ

ンシグナルは、フコキサンチン標準品（富士フイルム和光純薬株式会社）を用いて作

成した検量線を引いて同定および定量を行なった。 
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2.2.3 屋外培養における培養方法 

P. sp. OPMS30543 は、以下の培養器を使用して、自然光の下で培養を行なった。 

1）外径 60 mm、厚さ 5 mm のアクリルパイプ PBR 

2）外径 114 mm、厚さ 5 mm のアクリルパイプ PBR 

3）外径 216 mm、厚さ 5 mm のアクリルパイプ PBR 

4）外径 267 mm、厚さ 5 mm のアクリルパイプ PBR 

5）外径 450 mm、厚さ 0.1 mm のプラスチックバッグ 

6）200 L ポリカーボネートオープンタンク 

7）500 L レースウェイポンド 

培養には 2×Daigo IMK 培地を含む 50 %濃度の人工海水を用いた。攪拌はパドルで攪

拌するレースウェイポンドを除いて空気による曝気を行なった。培養中は、100 % CO2

を供給して pH を 8に調整した。 

 

2.3 実験および結果 

2.3.1 パブロバ株のスクリーニング 

P. sp. OPMS30543 のフコキサンチン生産性を検討するため、P. pingus NBRC 

102807、P. lutheri NBRC 102808 および P. sp. OPMS30543 の 3 株を用いて比較検討

を行なった（図 2-1a）。3株は、2×Daigo IMK 培地を含む 50 %海水中で、25 ℃にて

培養し、バイオマス量（乾燥重量）、フコキサンチン含有量（乾燥藻体 1 g あたりの

フコキサンチン量）およびフコキサンチン生産量（培養液 1 L あたりのフコキサンチ

ン量）を測定した。 

その結果、バイオマス量は P. lutheri NBRC102808 が最も少なく、一方で、P. 

pingus NBRC 102807 においては、培養開始後 12 日目に最大のバイオマス量 (1.54 g- 

DCW/L) が確認された（図 2-1b）。しかし、同株のフコキサンチン含有量は 3株中最

も低かった（2.06 mg/g-DCW、3 日目）（図 2-1c）。 P. sp. OPMS 30543 は、培養開

始後 12 日目のバイオマス量は 0.85 g-DCW / L であった。また、9日目に最大のフコ

キサンチン含有量である 12.88 mg/g-DCW を示した。フコキサンチン生産量（バイオ

マス量とフコキサンチン含有量を乗算して算出）は 9日目に 9.01 mg/L であり、P. 

pingus NBRC 102807（2.32 mg/L、12 日目）および P. lutheri NBRC 102808（0.61 

mg/L、9 日目）よりも高い値を示した（図 2-1d）。したがって、P. sp. OPMS 30543

は、フコキサンチンを高生産する有望な株であることが確認された。 
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図 2-1 パブロバ属 3種の増殖およびフコキサンチン 生産性の比較  

a パブロバ細胞の顕微鏡観察写真、スケールバー；50μm、b バイオマス量、c フコキサンチン含有

量、d フコキサンチン生産量 

3回の繰り返し実験の結果を示す。エラーバーは標準偏差を示す。 

 

2.3.2 最適培地の検討 

P. sp. OPMS 30543 によるフコキサンチン生産に最適な培地を検討するために、

2×Daigo IMK 培地、f/2 培地（Guillard and Ryther 1962）または Walne 培地

（Walne 1970）のいずれかを溶解した 50 %人工海水中で P. sp. OPMS 30543 を培養し

て、バイオマス量、フコキサンチン含有量およびフコキサンチン生産量を調査した。

2×Daigo IMK 培地を用いた 14 日目のバイオマス量は、f/2 培地で 0.55 g-DCW/L、

Walne 培地で 0.56 g-DCW/L であった。一方で 2×Daigo IMK 培地においては、先の２

種類の培地と比較して、より高いバイオマス量である 0.92 g-DCW/L が確認された(図

2-2a）。 
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2×Daigo IMK 培地で培養した P. sp. OPMS 30543 のフコキサンチン含有量は 14 日目

で 2.62 mg/g-DCW、f/2 培地では 7日目で 1.48 mg/g-DCW、Walne 培地では 7日目に

1.39 mg/g-DCW が確認され、P. sp. OPMS 30543 のフコキサンチン含有量が有意に高

かった（図 2-2b）。 

 2×Daigo IMK 培地において 14 日目のフコキサンチン生産量（1.51 mg/L）は、f/2

培地における生産量（0.73 mg/L、7 日目）および Walne 培地の生産量（0.79 mg/L、7

日目）と比較して約 2倍の生産量であった(図 2-2c）。したがって、これらのデータ

は、2×Daigo IMK 培地の使用が P. sp. OPMS 30543 のバイオマス量、フコキサンチン

含有量およびフコキサンチン生産量を最大化するのに最も適していることが示唆され

た。 

 

 

図 2-2 P. sp. OPMS 30543 培養における培地の比較 

a バイオマス量、 b フコキサンチン含有量、 c フコキサンチン生産量 

2×Daigo IMK 培地、f/2 培地および Walne 培地のいずれかを含む 50 %人工海水を 100 mL 入れた 200 

mL 三角フラスコにおける静置培養 

2回の繰り返し実験の結果を示す。エラーバーは標準偏差を示す。 
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2.3.3 培養条件の検討 

P. sp. OPMS 30543 のバイオマス生産量を増加させるため、さまざまな培養条件（海

水濃度、pH および水温）を設定して調査を行なった。 

海水濃度が異なる 2×Daigo IMK 培地入り 50 % 人工海水で P. sp. OPMS 30543 培養

した結果、海水濃度 0 %では増殖が確認できなかった（図 2-3a）。一方、50 % 海水

濃度において最大のバイオマス量が確認された（6.16 g-DCW/L）。 

次に pH の変化によるバイオマス量への影響を調査した（図 2-3b）。 P. sp. OPMS 

30543 のバイオマス量は、pH 6 において最も少なく、pH を 8に調整すると、6日目に

最大のバイオマス量（3.78 g-DCW/L）が確認された。 

次に培養水温の変化によるバイオマス量への影響を調査した（図 2-3c）。培養水温

を 15-35 ℃の範囲で変化させて調査した結果、この温度範囲内においては、P. sp. 

OPMS 30543 は、水温が高くなるにつれてバイオマス量が増加し、35 ℃で 6日目に最

大のバイオマス量（3.32 g-DCW/L）が確認された。したがって、P. sp. OPMS 30543

のバイオマス生産における最適条件は、水温 35 ℃、50 % 濃度海水、そして、pH 8

であることが示唆された。 

 

 

図 2-3 P. sp. OPMS 30543 の至適培養条件の検討 

a 培地中の海水濃度、 b pH（培養液に CO2ガスを供給することで調整）、c 培養水温 

12 時間：12時間の明/暗サイクルで赤、青、および白色の LED を 300 µmol photons/m2/s の光量子強

度で照射 
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2.3.4 培地中の窒素源および炭素源の検討 

P. sp. OPMS 30543 のバイオマス量とフコキサンチン含有量をさらに増加させるため

に、培地中の窒素源を変化させて、その影響を調査した。窒素源改変 IMK 培地は、

1×Daigo IMK の NaNO3を KNO3、CO(NH2)2 または NH4Cl のいずれかに置き換えることに

よって調製した（表 2-2）。 

その結果、KNO3を含む改変 IMK 培地で培養された細胞のバイオマス量が最大値を示

し、1.8 g-DCW/L であった（図 2-4a）。また、CO(NH2)2と NH4Cl も窒素源として利用

可能であることがわかり、バイオマス量は、それぞれ 1.58 および 0.82 g-DCW/L であ

った。 

フコキサンチン含有量は、 NaNO3含有培地を使用した際に、12.74 mg/g-DCW という

結果が得られ、KNO3の 5.57 mg/g-DCW、CO(NH2)2の 8.38 mg/g-DCW および NH4Cl の

7.80 mg/g-DCW と比較して、フコキサンチン含有量が多かった（図 2-4b）。 

フコキサンチン生産量については、NaNO3を窒素源として使用した場合に最も高かっ

た（図 2-4c）。 NaNO3、KNO3、CO(NH2)2または NH4Cl を含む改変 IMK 培地で培養した

フコキサンチン生産量は、それぞれ 17.84、mg/L、 10.03 mg/L、13.24 mg/L、および

6.40 mg/L であった。よって、これらの結果から、NaNO3がフコキサンチン生産量を最

大化するための最適な窒素源であることが示唆された。 

次に、培地にさまざまな炭素源を加えることの効果も調べた。炭素源改変 IMK 培地

は、Daigo IMK 培地に、グルコース、メタノール、酢酸ナトリウムまたは重炭酸ナト

リウムのいずれかを添加することによって調製した。通常の Daigo IMK 培地のみの場

合と比較して、炭素源を追加することによりバイオマス量が増加した（図 2-4d）。グ

ルコース、メタノール、および重炭酸ナトリウムを含む培地におけるバイオマス量

は、培養 4日目でそれぞれ 1.19 g-DCW/L、0.71g-DCW/L、1.28 g-DCW/L であった。酢

酸ナトリウムを含む培地において最大のバイオマス量が確認できた（1.79 g-DCW 

/L）。 

フコキサンチン含有量は、メタノールを含む培地を使用すると、7.26 mg/g-DCW で最

大値を示し、グルコースを使用した場合は 4.25 mg/g-DCW、酢酸ナトリウムを使用し

た場合 4.11 mg/g-DCW、また、重炭酸ナトリウムを使用した場合 2.99 mg/g-DCW であ

った（図 2-4e）。 

フコキサンチン生産量は、酢酸ナトリウムを培地に添加したときに最も高かった

（図 2-4f）。グルコース、メタノール、酢酸ナトリウムおよび重炭酸ナトリウムを添

加して培養した場合のフコキサンチン生産量は、それぞれ 5.06、mg/L、 5.15 mg/L、
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7.36 mg/L および 3.83 mg/L であった。したがって、酢酸ナトリウムがフコキサンチ

ン生産量を増加させるための最適な炭素源であることが示唆された。 

 

図 2-4 代替窒素源と追加の炭素源の検討 

a 窒素源改変 IMK 培地を加えた 50 % 人工海水中におけるバイオマス量、bフコキサンチン含有量、

c フコキサンチン生産量、 d 炭素源添加 IMK 培地を加えた 50 % 人工海水中におけるバイオマス

量、e フコキサンチン含有量、f フコキサンチン生産量 

12 時間：12時間の明/暗サイクルで赤、青、および白色の LED を 300 µmol photons/m2/s の光量子強

度で照射 

 

2.3.5 屋外大量培養に向けた培養器の検討 

屋外における P. sp. OPMS 30543 生産の可能性を評価するために、複数種の培養器

を使用して屋外培養試験を行なった。 

培養器は、アクリルパイプ PBR（厚さ 5 mm、外径 114 mm、216 mm、267 mm）（図 2-

5a)、ビニール袋（厚さ 0.1 mm、外径 450 mm）（図 2-5a)、200 L ポリカーボネート

オープンタンク（図 2-5b)および 500 L のレースウェイポンド（図 2-5c)を使用し

た。外径 114 mm、216 mm、267 mm のアクリルパイプ PBR で 6日間培養した結果、バ

イオマス量は、それぞれ 0.73 g-DCW/L、0.39 g-DCW/L、0.31 g-DCW/L であった（図

2-6a）。ビニール袋、200 L のポリカーボネート製オープンタンク、500 L のレース

ウェイポンドでの培養した場合のバイオマス量は、6日目にそれぞれ 0.24 g-DCW/L、
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0.26 g-DCW/L、0.10 g-DCW/L であった。よって、外径が小さいアクリルパイプ PBR 使

用することにより高いバイオマス量が得られていることになる。そこでこの結果をさ

らに検証するために、外径 60 mm のアクリルパイプ PBR（図 2-5d)を使用して培養試

験を行なった。その結果 6 日目に 1.82 g-DCW/L のバイオマス量が観察され（図 2-

6b）、114 mm のアクリルパイプ PBR を使用して達成されたバイオマス量よりも高く、

アクリルパイプの場合、外径が小さいほうがバイオマス量の生産性が高いことが確認

された。 

外径 60 mm のアクリルパイプ PBR におけるフコキサンチン含有量は、8日目に 20.86 

mg/g-DCW であり、本研究におけるすべてのラボスケール培養例の中で最も高かった。 

外径 60 mm のアクリルパイプ PBR を使用した場合、1日あたりのバイオマス生産量

は、0.23 g-DCW/L/day、そして、1日あたりのフコキサンチン生産量は 4.88 

mg/L/day であった。 

 

 

図 2-5 屋外培養で使用した培養器 

a アクリルパイプ PBR（厚さ 5 mm、外径 114 mm、216 mm、267 mm）、ビニール袋（厚さ 0.1 mm、外

径 450 mm）、 b 200 L ポリカーボネートオープンタンク、 c 500 L レースウェイポンド、 d アク

リルパイプ PBR（外径 60 mm） 

 

ba

dc
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図 2-6 P. sp. OPMS 30543 の屋外培養試験 

a アクリルパイプ PBR（厚さ 5 mm、外径 114 mm、216 mm、267 mm）、プラスチックバッグ（厚さ

0.1 mm、外径 450 mm）、200 L ポリカーボネートオープンタンクおよび 500 L レースウェイポンド

にて自然光を利用して培養した P. sp. OPMS 30543 のバイオマス量、 b 外径 60 mm のアクリルパイ

プ PBR で自然光で培養した P. sp. OPMS 30543 のバイオマス量 

2×Daigo IMK 培地を添加した 50 % 人工海水を使用。レースウェイポンドを除いて空気による曝気

を行なった。レースウェイポンドにおいては、パドルを使用して攪拌した。培養中、100 % CO2を吹

き込んで pHを 8に調整した。 

 

2.4 考察 

過去の研究において、P. lutheri と P. pinguis は、ドコサヘキサエン酸とエイコサ

ペンタエン酸を含むω-3 脂肪酸を蓄積することから水産飼料としての利用について研

究されている（Guihéneufetal.2013; Guihéneufetal.2015; Fernandes et 

al .2020）。しかし、フコキサンチン生産者としての利用についてはほとんど研究され

ていない。いくつかの報告において、P. lutheri および P. spp.がフコキサンチンを生

産していることについて報告されているのみである（Hilleretal.1988; Lananan 

etal.2013）。また、パブロバ 属の株には細胞壁がないことが報告されている

（Green1980）ことより、藻体そのものを食した場合、消化吸収性が良いことが推測さ

れる。 

本研究においては、先ず P. sp. OPMS 30543、P. pingus NBRC102807 および P. 

lutheri NBRC 102808 を用いてフコキサンチン生産量を比較し、P. sp. OPMS 30543 が

フコキサンチン生産量が有意に高いことを確認し、フコキサンチン 生産者として有望

な株であることが示唆された（図 2-1d）。 

次に P. sp. OPMS 30543 培養の最適条件を決定するために、3種類の培地を用いて調

査した。 2×Daigo IMK 培地を使用した際に、f/2 培地または Walne 培地と比較してフ

コキサンチンの生産量が増加した（図 2-2c）。珪藻類の Phaeodactylumtricornutum と
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O.aurita では、硝酸塩の追添加によりフコキサンチンの生産量が増加することが報告

されており（Xia et al.2013; McClure et al.2018）、2×Daigo IMK 培地には、f/2 培

地（75 mg/L NaNO3）または Walne 培地（100 mg/L NaNO3）よりも多くの硝酸塩（400 

mg/L NaNO3）が含まれていることがフコキサンチン生産量の増加に影響与えている可能

性が高いと考えられる（表 2-1）。 

過去の研究において、フコキサンチン生産量における窒素源の種類の違いによる影響

は詳細には検討されていなかった。本研究では、1×Daigo IMK 培地に使用している窒

素源の変更によるフコキサンチン生産量の変化についても調査を行い、P. sp. OPMS 

30543 においては、NaNO3を使用するとフコキサンチンの生産量が最も高くなることが

分かった（図 2-4c）。しかし、ハプト藻綱とは別綱の Aureococcus anophagefferens

では、窒素源として尿素を使用した場合に、NaNO3、NH4Cl またはグルタミン酸を使用し

た場合と比較して、高いフコキサンチン含有量が確認されている（Ou et al.2018）。

フコキサンチン生産に適した窒素源は藻類によって異なるが、これらの結果は、窒素源

の種類と供給量がフコキサンチンの生産に影響を与える重要な要素であることを示唆し

ている。 

P. sp. OPMS 30543 は、海水濃度が 25 %から 100 %の幅広い範囲で同様のバイオマス

量が確認できた（図 2-3a）。一方、海水が 0 %の培地で培養した場合は増速が確認でき

なかった。Daigo IMK 培地には、Mg2+ と Ca2+含まれていないので、P. sp. OPMS 30543

は、海水中から Mg2+ と Ca2+を吸収して利用しているではないかと考えられる（表 2-

1）。 

調査した 3種の培地のうち、2×Daigo IMK 培地において、最も多いバイオマス量が確

認された（図 2-2a）。これは、2×Daigo IMK 培地に、f/2 培地または Walne 培地より

も多くの硝酸塩が含まれているためであると考えられる（表 2-1）。 

炭素源の影響も調べた結果、2×Daigo IMK 培地にグルコース、酢酸ナトリウム、また

は重炭酸ナトリウムを添加すると、P. sp. OPMS 30543 のバイオマス量が増加すること

が確認できた（図 2-4d）。P. sp. OPMS 30543 と同じハプト藻綱の Isochrysis 

galbana では、グリセロールがバイオマス量を増加させるための最適な追加炭素源であ

ると報告されている。しかし、酢酸塩は効果がなく、グルコースは成長速度をわずかに

向上させたのみであったと報告されている（Alkhamis et al.2013）。これらの結果お

よび報告より、適切な種類の炭素源の添加が、P. sp. OPMS 30543 を含む微細藻類のバ

イオマス量を増加させるために有望な策であることを示唆している。 

屋外培養試験では、アクリルパイプ PBR において、オープンタンクまたはレースウェ

イポンドよりも多いバイオマス量が確認された（図 2-6a）。アクリルパイプ PBR の中
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では、直径が小さいものほどバイオマス量が多くなった。これは、水量あたりの PBR 表

面積が大きいほど、光照射効率が上がるため、光合成が活発化することが影響している

と考えられる。また、アクリルパイプ PBR においてはオープンタンクおよびレースウェ

イポンドにおいて頻発するバクテリア類、真菌類および原生動物によるコンタミネーシ

ョンが起こらないこともその要因の一つであると考えられる。水産餌量として利用され

ている P.lutheri は、国内の水産試験場などにおいては、一般的にオープンタンクにて

培養されている。P. sp. OPMS 30543 においてポリカーボネート製オープンタンク培養

時のバイオマス量は 6日目で 0.26 g-DCW/L であった。一方、外径 60 mm のアクリルチ

ューブタイプの PBR においては 6日目で 1.82 g-DCW/L であり、約 7倍の差が確認でき

た。 

三重県栽培漁業センターの報告(Ishikawa et al.2012)によると、ポリカーボネート

製 30L タンクにおいて白色 LED および蛍光灯で P.lutheri を培養した場合、6日目の細

胞数は約 15×106 細胞/ml であった。今回の実験においてアクリルチューブタイプの外

径 60 mm PBR の 6 日目の乾燥重量は 1.82 g-DCW/L で、その時の細胞数は約 85.2×106 

細胞/ml であったので、アクリルチューブでは約 5.7 倍の増殖を示している。 

水産試験場の方のコメント（筆者の直接聞き取り）によると、P.lutheri は、非常に

コンタミネーションに弱く、またシード株についても安定的に維持できない株で、高密

度培養も難しいとのコメントがある。本研究においては、シード株は安定的に培養でき

ており、また、アクリルチューブタイプの PBR を使用することによりコンタミネーショ

ンも無く、これまでの報告例に比べて高密度に且つ安定的培養に成功しているものと考

えられる。 

よって、今後 P. sp. OPMS 30543 の事業化フェーズにおける生産設備を設計する場

合、オープン方式ではなく、チューブ型を選定したいと考えている。 

今回の PBR 方式の検討では、アクリルパイプの直径 60 mm、114 mm、216 mm、267 mm

で評価したが、パイプの直径を細くしたほうが、バイオマス量が増大することは確認で

きた。今後、大規模培養装置を設計、建設、事業化の検討をしていくにあたり、今回の

結果を基礎データとして使用して、チューブ型リアクターの方式（縦型か横型か）検討

を行い、生産可能量を試算し、生産量で製造できる最終商品を仮定し、培養設備の建設

コストを加味して、事業計画を検討し、その上で事業化判断をしていく必要があると考

えている。 

 

第 3章においては、本章で検討した P. sp. OPMS 30543 のラボスケールにおける最適

培養条件を基礎データとして用い、ベンチスケール設備の設計、構築、さらに、ベンチ
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スケール設備を用いた培養試験を行い、その結果を利用して検討した生産フロー等につ

いて報告する。 
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第 3章 技術戦略 

本章では、生物資源ビジネスにおけるバリューチェーン上のギャップを埋めるうえで重

要となる問題 2項目（生産技術、生産性）のうち、生産技術に関する問題解決について、

第 2章で検討したラボスケールにおけるパブロバ の培養方法を基盤として立案したベン

チスケール生産以降の具体的な戦略を示し、その戦略に沿って実施した問題解決の経緯お

よび結果について以下に報告する。 

 

3.1 ベンチスケール生産 

3.1.1 ベンチスケール生産設備構築 

現在、微細藻類で商業生産に成功し、市場投入されている種は、非常に限られてい

る。その大きな要因は、大量培養の困難さで、それは原生生物のコンタミネーション

による捕食被害によるところが大きい。従来の微細藻類の代表的な培養法は、クロレ

ラやスピルリナの培養法に使用されているオープンポンド方式である。この方式は屋

外でかつオープン環境であるため、上述した原生生物などの捕食者の侵入リスクが非

常に高い。したがって、クロレラのように成長速度が極めて早いか、スピルリナのよ

うに高アルカリ環境下などの特殊な環境で生育するという特殊な能力を持った種でな

いと成功しない。ただ、特殊な能力を持った微細藻類は非常に稀であるため、大量培

養に成功し、活用されている種は限られていた。 

しかし、近年、PBR と呼ばれる閉鎖型の培養装置が登場した。PBR は閉鎖環境下での

培養であるため、コンタミネーションを防いで培養することが可能で、且つ光を効率

的に当てられることより単位水量あたりの生産量が非常に多いことが特徴である。例

えばアスタキサンチンを生産するヘマトコッカスは、この PBR を用いて培養されてい

る。イスラエルの Algatech 社では、広大な砂漠の敷地内にガラスチューブ横置き型

の PBR を設置し、ヘマトコッカスの大量培養を行なっている 1)。 

PBR には、上述のガラスチューブ横置き型、ガラスチューブ縦置き型、プレート型、

プラスチックバック型など多くの種類があり、近年急速に利用され始めている。PBR

を用いると、これまで培養が困難であった微細藻類、つまりコンタミネーションに弱

い種の培養が可能になるため、今後、ポテンシャルが高い微細藻類が PBR を用いるこ

とにより培養可能となる可能性が高いと考えている。それに伴い、OP 社で保有してい

る微細藻類ライブラリーから発見された有用株について、活用機会が増加すると考え

ている。PBR のメリットは上述の通りであるが、デメリットとしては、構築にあたっ

て、オープン形式のポンドに比較して導入時のコストが多くかかることである。よっ
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て、現時点ではその導入コストに見合う付加価値をもった株の生産に限っての利用と

なっている。 

第 2章において、パブロバ のラボスケールにおける培養条件検討および培養器の検

討を行なった。その結果、パブロバの培養は PBR 方式でかつ 60 mm 程度の外径のチュ

ーブ型であれば高密度培養が可能であると考えられた。 

培養場所については、後に商品化する際のブランディングのことも考慮し、沖縄の

豊富な自然光と温暖な気候を活用して屋外での培養を前提とした。 

ラボスケールでの試験が終了したところで、プラントスケールでの生産に必要な仕

様、規模、コストを試算するために、ベンチスケールでの生産検討を行う必要があ

る。PBR は、一般的にオープンポンドの 10 倍以上の細胞密度まで増殖させることが可

能であるが、微細藻類は光合成を行うため光を受けることが絶対条件であるため、光

を要しない微生物と比較すると、同一体積の培養液中で増殖できる限界値は低いの

で、微細藻類のベンチスケール生産であっても、動物実験、商品試作、試験販売に必

要な量を確保するためには、微生物のタンク培養とは異なり、大規模な設備を要す

る。 

図 3-1 に培養器選定についての検討結果をまとめた。まず、材質についてはガラス

やアクリルなどが考えられたが、屋外の強い紫外線下では樹脂は劣化が激しいので、

ガラス製を採用することにした。 

次に、縦型か横型かについては、縦型はエアバブルで攪拌するために細胞へのダメ

ージは少ないものの、スケールを上げた際に内壁面の掃除を行う方法が培養液を抜い

た後の化学洗浄しか選択肢がないこと、また、エアバブルの流量調整が管毎に必要で

あるために作業が煩雑になることが予想されたので選択肢から除外した。一方、横型

の PBR では、運転中にガラス配管洗浄用ブラシを流すことも可能であり、培養中に起

こった壁面付着にも対応可能であること、pH や CO2投入制御など、制御系がシンプル

であるため、培養スケールを上げていくのであれば横型の PBR が至適と判断された。 
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図 3-1 パブロバ培養器選定結果まとめ 

 

パブロバの培養には横型のガラスチューブ製 PBR が至適であると判断されたため、

国内外を問わずに PBR を供給できる企業調査を行った。まず、日本国内での調査で

は、横型のガラスチューブ製 PBR を供給できる企業は見つからなかった。次に、海外

に目を向け調査したところ、ドイツの Schott 社が PBR 用のガラスチューブを製造販

売 2)していることが分かった（図 3-4）。このガラスチューブを使用して自社で PBR

を設計・製作することも検討したが、OP 社では大型装置設計に関する知見が乏しくリ

ソースも限られるので、この試みは困難であり、効率的ではないと判断した。そこ

で、既存の技術を取り入れることが良策であるとし、図 3-5 に示す Schott 社推奨の

PBR システムを製造しているメーカーの中から選定することとした 2)。沖縄の地で大

型 PBR の設計、設置を屋外で行うにあたっては、台風のリスクが最も大きいため、支

持構造体等強固な作りである必要がある。また設置場所は、OP 社のラボ裏手の建物に

隣接した限られたスペースで、かつ、生産における下流工程である藻体回収工程をラ

ボ内で行う仕様を検討したため、その仕様に合わせて専用設計する必要があった。そ

こで、PBR メーカー選定のポイントとして、技術力を有することは当然の要件とし

て、加えてフレキシブルに要望を聞いてくれるかが重要なポイントとなった。詳細な

調査の結果、イギリスの企業である、Varicon 社が最も適していると判断し選定し

た。選定から約半年間のやりとりの末、設計が完了し、2018 年 11 月にシード作製用

である培養水量 1,100 L タイプ 2基、そして、2019 年 2 月に生産用として培養水量

7,000 L タイプ 2基が完成した（図 3-6）。 

>.��/8���&3 ?.#�/8���&3 @.#�/8=:

"ª´³#
ª´³oO!j48��ÁV��¬L

"�º�k!oGHccm[#
ÔÕ^[j4nI-®BC�2P8ÏÅCu6'
R_lXN¯R6A .8ÔÕ{¥V�Â4BA 

"�º�k!oGHccm[#
r©ÀÏÅ4';-u*6&84�n©ÀÏÅ4
=z0��Hwx1AR�E?BA 

"�bZj ���80 
ª´³oO!j48ÏÅVnI6��¬L

"rmNIak!ngmÔÕ{¥#
Ñ�{�8�<8IaÔÕCu6'RÏÅ�¡V
°¹4BA mmrdioN¢@ 

"Iak!ngmÔÕ¼cm[#
/�/HÐqÓ4u62P&AÏÅ{�H¨�76A 
L*L��º�k!oGHc{¥Rz½7mmr
d8ioNy-��}4V6& 

"bZj �0 
bZj48ÏÅVnI6��¬L"�§8lXZ
·¢@#

"_gZ]cKiaNr!#
ÏÅ¯¾V�=°¹4BA �¸�»��4V
��6�0�s8ÎÒ�µC�?BA mmrdioN
¬L 

"¦�¼_gZ]cKiaNr!#
£�7ÏÅ«  Ì�o�C�Æ1ARMho
Wf!`²H�Â cma4Í¶1A¤I{¥
H�µC£�4I��±emY\mo)>:�t
µ=§6&84�¿p34�75�9v81�2C�| 

����

�� ��DcOC £��[Vtx.*L



 64 

 

  

図 3-4  Schott 社が製造する PBR 用ガラスチューブ 

出所：Schott 社のホームページより引用 
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図 3-5 Schott 社推奨の PBR システム製造メーカー 

出所：Schott 社のホームページより引用 

  

22

References of Glass Tubular Photobioreactors

SCHOTT has formed alliances and partnerships all over the world. This allows us to provide 
complete tubular photobioreactors according to your needs. Please contact us for further details.

Photo courtesy of Varicon Aqua Solutions Ltd, UK

Photo courtesy of A4F-Algae for Future, Portugal

Photo courtesy of Clearas Inc., USA

Photo courtesy of Algatechnologies Ltd., Israel

Photo courtesy of ecoduna AG © ecoduna.com, Austria

Photo courtesy of Algalif, Iceland
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図 3-6 完成したベンチスケール PBR 

上：外観、下左：培養水量 1,100 L タイプ、下右：培養水量 7,000 L タイプ 

 

3.1.2 ベンチスケール生産の検討 

ラボスケール試験における結果をもとに、ベンチスケール生産設備を用いて、生産

性データの採取や、生産した産物を用いての各種検討（フコキサンチンの含量、安全

性の検討、原料化検討等）をしたのち、テスト販売を行なって、事業性の確認、必要

な改善を検討することとした。その結果を元に事業計画を作成し、事業化の価値があ

ると判断されれば、資金調達を行い、大規模生産に入っていくことになる。 

通常、微生物や微細藻類をはじめ野菜などのマクロ生物に至るまで、ラボスケール 

での結果とベンチスケールでの結果は一致しない。このフェーズでの検討が今後の事

業性に大きく影響してくるので、通年で繰り返し検討を行い、様々な条件下での生産

性や、沖縄の地にあっては、台風の設備への影響などの詳細データを取得することと

した。 

生産性データを採取するにあたり、事前検討として、栄養塩の最適投入頻度や遮光

の必要性の検討、培養液の冷却に関する検討などを行なっている。これらの基本デー

タについては、OP 社のノウハウとして秘匿している。生産性データ採取のために
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7,000L タイプの PBR にて計 11 回の培養試験を行った。その結果、夏季（沖縄におい

ては 3-11 月に設定）の 1日あたりの生産性は 0.98 g(DW)/L/Day、冬季（12-3 月に設

定）の 1日あたりの生産性は 0.80 g(DW)/L/Day というデータが得られた。このデー

タは、ラボスケールでの生産性の半分程度である。ラボスケールでの試験では受光部

をできる限り多く設定していたが、ベンチスケール PBR ではその構造上光の当たって

いない部位も生じてしまう。この光の問題が生産性の違いには最も大きく影響してい

ると考えられる。先ずは、11 回の培養の結果得られた生産性データをもって、事業性

検討を行うこととした。 

一方で、生産性を向上させるための今後の開発要素として、人口光（LED 等）を補助

光源として使用するハイブリッド方式にして光の照射効率を向上させることなどを検

討していく必要があると考えられたので、1,100 L タイプの PBR 2 基を使用して、LED

設置の効果を検証した（図 3-7）。 

 

  

図 3-7 LED 照明設置状況（1,100 L タイプ PBR） 

 

LED は、蛍光灯に近い波長を選定し、片面全面に光が照射されるようにガラス面から

30 cm の距離で設置した。光量子が 150-200 μmol/s になるよう調整し、夜間のみ

（18 時〜翌朝 8時までの 14 時間）照射して培養試験を行った結果、LED 無しに対し

て有りの場合は、約 2.1 倍の増殖量を示した。 

PBR の構造上、バッファータンクおよび塩ビ配管内は暗渠となっており受光していな

い。1,100 L タイプと 7,000 L タイプで自然光培養時の増殖を比較すると、7,000 L

タイプの増殖の方が、1.6 倍早いという結果が得られている。これは、7,000 L タイ

プのほうが、受光する面積の比率が 1,100 L タイプよりも大きいことが要因であると
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考えている（1,100 L タイプの明部比率 73.8 %、7,000 L タイプの明部比率

93.4 %）。 

以下個人的な経験に基づく見解であるが、7,000 L タイプを設置した場合、1,100 L

タイプのように 2.1 倍という結果は得られないであろうと考えている。しかし、1.5

倍であれば十分可能性のある数値であると考えている。今後、このデータをベース

に、7,000 L タイプへの適用を検討していく予定である。 

 

3.1.3 回収、原料化検討 

PBR での培養後は、藻体を回収して、原料として最終的には乾燥パウダー加工を行

う。回収する方法の選択肢は、フィルターで濾過する方法、中空糸膜を使う方法、あ

るいは遠心力にて回収する方法など数種類が挙げられる。スピルリナは藻体サイズが

大きいため、フィルターを使った簡易設備で回収が可能である。一方、パブロバは、

藻体の大きさが 3-5μmと非常に小さく、フィルター法では困難である。そこで、選

択肢は膜を使う方法と遠心機で集める方法が考えられた。ラボスケールで予備検討を

行った結果、膜を使った場合は、回収に要する時間が膨大になると試算されたため、

今回は遠心力によって回収する連続遠心機を採用することにした。 

今回のパブロバの開発において、最終製品は健康補助食品を想定しているので、パ

ウダー中の有効成分（ここではフコキサンチン ）が安定に保たれていること、そし

て、安全性が担保できていることが重要となる。遠心機での回収を選択したが、パブ

ロバを遠心機で遠心力をかけて回収すると、フェオフォルバイドという毒性物質が増

加して、食品としての規制値（厚生労働省が規定しているクロレラでの規制値）を超

えることが判明した。フェオフォルバイドは、クロロフィルがクロロフィラーゼとい

う酵素反応によって生成する物質で光過敏症の原因物質である。フェオフォルバイド

が規制値を超えて存在すると食品としての利用は困難であるため、フェオフォルバイ

ドの生成を防ぐ方法の開発が必要となった。様々な検討を重ねた結果、培養液を遠心

機で回収する前に加熱してクロロフィラーゼを失活させることによりフェオフォルバ

イドが規制値以上にならないことが確認できた。 

その後も検討を進めて、必要な加熱時間や温度を調査した。第 5章 知財戦略で詳説

するが、本工程はパブロバを原料として利用する場合には必ず通るプロセスであるた

め、製造法について知財化を進めることとした。 

加熱後、連続遠心機で回収し、淡水洗浄により塩分を抜いた後のステップが乾燥工

程であるが、微細藻類を乾燥させてパウダー化する場合は、通常、スプレードライヤ

ーという加熱温風で乾燥させる方法が採用されている。クロレラやスピルリナはスプ
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レードライ法で乾燥されている 3)。パブロバにおいてもスプレードライヤーで乾燥さ

せる計画で進めていたが、スプレードライヤーで乾燥させると有効成分であるフコキ

サンチンが激しく減耗することが分かった。ラボスケールでの予備実験ではフコキサ

ンチンの減耗は無く、影響なしという判断であったが、ベンチスケールに上げて検討

を行うと影響が大きいことが初めて分かった。そこで急遽代替法の検討を行った。フ

コキサンチンが減耗する要因を調査した結果、要因は乾燥状態での加熱であった。ス

プレードライヤーで乾燥させると、乾燥後しばらくは放熱されないため高温下に晒さ

れる。これが大きな原因であるということが分かったため、熱をかけずに乾燥する方

法を採用する必要があった。そこで、パブロバの乾燥については凍結乾燥を採用する

ことにした。このようにしてパウダー原料までの検討を完了した。 

 

3.1.4 生産フローの設計 

ラボスケールでの検討およびベンチスケールでの検討の結果、パウダー原料までの

生産フローが決定された（図 3-8）。OP 社では、濃縮物の製造までを行い、冷凍した

濃縮物を外注先（一丸ファルコス株式会社）の健康食品 GMP 認証施設で凍結乾燥して

パウダー原料が完成する。この後は、製品の設計仕様に応じて加工を行うが、例えば

ソフトカプセル化を行うなら、専門の外注業社にて加工を行うことになる。 

しばらくは、この生産フローで試験生産を行い、事業戦略の項で触れる最終製品化

を行って試験販売を行う予定である。その過程で改善が必要な事項が発生すれば、追

加の検討を進めてゆく予定である。 
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図 3-8 パブロバの健康補助食品としての生産フロー 
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3.2 製品化の検討 

3.2.1 安全性試験 

パブロバは、健康補助食品として開発することにしているが、本素材はこれまで食

経験が無い素材で、安全性に関する知見は OP 社内外含めて皆無である。Pavlova 属の

微細藻類の人間活動での利用例は、パブロバとは別種の Pavlova lutheri において、

水産餌料としての使用実績があるのみである。よって、パブロバを健康補助食品とし

て販売するには、安全性試験を行い、安全性を担保する必要がある。 

健康補助食品を販売する上で必要とされる安全性に関する法的規制は実際には存在

せず、あくまで自己責任での販売ということになっている。 

財団法人 日本健康･栄養食品協会が、自主点検基準として「健康補助食品」の安全

性評価ガイドライン 4)をまとめている。本資料にて規定されている「安全性試験の追

加を考慮すべき状況とその試験項目」にパブロバを照らすと、全く新規の原材料もし

くは食品と判断される場合にカテゴライズされた。文献調査、成分分析の結果を考慮

に入れて、安全性評価に必要と判断される試験を順次実施する必要があることにな

る。試験には遺伝毒性試験、動物による反復毒性試験、抗原性試験、生殖毒性試験、

催奇形性試験、発ガン性試験等が考えられる、と記載されている（表 3-1）。記載さ

れている試験項目全てを行うのが最も望ましいが、実際の健康補助食品開発現場にお

いて、売り出し前の素材について、記載されている全ての項目を実施する機関はほぼ

無いとのことである（筆者の健康補助食品開発業社への独自ヒアリングによる）。し

かし、製薬会社など自社で厳しいレギュレーションを設定している企業においては、

記載されている項目について全て実施する可能性もあるかと考えられる。 

OP 社においては、必要最低限の項目について試験を実施し、アライアンス等で他企

業に使ってもらう際には必要に応じて相手先で追加試験を実施してもらう戦略をとる

ことにした。 
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表 3-1 安全性試験の追加を考慮すべき状況とその試験項目 

出所：財団法人 日本健康･栄養食品協会「健康補助食品」の安全性評価ガイドラインより引用 

 

 

安全性試験は、遺伝毒性試験として、微生物を使った復帰変異原性試験（通称

AMES）、急性毒性試験および 4週の反復投与毒性試験を行うことにした。反復投与毒

性試験については、90 日間で行うことが理想的ではあるが、費用が高額（1,000 万円

以上）なこともあり、現時点では安全性試験として最低限とはなるが 4週での試験を

選択した。この最低限の根拠は、健康食品メーカーで原料として使用する場合に 4週

の反復投与毒性試験が許容できるがどうかについてヒアリングを行なった結果、許容

されるという結果を得たことに基づく。 

試験の結果は全て陰性であり、健康補助食品原料としての利用に問題無いという判

断をした（表 3-2）。 

次に、原料として使用する際に問題となる微生物検査については、一般細菌、大腸

菌群、腸球菌（食品の製造過程で加熱、冷凍された際に、大腸菌群のように容易に損

傷や死滅しない特徴がある）、カビおよび酵母についてパウダー原料および最終製品

について、ロット毎に分析していく方針としている。試験結果はすべて陰性が確認で

きている。工程中の殺菌処理は、OP 社において加熱処理を 1回、外注先におけるパウ

ダー作成時に 1回、更に、最終商品として、例えばソフトカプセルを製造する場合

は、外注先の三生医薬社において 1回の合計 3回実施することになっている。 

重金属については、培養に天然海水を使用するので、鉛、カドミウム、水銀、ヒ

素、ヨウ素について分析を行なったが、すべて陰性が確認できている。 

（2008年 6月更新） 

付表 １ 安全性試験の追加を考慮すべき状況とその試験項目 
 

安全性試験の追加を考慮

すべき状況 

食経験が特定の地域・

集団・期間に限られる

など、食経験の情報の

みでは一般ヒト集団で

の広᳢な使用における

安全性の確保が困難と

判断される場合 

原材料について意図し

ている摂取目安量が食

経験からផ定される摂

取目安量を超えると判

断される場合 

原材料について、基原材料

からの製造工程あるいは

最終製品への加工・調理過

程がこれまでのものとは

⇣なり、従来と質的に㆑い

のある化学的成分の生成

あるいは物理化学的性状

の変化が予ᗐされる場合 

基原材料での含有が知

られている有害成分に

よる人への健康被害が

懸念される場合 

全く新規の原材料もし

くは食品と判断される

場合 

必要な試験項目*1

食経験情報のみなら

ず、当該食品及び食品

原料に関連する情報を

精査した上で、必要に

応じて動物によるᓳ

ᛩਈᲥ性試験、遺伝Ქ

性試験、日本人による

ヒト試験*2等をන⁛又

は組み合わせて実施す

る。 

意図している摂取目安

量での安全性を確認す

るために、動物での

ᓳᛩਈᲥ性試験、ヒト

試験*2等をන⁛又は組

み合わせて実施する。

原材料の化学組成及び物

性を調査し、必要に応じて

動物によるᓳᛩਈ試験、

遺伝Ქ性試験、᛫原性試

験、ヒト試験*2等をන⁛又

は組み合わせて実施する。

原材料の成分分析を行

い、その結果に基づき、

必要に応じ遺伝Ქ性試

験、動物によるᓳᲥ

性試験、᛫原性試験、

生ᱺᲥ性試験等をන⁛

又は組み合わせて実施

する。 

文献調査、成分分析の

結果を考慮に入れて、

安全性評価に必要と判

断される試験を順次実

施する。試験には遺伝

Ქ性試験、動物による

ᓳᲥ性試験、᛫原性

試験、生ᱺᲥ性試験、

ᄸ形性試験、発ガン

性試験等が考えられ

る。 
*1：試験データの追加により、安全性が確保される根拠を示す必要がある。 
*2：ヒト試験は過摂取試験が中心となるが、食経験情報の程度によっては、通常の摂取量による試験も有用である。 
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その他の毒性物質について、フェオフォルバイドにおいて、回収、原料化検討の項

で記載したように、低減処理法を確立している。 

 

表 3-2 安全性に関連する試験結果一覧 

 

 

上記の通り、新規素材を健康補助食品として販売するための最低限の安全性につい

てはクリアしたと考えている。 

 

3.2.2 機能性評価 

フコキサンチンでは近年多くの機能性に関する報告が確認できている。表 3-3 にそ

の一覧を示す。中でも抗肥満に関する報告と抗糖尿病に関する報告が多く見られる。 

 

表 3-3 フコキサンチンで報告されている機能性 

出所：オリザ油化のホームページ上の情報 5)を元に筆者作成 
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琉球大学医学部の高山教授と共同研究契約を締結し、フコキサンチンで報告されて

いる抗肥満（体重減少）および抗糖尿病関連（血糖値上昇抑制）の機能性評価を行な

った。その結果、図 3-9 および図 3-10 に示すように、パブロバにおいても抗肥満

（体重減少）および抗糖尿病関連（血糖値上昇抑制）の機能性を期待できる結果が得

られた。現在、パブロバとフコキサンチン純品との比較を追加で行なっている、ま

た、食品に限らず新しい機能性についても今後追加検討していく予定である。パブロ

バをブランディング、プロモーションしていく上で、競合品となるフコキサンチンと

の差別化、また、他の機能性素材との差別化ができる機能性評価結果をできるだけ多

く取得してゆく方針である。 

 

 

図 3-9 動物実験結果（体重変化） 

出所：琉球大学大学院医学研究科との共同研究結果より 
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図 3-10 動物実験結果（血糖値上昇抑制効果） 

出所：琉球大学大学院医学研究科との共同研究結果より 

 

3.2.3 フコキサンチンの安定化の検討 

パブロバの特徴的な有効成分の一つがフコキサンチンであるが、本化合物は非常に

安定性が悪い。OP 社で生産するパブロバ濃縮物冷凍品のフコキサンチン含有量は平均

約 1.9 mg/g(乾燥重量換算）であるが、前述のように、スプレードライヤーでの乾燥

において、乾燥後の熱がかかると急速に分解が進む。また、フリーズドライ法により

乾燥を実施したとしても、常温に保管しておくと分解が進み、1ヶ月後にはほぼゼロ

となる。表 3-4 にパブロバの原料形態案 3種類を示す。1つ目は、濃縮物冷凍品であ

る。フコキサンチンは冷凍状態においてはほぼ分解が進まないことが分かっており、

その特性を活かして濃縮物をそのままパッキングして冷凍した形態となる。本原料

は、パブロバ株以外の含有物質は水のみの完全無添加品となり、パブロバをブランデ

ィングするうえでのフラッグシップ的原料である。この原料は冷凍保管であるのでフ

コキサンチンなどの有効成分の安定性が良く、乾燥にかかるコストを抑えられるメリ

ットはあるが、健康食品として流通させる際に、冷凍状態を維持しなければならない

ので、やや使いにくい原料である。また、健康食品 GMP や ISO 22000 などの認証を得

た加工工場が非常に少なく、小分け充填を受託する外注先がほぼ無いという実状であ

る。充填は沖縄県内の加工業者で可能であるが、上述の認証は無いので、現在開発、

販売をペンディングしている状況である。 
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次に、乾燥パウダーであるが、これは健康食品 GMP 認証工場での加工が可能であ

る。しかし、フコキサンチンの安定性については、常温保管では担保できないので、

冷凍保管が必須である。現在、冷凍保存選定でパウダースティックタイプでの個別包

装を検討している。 

上述 2種類の原料についてはいずれも冷凍保管が必須となるため、実際健康補助食

品として流通させることを考えると、常温保管できる原料が望ましく、常温保管可能

タイプの原料の開発を行なった。それが、3つ目のオイル浸漬タイプの原料である。

フコキサンチンの安定性を常温に保ち、賞味期限を 1年以上担保することを目標とし

て、研究開発を行なった結果、オイルにパブロバ藻体を浸漬し、抗酸化剤としてビタ

ミン E を添加することで常温での安定性を担保できる原料開発に成功した。手法的に

は、オイルの種類は異なるものの、アスタキサンチンの安定性確保でも用いられてい

るものと同様である。 

第 4章 事業戦略で詳説するが、先行販売する商材は、上述のオイル浸漬原料を用い

たソフトカプセルタイプとする計画である。 

 

表 3-4 パブロバの原料形態 
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3.3 実施体制 

研究面での技術的課題の解決、事業化面での知財化、安全性試験、原料化、商品化に

おいては、自社で機能を保有していない領域ではアライアンスを積極的に活用する方針

である。実施体制を図 3-11 に示す。 

 

図 2-11 パブロバの開発実施体制 
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第 4章 事業戦略 

本章では、事業戦略を検討するうえで重要となる外部環境分析と内部環境分析を通し

て、今回事業化するパブロバのビジネスモデルを検討し、商品化に向けた取り組みについ

て具体的に計画する。更に、計画に基づいて行なったアクションの進捗についても記載す

る。 

 

4.1 外部環境分析 

ヘルスケア産業を取り巻く外部環境は、少子高齢化が加速する近年大きく変化してき

ている。特に深刻な問題は、国民医療費の増大である。今後の医療費の増大を抑制する

ためにも、健康寿命を延伸させることが重要視されてきている。 

本章では、PEST 分析と 5フォース分析を行い、パブロバ事業を取り巻く外部環境と、

本事業が属する健康食品業界の観点から整理・検討し、本事業への影響を把握し、事業

戦略立案に活かすこととしたい。 

 

4.1.1 PEST 分析 

PEST 分析はノースウェスタン大学ケロッグ経営大学院のフィリップ・コトラー特別

教授が提唱したフレームワークである 1)。ここでは、パブロバ事業が含まれる健康補

助食品業界を取り巻く外部環境を、政治的要因（Politics）、経済的要因

（Economics）、社会的要因（Sociological）、科学的要因（Technological）の各要

因の局面から網羅的に検討を行なってゆく。 
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表 4-1 健康補助食品業界の PEST 分析 

 

 

１）政治的要因 

健康増進（Health Promotion）の考え方は、国際的には、もともと 1946 年に WHO

（世界保健機関）が提唱した「健康とは単に病気でない、虚弱でないというのみなら

ず、身体的、精神的そして社会的に完全に良好な状態を指す」という健康の定義から

始まっている。その後、1970 年代になると、健康増進は、疾病とは対比した理想的

な状態、すなわち健康を想定し、それを更に増強することを意味する概念的な定義が

なされ（ラロンド報告）、また、米国の Healthy People で応用された際には、個人

の生活習慣の改善を意味している。そして、1980 年代以降、健康増進はもう一度捉

えなおされ、個人の生活習慣の改善だけでなく、環境の整備を合わせたものとして改

めて提唱された（ヘルシーシティ）。このように、健康増進という考え方は時代によ

って内容が変遷してきたといえる。 

我が国においては健康増進に係る取組として、「国民健康づくり対策」が昭和 53 

年から数次にわたって展開されてきている。 

①  第 1 次国民健康づくり対策【昭和 53 年～】 

②  第 2 次国民健康づくり対策【アクティブ 80 ヘルスプラン】（昭和 63 年～） 

③  第3次国民健康づくり対策【21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）】

（平成 12 年～） 

現在、健康日本 21 は第 2次フェーズに入っている。以前の健康日本 21 では個人の

生活習慣に着目して作られたため、社会環境の観点が希薄であったが、第 2次におい

ては、個人の健康と社会環境の整備を両輪で目指すという方向性となっている。そし
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て、その基本的な方向として、①健康寿命の延伸と健康格差の縮小、②主要な生活習

慣病の発症予防 と重症化予防、③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向

上、④健康を支え、守るための社会環境の整備、⑤栄養・食生活、身体活動・運動、

休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改善、の 5つ

が提案されている。中でも最上位の概念は①健康寿命の延伸と健康格差の縮小である

と考えられる。このような環境のもと、健康増進、健康寿命の延伸に貢献できる健康

補助食品への需要は高まると考えている 2)。 

 

２）経済的要因 

諸説あるものの日本の借金額は 1000 兆円規模まで膨らんでいる。図 4-1 に国民医療

費および後期高齢者医療費の推移を示す。高齢化が進み、老人人口の増加に比例して

国民医療費が右肩上がりに増加している。国民医療費は 2008 年度の 34.8 兆円から、

2025 年には 52.3 兆円、老人医療費も 11.4 兆円から、24.1 兆円にまで増加する見通

しである。高齢人口増加は今後も継続してゆくため、政治的要因でも記載した国民医

療費の増加を抑えるには国民の健康寿命を延ばしてゆく必要があると考えられる。 

 

 

図 4-1 国民医療費および後期高齢者医療費の推移 

出所：総務省 ICT 超高齢社会構想会議報告書から引用  

 

図 4-2 に機能志向食品市場の推移を示す。こちらは消費市場からのアプローチであ

るが、国民の健康に対する意識は確実に向上している。 
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近年の機能志向食品市場は、2014 年に消費税増税（5 %から 8 %へ）後の高単価商品

を中心とした需要回復の遅れなどから一旦縮小したが、2015 年にスタートした機能性

表示食品の新商品投入などによって、それまで停滞感のあった市場が活性化し、以降

拡大を続けている。2018 年は、脂肪低減訴求などのダイエットサポート商品、ボディ

メイク訴求のプロテイン配合商品、チャコールクレンズ（活性炭を食事に取り入れる

ことでデトックスや痩身効果を求めるもの）といった新たなコンセプトの商品の登場

によりダイエット訴求商品がけん引し、機能志向食品市場は前年比 3.2 %増の 9,399

億円が見込まれていた)。ダイエットのほかには、マルチバランス、生活習慣病予防、

美肌効果、骨・関節サポート、ホルモンバランスなども好調である。一方、伸長を続

けてきたグリーンチャージはユーグレナ配合商品の停滞により縮小するとみられてい

る。 

 

 

図 4-2 機能志向食品市場の推移 

出所：日本経済新聞 Web ページ 5)より引用 

 

これまでのダイエットの主流であった食事代替ダイエットに加え、体を動かしたう

えでボディメイクのサポートを訴求するタンパク質・アミノ酸補給商品の摂取、もし

くは食事を抜くなど我慢が必要なダイエットをせずサプリメントを飲むだけを訴求す

る抑制系／燃焼系ダイエット商品による体質改善など、需要の幅が広がっている。 

2017 年にはフルーツ青汁がヒットし、2018 年にはチャコールクレンズといったコン

セプト商品（共に食事代替ダイエット）が登場した。タンパク質・アミノ酸補給がス

ポーツ人口の増加や運動によるボディメイク需要の増加などで引き続き好調なことに

加え、機能性表示食品を中心にダイエットサポート商品が好調を維持したことから、

2018 年のダイエット市場は前年比 12.2 %増の 1,667 億円が見込まれていた 
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パブロバの有効成分であるフコキサンチンは脂肪燃焼に関わる機能性が報告されて

いる。これはまさに市場の流れに合致しているものと考えている。 

 

 

図 4-3 ダイエットサポート商品市場の推移 

出所：日本経済新聞 2019/2/25 富士経済プレスリリース記事 6)より引用 

 

ビタミンやミネラルは価格競争の激化により単価の下落が進み、2014 年には 700 億円

近くまで落ちこんだ。しかし、2015 年以降は、インバウンド需要の獲得や、消費者の

健康意識の高まりにより、健康や美容のための土台を作る栄養素としてビタミン・ミ

ネラルの重要性が改めて意識されるようになり、手軽に複数の栄養素の補給ができる

ビタミン・ミネラル商品の需要が本格的に回復し、2018 年には 818 億円が見込まれて

いた。 

パブロバの特徴としてビタミン、ミネラルをはじめ多様な栄養素を含んでいる点が挙

げられる。これは、上述したダイエットサポートと栄養バランスの両方を兼ね備えた

素材であり、市場が求める要素をほぼ含んでいる素材と言える。 

 

 

図 4-4 マルチビタミン商品市場の推移 

出所：日本経済新聞 2019/2/25 富士経済プレスリリース記事 6)より引用 

 

また、２０１８年は、前年はじめには落ち着きつつあったインバウンド需要が再び盛り上がりをみせ、美肌効果、

マルチバランス、ダイエットなどで需要獲得がみられた。店舗販売を中心に展開する参入企業各社はインバウンド

需要獲得に向けたプロモーションを強化する動きを活発化させている。 

 

チャネル別では、ドラッグストアでのインバウンド需要の獲得が進む薬局・薬店が好調である。２０１８年は前

年比６.１％増の１,２８０億円が見込まれ、ダイエット、グリーンチャージ、生活習慣病予防、マルチバランスな

どの比率が高い。 

また、メインチャネルの通信販売は２０１８年に５,０００億円突破が見込まれ、訴求効能別にはダイエット、

生活習慣病予防、滋養・強壮、骨・関節サポートなどの比率が高い。次に規模が大きいのは訪問販売であるが、会

員の高齢化などから減少が続いている。 

 

＜注目市場＞ 

●ダイエット ～ダイエットサポート商品、プロテイン配合商品の好調続く～ 

 

ダイエットを訴求する商品を対象としており、食事代替目的で使用され栄養バランスを考慮し摂取カロリーを低

く抑えたシェイクタイプの商品を食事代替ダイエット、ウエイトアップや筋力アップなどボディメイクを目的とし

た商品や、筋肉や内臓などに必要な栄養素の補給を訴求する商品をタンパク質・アミノ酸補給、脂肪の燃焼・分解・

脂肪の吸収抑制などを訴求する商品を抑制系／燃焼系ダイエット、それ以外をその他に分類した。 

これまでのダイエットの主流であった食事代替ダイエットに加え、体を動かしその上でボディメイクのサポート

を訴求するタンパク質・アミノ酸補給商品の摂取、もしくは食事を抜くなど我慢が必要なダイエットをせずサプリ

メントを飲むだけを訴求する抑制系／燃焼系ダイエット商品による体質改善など、需要の幅が広がっている。 

２０１７年にはフルーツ青汁がヒットし、２０１８年にはチャコールクレンズといったコンセプトの商品（共に

食事代替ダイエット）が登場した。タンパク質・アミノ酸補給がスポーツ人口の増加や運動によるボディメイク需

要の増加などで引き続き好調なことに加え、機能性表示食品を中心にダイエットサポート商品が好調を維持したこ

とから、２０１８年のダイエット市場は前年比１２.２％増の１,６６７億円が見込まれる。 

 

●マルチバランス ～消費者の健康意識の高まりで、ビタミン・ミネラル補給商品の需要回復が本格化～ 

 

“マルチビタミン”“マルチミネラル”など各種栄養成分を一括で摂取できる商品を対象とする。 
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３）社会的要因 

平成 27 年 4月経済産業省調査報告 7)によると、健康に関する意識・生活行動、健康

関連商品サービスや施策の利用参加意向等に関するアンケート調査において、 

「①健康は人生において何よりも大切であり、健康関心度は高い」という結果が得

られている。詳細は、「人生において健康は何よりも大切だと思う」に対して、「そ

う思う」（58.2 %）と「ややそう思う」（39.7 %）を合わせると 97.9 %の人が肯定し

ている。また、「健康に対する関心」も高く、3人に 1人の 35 %が「そう思う」と回

答。年齢が高くなればなるほど割合は高くなる傾向がある。 

「②今後健康にかける金額の意識」については、「医療費」は現状維持、「健康維

持・増進のための商品・サービス」は増加している。今後健康のために一か月に支払

ってもよい金額と、現在支払っている金額との差の平均は、「病院で支払う医療費」

で 13 円、「市販の薬」は 205 円、「その他の健康維持、増進のための商品・サービ

ス」は 905 円となっている。 

「③健康関連商品・サービスの成長性の高い分野」については、検査、健康指導：

「特別な健診・人間ドック」「遺伝子検査」「自宅でできる健康診断キット」「健康

セミナー」、健康アプリ、コンテンツ：「運動記録アプリ」「食事・栄養管理アプ

リ」「健康コミュニティ」「その他の健康管理アプリ」、運動：「ヨガ・ピラティ

ス・ストレッチ」、健康に配慮した食品や食に対するサービス：「有機食品・自然食

品」「健康に配慮した食品」「健康に配慮した外食サービス」、リラクゼーション、

レジャー：「温泉」「健康ランド・スパリゾート」「岩盤浴・ゲルマニウム温浴」

「マッサージ・カイロプラクティック・整体」「アロマテラピー」「健康イベント」

「ヘルスツーリズム」 

健康機器：「家庭用フィットネス機器」「睡眠計」「活動量計・歩数計」という結

果が得られており、健康に対する意識の高さが窺われる。 

2040 年には 65 歳以上人口が 35 %を超えるという少子高齢化が更に進んでいく状況

下で、禁煙の推進など、健康に関する意識の向上、健康にかける金額の意識が高くな

るとともに、健康関連商品・サービスが市場に受け入れられ、高い成長性が見込まれ

る。 

2020 年初頭頃から新型コロナウイルス（COVID-19）が世界的に流行したことなどに

より、日本においても国民の健康に関する意識が更に高くなっている。ファンケル社

のリリース記事 8)によると、政府からの外出自粛要請により人々の社会生活は大きく

変化し、これに伴って必須栄養素の補給や免疫への働きが注目されるサプリメント
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や、巣ごもり生活に対応したダイエットサポート食品などの需要が増えているという

ことである。パブロバは、多様な栄養素を含み、腸内細菌叢にもポジティブに働きか

けることが動物実験で確認されていることに加え、フコキサンチンの効果によってダ

イエットサポートにも効果が期待できるので、コロナ禍で健康に留意する人にとって

は、マルチなサポートを可能にする良い素材であるということがいえるだろう。 

 

４）科学的要因 

近年、医薬品や機能性素材から通常の食用素材に至るまで、有用な生物資源の培

養・生産手法（例えばフォトバイオリアクター、植物工場など)に技術革新が起こ

り、これまで生産が困難であった素材の生産も可能になってきている。パブロバもそ

の例の一つである。また、育種技術やゲノム編集、合成生物学的手法の世界に大きな

技術革新が起こっており、必要な素材、成分をコントロールして生産する新しいバイ

オプロダクションが可能となりつつある。 

これら 2つの技術革新を組み合わせることによって、効率的なモノづくりが可能に

なり、OP 社で収集したライブラリーから発見された新規有用シーズを利活用できる

可能性が飛躍的に向上するといってよい。 

パブロバは、主要含有成分であるフコキサンチンの機能性（抗肥満、血糖値上昇抑

制、抗酸化、腸内細菌叢の改善）から、生活習慣病の改善効果が期待でき、また、そ

の他含有成分（GABA、やヒドロキシプロリン、カルシウム、食物繊維）によるアンチ

エイジング効果も期待できることから、健康寿命の延伸に貢献できる素材であり、健

康補助食品（機能志向食品）としての事業化には追い風状態であるといえる。 

 

4.1.2  5 フォース分析 

5 フォース分析は、ハーバード大学経営大学院のマイケル・ポーター教授が提唱した

業界分析のためのフレームワークである 9)。パブロバ事業が含まれる健康補助食品業

界について、業界内での競争相手、新規参入業者、代替品・代替サービス、売手の交

渉力、買手の交渉力の 5つの影響力（脅威）を分析し、OP 社のパブロバ事業、そし

て、OP 社の事業全体をどのように展開をしていくべきかを検討した。 
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表 4-2 健康補助食品業界の 5フォース分析 

 

 

１）業界内の競争相手 

健康補助食品業界には、素材から生産し、BtoC まで手がける企業や最終商品の企

画・販売のみを行っている企業など様々である。バリューチェーンの下流にあたる商

品企画から販売を行う業者数は非常に多く、そこが最も競争圧力が強い。健康補助食

品は一般的に 3年程度の周期で流行りの商品が入れ替わってゆくといわれる、新陳代

謝の激しい業界である。したがって、常に新しい素材探索と新商品開発のパイプライ

ンを充実しておかなければ、企業としての延命は難しい。OP 社は、パブロバに代表さ

れる新素材を多く保有しており、そこからシーズを見つけ出す機能を有している。OP

社のように新素材の探索から手掛けることのできる企業は少なく、この点で業界内の

競争相手とは差別化できるので、ここに主軸を置いたポジショニングをすべきだと考

えている。 

 

２）新規参入業者 

健康補助食品業界においては、バリューチェーンの中流から下流においてモジュー

ル化ができ上がっているため、業界への参入は容易である。しかし、素材から生産し

て BtoC 事業まで行う企業は少なく、更に、新機能や新素材の探索機能を有している

企業はほとんど存在しない。OP 社としては海洋生物資源からの新素材探索を行うこ

とで更に参入障壁を高めることができるため、上流に主軸をおいたポジショニングが

最も有利だと考えている。 
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３）代替品・代替サービス 

健康補助食品業界では、市場に出てから一定の期間を経過した製品には代替原料が

多く存在し、同一原料を使った類似最終製品も多い。パブロバ のような新機能を有

した新素材は希少なため、OP 社としては、探索プラットフォームを活用して新機能

を有した新素材を継続的に開発することで代替品の脅威は著しく減少すると考えてい

る。 

 

４）売手（供給業者）の脅威 

素材原料の供給や、包装材の供給など、多くの供給者が存在するので、スイッチン

グコストも低く売手の交渉力は弱い。現状のポジショニングで問題ないと考えてい

る。 

 

５）買手（顧客）の脅威 

差別化できていない商品（いわゆる「よくある商品」）に対しては買手の交渉力は

強い。しかし、他に存在しない素材、商品であれば買手の交渉力は弱まるので、OP 社

としては顧客ニーズを踏まえ、パブロバのようなオンリーワン素材、商品を提供する

ことで、有利なポジションをキープできると考えている。 

 

以上の 5フォース分析から、健康補助食品業界は成熟した業界であり、商品の入れ

替わりも激しい「厳しい業界」ではあるが、競争圧が弱い部分は未だ存在している。

それは、バリューチェーンの上流である。OP 社はそこに主軸を置いたポジショニング

を維持し、保有する探索プラットフォームを活用して、市場ニーズを踏まえた新機

能・新素材を市場に継続的に送り込むことができれば、強みを生かした独自のポジシ

ョンを築くことが可能であると考えている。 

今回、健康補助食品業界を例に分析を行なったが、医薬、化粧品、食品、化学、環

境系の各分野でも、生物資源を利用した開発が進む分野においては、同じことがいえ

ると考えてよい。 

 

4.2 内部環境分析 

外部環境分析を通じて、健康補助食品業界は、特に新型コロナウィルスが流行してい

る 2020 年以降、健康に留意する人々が増加し、市場規模は拡大していくことが予想さ

れる。同時に競争の激しい業界でもあるので、OP 社がこの業界で競争優位性をもって
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事業を進めていくには、内部環境分析を通じて、自社の強みや弱みを整理、理解し、弱

みを克服しつつ、強みを更に伸ばしていく戦略が必要である。 

本項では、業界マップ、バリューチェーン分析および VRIO 分析により、自社がバリ

ューチェーン内のどこに強みおよび弱みを持ち、どこをどのように強化すれば競争優位

性を保てるかについて考察する。 

 

4.2.1 業界マップとバリューチェーン分析 

図 4-5 に生物資源ビジネス全体のバリューチェーンを、図 4-6 に健康補助食品業界

のバリューチェーンと業界マップを示す。健康食品業界マップに示した部分は、生物

資源ビジネス全体のバリューチェーンにおいては中流〜下流にあたる。OP 社が現在行

っている事業は、更に上流にあたる領域である。 

 

図 4-5 生物資源ビジネス全体でのバリューチェーン 

 

 

 図 4-6 健康補助食品業界のバリューチェーンと業界マップ 
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健康補助食品業界マップで見ると、特定の素材を生産するところから始まり、例え

ばエキス抽出など、使いやすい形態への原料化を行い、原料販売、商品企画、原料調

達、製品製造、販売と流れてゆく。素材の生産から BtoC 事業まで行う企業もあれ

ば、素材生産や原料販売のみを行う企業もあり様々である。モジュール化が進んでお

り、商品企画と販売機能さえあれば参入は比較的容易である。 

ベンチマーク企業として取り上げたユーグレナ社をはじめ、素材生産から商品販売

まで手がける企業は複数あるが、更に上流の素材探索から実施している企業は存在し

ない。この探索機能を保有していることにより、OP 社はオリジナルでオンリーワン素

材を開発パイプラインに投入することが可能になる。ここが OP 社の独自性の高い一

番の強みである。一方、OP 社はバリューチェーンの下流にあたる商品企画以降の機能

を現時点では保有していない。パブロバ事業においては、健康食品業界のバリューチ

ェーンに示した OEM メーカーの機能を使い、最終製品を製造するが、商品企画や販売

については小規模な試行から開始する予定で、ここがパブロバ事業における弱点とな

る。この状況を踏まえ、OP 社の競争優位性とその持続性を確認するために VRIO 分析

を行う。 

 

4.2.2 VRIO 分析 

VRIO 分析は、現在はユタ大学 David Eccles School of Business 教授であるジェ

イ・B・バーニー氏が提唱した企業内部の経営資源に基づく競争優位性を分析するた

めのフレームワークである 9)。 

経済価値（Value）、希少性（Rarity）、模倣困難性（Inimitability）、組織

（Organization）に関する 4つの問いに順番に答えることで、その経営資源が強みな

のか弱みなのかを判別することができる。 

OP 社について既存事業（①ライブラリー構築・販売事業、②化合物探索受託事業）

と新事業であるパブロバ事業に分けて分析を行い、最後に全社事業としての検討を行

い、それぞれの事業において更に強化すべきポイント、克服すべき弱点を見出し、強

固な事業戦略立案につなげたい。 

表 4-3 に OP 社の既存事業およびパブロバ事業の VRIO 分析のまとめを示す。 

 

１）経済価値 

既存事業においては、特に食品、化粧品メーカーなど非製薬系企業における使用素

材を人工物から天然物に切り替えるナチュラル指向の影響を受けて、OP 社の探索プラ

ットフォーム（素材収集、ライブラリー、アッセイ、化合物同定）にニーズが多く、
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経済価値は高いと考えられる。また、パブロバ事業においては、オリジナルのオンリ

ーワン素材のため、ブランディング、プロモーションおよび生産におけるコストダウ

ンに成功すれば経済価値は高いと考えている。 

 

２）希少性 

既存事業においては、商業利用できる海洋生物資源ライブラリーを保有していると

いう点で希少性が高く、国内唯一である。それら希少な海洋生物資源ライブラリーを

利用した化合物（シーズ）探索サービスを組み合わせると、トータルで更に希少性は

高くなる。また、パブロバ事業については、Pavlova 属の微細藻類の食品分野におけ

る事業化例は世界唯一で希少性が高い。また、保有している微細藻類ライブラリーか

らの開発パイプラインの充実が可能な点を合わせて考えると、更に希少性が高いとい

ってよい。 

 

３）模倣困難性 

既存事業においては、海洋における生物資源収集の困難さ、また、探索プラットフ

ォーム全体では研究設備、機器類など資本コストの大きさから模倣困難性は高い。ま

た、パブロバ事業については、競合であるユーグレナやスピルリナ、クロレラに比較

して培養が難しいので模倣困難性は高い。しかし、他社で培養が不可能とはいえない

ので、OP 社では製造プロセスを特許で押さえており、それにより更に模倣困難性は高

くなっていると考えている。 

 

４）組織 

既存事業においては、人材は不足気味で強化が必要であるが、現状では少数精鋭の

強い組織を維持できている。パブロバ事業については、連携先として神戸大学、台湾

成功大学、琉球大学医学部・理学部、海洋深層水研究所、また外注業者も含め原料生

産までの外部ネットワークが充実している。BtoC ビジネスを行う上での外部ネットワ

ーク、アライアンスは構築中であるが、既に目処は立っており、パブロバ事業につい

ての組織も強いといってよいだろう。 

総合的に分析すると、すべての質問に対する答えは Yes であり、強固である。組織

については、更に強化したいところであるので、人材の確保を直接雇用やアライアン

スを活用して行い、組織を強化したいと考えている。 
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表 4-3 OP 社既存事業およびパブロバ事業の VRIO 分析 

 

 

4.3 ビジネスモデル 

生物資源ビジネスにおけるバリューチェーン上では、パブロバ事業の BtoB 事業（原

料供給）は中流（生産プロセス検討、原料生産）にあたり、その原料を使って行う

BtoC 事業は下流にあたる（図 4-7）。OP 社ではこれまで、上流のみで事業を行なって

きたので、中流以降はパブロバ事業において初のビジネス領域となる。 

原料生産までは BtoB 事業であるため、これまで行なってきた事業との親和性もある

が、BtoC 事業については社内リソースも無いなかでのスタートとなるので、社外に新

たなネットワークを構築していく必要がある。 

今回、パブロバの基盤となるブランディングも行なっていく方針としているので、先

ずは自社で BtoC の商品開発、販売までを行い、実績の構築を行うとともに、しっかり

とブランディングを行ってゆきたい。 

ベンチマーク企業として挙げたユーグレナ社は中流以降がビジネス領域であり、創業

当初は、伊藤忠商事を販売元として原料供給のみを行なっていた。また、電通と資本業

務提携を結んでいたので、2社を合わせると、外部にブランディングと販売のプロフェ

ッショナルとのアライアンスを有していたことになる。 
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図 4-7  バリューチェーン上におけるパブロバ事業の位置付け 

 

OP 社においても、下流の商品企画やマーケティング、プロモーションについてはでき

る限り外部のアライアンスパートナーや外注業者を使い、自社で保有していない機能を

補いながら事業を行なっていく方針としている。図 4-8 にパブロバ事業のビジネスモデ

ルを示す。 

 第 3章 技術戦略の生産フローで記載したように、OP 社ではパブロバの培養物の濃縮

物生産までを行うので、その後の工程については、原料化メーカーに委託してパウダー

原料化や、最終商品としてのソフトカプセルを生産する。また、パブロバの生産（培

養）技術は確立しているので、対応できる藻類生産受託会社があれば積極的に生産委託

を行い、藻体を供給してもらえる体制を構築したいと考えている。原料化を完了したモ

ノ（原料）は、健康食品メーカーに販売するか（BtoB）、または OP 社で最終商品の企

画、製造委託を行い、一般消費者に販売する（BtoC）。BtoC 事業を行うことにより、

基盤となるブランディングが自社で行うことができるので、パブロバ事業の目的の一つ

である既存事業の広告塔にする上でもメリットがあると考えている。BtoB 販売先での

ブランディングに頼った場合は、OP 社で想定するイメージと離れる可能性も十分ある

と考えている。 

健康食品メーカーなどバリューチェーンの下流に強い企業と受託型共同開発契約を締

結し、開発したシーズを売却または導出（ライセンスアウト）するパターンについても

モデルに組み入れた。OP 社にとっての理想形はこのモデルであると考えている。パブ

ロバに続くシードを開発し、仕上がった事業を、売却または導出していくというモデル

が実現できれば、OP 社にとっては上流の探索に集中できるので、そのメリットは大き

い。 
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図 4-8 ビジネスモデル（パブロバ 事業） 

 

4.4 事業化検討 

4.4.1 事業形態検討 

パブロバ事業では、ビジネスモデルの項で触れたように大きく 3通り（BtoB、

BtoC、そして、事業売却およびライセンスアウト）の事業形態が考えられる。 

BtoB は、パブロバの原料を供給する事業形態で、提供可能な原料形態としては、第

3章技術戦略で触れたように 3種類の案がある。①濃縮液冷凍品、②乾燥パウダー、

そして、③オイル浸漬品である。 

パブロバのブランディング上、フラッグシップとなる形態は、濃縮物冷凍品であ

る。この形態であれば、完全無添加でパブロバのみの能力を顧客に活用してもらうこ

とが可能である。パブロバ自体は、ω3脂肪酸含量が豊富なこともあり、青海苔と魚

を足したような特徴的な臭いがある。この臭いが受け入れられるかどうか、そして、

冷凍品であるため保管と物流に手間とコストがかかることがこの原料形態で販売する

上でのポイントである。一方で、食材として利用するなら、様々な料理にアレンジが

可能なため、使いやすい一面もある。 

広告・宣伝においては、SNS を活用した広告の場合、濃縮物冷凍品タイプを使った

様々な食べ方を紹介するインパクトの方が、大きいと考えている。例えば、グリーン

スムージー、パスタ、スープ、ドレッシングなどへの応用などをビジュアルで発信す

ることで、パブロバのイメージ向上につなげたい。 
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次に乾燥パウダーについて考える。パウダーを最終製品として流通させるためには

個別パッキングが必要となるが、パブロバの場合は、油成分が多いことにより流動性

が悪く、賦形剤（難消化性デキストリンなど）を使用する必要がある。そうすると、

完全無添加品ではなくなってしまう。また、フコキサンチンの安定性については、パ

ウダー状態では安定性が悪く、こちらの形態でも冷凍が必須となる。現在、原料供給

用にできる無添加の乾燥品は完成し、ストック状態であり、OEM もしくは直販用に賦

形剤を入れた個別パックの試作段階である。 

実際に健康食品として流通させるために理想的な常温保管可能な原料を、検討を重

ねた末に開発した。フコキサンチンの劣化を防ぐ策としてオイルに浸漬し、ビタミン

Eを添加した形態である。この形態であれば、常温で 1年以上保管が可能となる。 

パブロバのマーケティングについては、開発を始めた当初から積極的に行い、製薬

会社、健康食品メーカーおよび商社など、既存事業におけるクライアントを通じて情

報収集を行ってきた。パブロバの含有成分のプロファイル面で、他の微細藻類素材に

比較して優れていること、そして、素材のイメージが良くブランディングしやすいこ

となどから高評価を得ており、サプリメントの原料として使いたいというニーズが多

い。しかし、ベンチスケールでの小規模生産であるが故のコスト高に起因する販売価

格（単価）の高さと低生産量が問題点としてある。単価についてはユーグレナ、クロ

レラ、スピルリナなどに比べると、現時点では圧倒的に高額で、乾燥パウダーで 1 kg

あたり 30-35 万円程度となる。ちなみに、ユーグレナの乾燥パウダー単価は 1 kg あ

たり 10 万円以下である。また、中国産のクロレラは 1 kg あたり数千円というものも

ある。このパブロバの乾燥パウダー単価で一般的な健康食品通販会社が最終製品を設

計した場合、1万円以上の価格帯の製品となり、通常の健康食品会社の考え方では受

け入れ難い、高すぎる設定となってしまう。パブロバは、フコキサンチンを高含有し

ている素材で、実際の競合品はフコキサンチン含有製品であり、そのラインとの差別

化をしたブランディングが必要であると考えている。 

生産量については大手の健康補助食品メーカーが扱うには現設備で生産可能な量で

は少なすぎる。今後、供給量を増加させ原料単価を下げるには、生産スケールの拡大

を行う方法が最有力である。 

開発を開始した当初は BtoB で原料販売のみのビジネスを想定していたが、検討の結

果、現設備の生産量を使って、自社において BtoC 商品を開発し、EC サイトを構築し

て直接販売を行う方針に変更した。ユーグレナの例で参考としたように、初期段階の

ブランディングがその素材の方向性を決めてしまうことが多く非常に大事である。そ

のために、自社で最終商品を企画、生産、販売することで、他の微細藻類素材と差別
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化し、フコキサンチン精製品含有商品との差別化をポイントとしてブランディングを

行うことにした。 

基盤ブランディングの構築が完了し、販売実績も積み上がり、一定の価値が上がっ

たところで事業売却およびライセンスアウト、または、自社で資金を調達して事業継

続するのかを検討する戦略である。 

 

4.4.2 BtoC 商品設計コンセプト 

上述したように常温保管が可能なソフトカプセルタイプを先行販売する計画とし

た。ただし、広告・宣伝の作戦上、SNS を活用したプロモーション（インフルエンサ

ーからの発信）を行う予定であるため、広告用に濃縮物冷凍品もリリースできたらと

考えている。これは、前項で記載したパブロバの様々な使い方、食べ方を消費者に提

示することによって、良いイメージを植え付けたうえで、その上で、そのパブロバを

摂取し易い形態で提供するというストーリー展開でサプリタイプの商品化を進めた

い。 

新型コロナウィルスの影響下、「巣篭もり」による運動不足から来る肥満対策、健

康維持を目的とした商品コンセプトとする。 

フコキサンチンは、抗肥満、抗糖尿病（血糖値上昇抑制）、抗酸化、抗炎症に関す

る機能性を有することが報告されているが、ここでは、ダイエット（抗肥満および抗

糖尿病）、スポーツ時の活性酸素抑制（抗酸化）に注目する。また、パブロバが持つ

成分特性であるビタミン、ミネラル、アミノ酸など 61 種類以上の栄養成分を含有し

ているというバランスの良さを健康維持に役立つアピールポイントとし、ダイエット

サポート、スポーツサポート系の商品を企画する。 

商品名は、パブロバをメインに置き、ダイエットおよびスポーツをサポートするこ

とを想起させるが、「これだけ飲めば痩せる」という誤認を与えないようにすること

も意図して、以下の通り、「パブロバ・エクササイズ・プラス」（図 4-9）とする。

将来的には、沖縄出身もしくは沖縄の特に海にゆかりのあるタレントを起用した専用

エクササイズも考案して、後の広告宣伝を行なえれば良いと考えている。 
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図 4-9 BtoC 商品名 

 

4.4.3 BtoC 商品設計 

パブロバは、フコキサンチン以外にも有用成分を豊富に含むことが特徴であるが、

本商品においては、フコキサンチン訴求型でダイエットサポート、スポーツサポート

サプリとしての商品設計を検討する。フコキサンチンについては 1日当たり 2.4 mg

の摂取で、体重減少効果が報告されているので、これを根拠として、1日当たりのフ

コキサンチン摂取量を 2.4 mg 以上になるようにパブロバの導入量を調製する。

[Diabet Obesity Met 12:72–81, 2010] 

生産するパブロバ乾燥パウダーは、14-20 mg/g（1.4 %-2 %）のフコキサンチンを含

有している（凍結乾燥時に少々減耗する）。ソフトカプセル生産パートナーである三

生医薬による検討に基づき、ソフトカプセルに充填するオイル（ここでは MCT オイル

を使用）に入れるパブロバパウダーの量は、流動性の問題から 18 %とした（図 4-

10）。 

ソフトカプセルは、充填量を 1粒あたり 250 mg タイプを採用すると（飲みやすさの

観点から）、1錠に入るパブロバは 45 mg である。 

1 錠あたり、45 mg の乾燥パウダーを入れるとして、6錠でフコキサンチン量は、理

論上 3.78 mg-5.4 mg となる。フコキサンチンの劣化を考えて 70 %に減耗しても、2.4 

mg は維持できるよう少し多めの設計とした。パブロバパウダー量は 6錠で 270 mg と

なる。参考として、ユーグレナ社が広告で用いている「ユーグレナが何匹入ってい

る」という表現に倣えば、パブロバの場合は、上記 6粒で 27 億個のパブロバが入る

計算となる。 

1 ヶ月（30 日）あたりの量は、ソフトカプセル 180 錠で、必要となるパブロバパウ

ダーは、45 mg×6 錠×30 日分 = 8,100 mg である。 

Exercise +

TM
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現設備での生産量は乾燥パウダーで年間 144 kg である。カプセル製造時の歩留まり

を 90 %として、カプセルに使用できる量は 130 kg、生産できるボトル（1ヶ月分）

は、約 16,000 本である。年間契約可能人数を計算すると、約 1,333 人分となる。 

 

 

図 4-10 ソフトカプセル商品設計 

 

表 4-4 にソフトカプセルの処方を示す。今回の商品は、ビーガンやベジタリアンに

も対応できるよう、カプセル皮膜も含め全て植物由来の原料を使用した。また、でき

る限り無添加に近づけるため、パブロバ中のフコキサンチンの保存性確保およびカプ

セル充填において、流動性向上などに必要となる必要最小限の成分を添加するように

設計した。 

パブロバの主要有効成分である植物性色素のフコキサンチンは、常温下では非常に

安定性が悪いので、今回は、オイル浸漬原料を用いてソフトカプセルとしている。植

物性色素には、フコキサンチン以外にβカロテンやアスタキサンチンなどがある

が、安定性を増すためにオイルに溶解させることが一般的である。なお、フコキサン

チンは脂溶性の色素であるため、オイルに溶解させることで体内での吸収性も良くな

ることが期待できる。 

溶解させるオイルについて、オリーブオイルなど複数種を用いてパブロバ中のフコ

キサンチン の安定性を検討した。その結果、ココナッツ由来の MCT オイルを使用し

た場合の安定性が最も高かったため、今回は MCT オイルを採用した。 

オイルには、オリーブオイルや大豆油などの長鎖脂肪酸と中鎖脂肪酸（MCT オイル

等）が存在する。長鎖脂肪酸は体に貯蔵されるが、中鎖脂肪酸は即時にエネルギーと

して使われる特性があるため、MCT オイルの性質は今回の商品のコンセプトであるエ

クササイズサポート（ダイエットサポート）にも適している。 

なお、フコキサンチンの安定性検討の結果、オイル浸漬に加え、ビタミン Eを抗酸

化剤として加えるとより一層安定性が増すという結果が得られているので、ビタミン

Eも添加している。 
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表 4-4 ソフトカプセルの処方 

 

 

4.4.4 競合商品の調査 

パブロバは微細藻類であるが故にスピルリナ、クロレラ、ユーグレナなど既存の微

細藻類商品も競合品として認識されがちであるが、パブロバの場合は機能性成分であ

るフコキサンチン高含有製品なので、このフコキサンチンが含有した商品が一番近い

競合品となる。 

そこで、フコキサンチン含有を謳う商品を入手し、特徴、価格、フコキサンチン含

量、フコキサンチン 1 mg 当たりの単価を指標に比較検討した。表 4-5 および表 4-6

に、それぞれの商品の情報を整理した。市場に出回っているフコキサンチン含有商品

は、昆布やアカモクなどの褐藻類の抽出物もしくは乾燥パウダーを原料として使用し

ている。記載されているフコキサンチンの含有量については、表 4-5 に示した商品群

には量が記載されているが、表 4-6 に示した商品群には量の情報は記載されていな

い。含有が謳われている商品のフコキサンチンの含有量は、1日分の摂取量で、1.7 

mg-3 mg の設計である。これに対して、パブロバ・エクササイズ・プラスは、2.4-4.8 

mg の設定である。 

入手した各商品について、フコキサンチン含量を分析したところ、全商品におい

て、賞味期限内にも関わらず記載されているフコキサンチン含量より少ない結果とな

った。たとえば、3 mg と記載された商品で 2.09 mg および 2.13 mg という結果であっ

た。また、含有量が記載されていない商品については、全く検出されないものもあっ

たが、多いもので 1日分で 0.98 mg であった。機能性が確認できている 1日当たりの

摂取量は 2.4 mg であるので、全ての商品でこの値以下ということになる。これら

は、あくまで健康補助食品であり機能性は謳われていないので、食品表示法上の問題

があるわけではないが、成分表示しているにも関わらず、賞味期限内にそれ以下の量

しか確認できないのは問題があるように思われる。 

F6s^P8
óƭĿĜ >{��©µ]ŧ¿ŷ
�«� ǱǸǨŢ +,�*D8(/�9
��¡7ƆĻƿěƞ8ƿěŌĀ9
 C�1����w«6©5��¡7 -.%(��Ć¶Ɔ
Ļ9��}�� ]ǙäŞŇáÐ

(/%.�*D8��¡7ƠŁ1�()%,,�*D1ë,���

źèƞǰ8�5!5�����ŌĀ9 (,
�CB8-
��9
�¨�¨ǰǻǙx��©8ƿěŌĀ9 (/�*D8.%)��9
§u�¬�~�	�£�{«v8ÞŌĀ9 (/�*D8.%)��9
¿Ĕ ),
�*D

�	 
�]hcpj\sc»�



 99 

一方、OP 社の商品においては、理論値で 2.4 mg-4.8 mg が 1 日分 6粒に入っている

設計としており、実際の分析結果でも製造後約 2ヶ月（設計では賞味期限は 1年とす

る予定）で、4.52 mg と全商品中もっとも多い含有量となっている。 

次に価格については、パブロバ・エクササイズ・プラスを 1ボトル：1ヶ月分で

6,300 円と設定した場合（価格設定については、第 6章 財務戦略で詳細に検討す

る）、1日あたりのフコキサンチン量相当価格は、理論値（表記されている量）でフ

コキサンチン含有量記載商品の中では 2番目に高い 44 円-88 円となった。しかし、実

際の含有量でフコキサンチン 含量記載の 4商品で比較するとパブロバ は 46 円で、

他の商品の 191 円、52 円、38 円と比較すると 3番目に高い価格となった。1ボトル当

りの価格としては高い部類の商品となるが、フコキサンチンについては実際の含量を

アピールすることで、また、パブロバのフコキサンチン以外の特徴（ω3脂肪酸やア

ンチエイジング系に機能性が期待できる含有成分および 61 種類以上の豊富な栄養成

分）をアピールし、フコキサンチンとしてではなくパブロバとしての付加価値、希少

価値を強調したブランディングを行うことにより、価格面でのディスアドバンテージ

を克服したいと考えている。 
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表 4-5 競合品調査結果（フコキサンチン含量記載品） 

 

 

表 4-6 競合品調査結果（フコキサンチン含量未記載品） 
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4.4.5 販売ストーリーおよび世界観 

OP 社の既存事業、なかでもパブロバ事業においては、SDGs の目標達成に向けた展開

を基本的な考え方として、その上での販売ストーリー展開などにおいて世界観の醸成

を行ってゆきたいと考えている。 

OP 社の探索プラットフォームで見出されたパブロバは、沖縄本島沿岸の海で採取さ

れた株である。海があり、沖縄があり、その中で活動する OP 社の中にパブロバがあ

る。このパブロバドリブンで、１）環境保全への貢献、２）食事業への展開、３）健

康寿命延伸への貢献、４）健康美への貢献の４つの方向性での展開を計画している

（図 4-11）。以下にそれぞれの方向性におけるコンセプトを記載する。 

 

１）環境保全への貢献 

パブロバは微細藻類であり植物の一種である。増殖には光合成が必要で、光合成に

は二酸化炭素を利用するため、パブロバを生産することにより二酸化炭素の削減に貢

献できる。また、培養には天然海水を用いるため、海水中のミネラルや栄養塩を利用

し、サプリや食素材としては、生産された藻体をそのまま利用する。そのため、基本

的に残渣を生じないが、化粧品に利用する場合は一部藻体の抽出を行うので、残渣が

少量発生する。それについては、水産餌料に利用して循環させる予定である。 

 

２）健やかな体づくりへの貢献 

パブロバは、EPA や DHA などのω3脂肪酸が豊富に含まれているので、その特徴とし

て魚のような臭いを持ち、味は魚と青のりを足したようだと例えることができる。成

分的には、脂肪酸の他、アミノ酸を豊富に含むため、食材として工夫すれば旨味に変

えることができる。依然、健康素材として摂取しやすいサプリ形態へのニーズが高い

ので、その形態の開発も行うが、例えばスープ、ドレッシング、ソース、ドリンクと

いった食材としての活用についても積極的に提案してゆきたいと考えている。具体的

には、賛同を得られるカフェやレストランにて利用してもらう予定である。すでに、

提携カフェ 1店舗にてジェノベーゼ風ソースを考案して、料理として提供を開始して

いる。 

食材としての活用を促進することにより、「美味しく食べて健康になる」という心

豊かな生活への貢献をしたいと考えている。 
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３）健康寿命延伸への貢献 

食事業への展開目的と関連するが、パブロバの含有成分は様々な機能性を発揮する

可能性を持つものが多い。現時点では、機能性を謳うことはできないが、サプリ形式

による健康補助食品としての展開や、機能性表示食品としての開発を行なっていく予

定である。また、フコキサンチンについては、医薬品に活用することもできるだろ

う。これにより、人々の健康維持、健康寿命延伸への貢献をしたいと考えている。 

 

４）健康美への貢献 

フコキサンチンは、抗炎症など肌トラブルを補修する作用についても報告がある。

よって、パブロバの抽出物を用いた化粧品やスキンケア、ヘアケア製品の開発も検討

してゆく予定である。化粧品などの場合、食品に比べて使用量も少なくて済むので、

生産量が限られるスケールの現生産設備においては、有効な展開であると考えてい

る。 

 

 

図 4-11 パブロバ事業展開基本方針 

 

パブロバは、上述の基本方針の下で事業展開を進めていくが、健康寿命延伸へ貢献

する取り組みとして、現在開発中のパブロバ・エクササイズ・プラスを最初に市場に
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投入する。このサプリメントは、「コロナ自粛による巣篭もり肥満」の方のダイエッ

トサポート、エクササイズ時の酸化作用を防ぐスポーツサポートを基本コンセプトと

する。市場に存在する他のダイエットサポート関連商品と差別化するためには、パブ

ロバの良さを伝える（フコキサンチン、ω3脂肪酸など 61 種類以上の栄養成分含

有）。 

 

4.4.6 パッケージ案 

パブロバ・エクササイズ・プラスのボトルパッケージ案を図 4-12 に示す。パブロバ

は沖縄の海で採取され、沖縄の天然海水を利用して培養されている。したがって、イ

メージカラーは青を採用し、海をイメージしたデザインとした。顧客ターゲットは、

40 歳代以上の健康に対する意識が高い層と定めている。シンプルなデザインとしたた

め、パッケージのみでは、どのような商品であるかを具体的には伝えにくい。そこ

で、ウェブサイトと添付冊子によって詳細を伝える計画である。「沖縄の海のめぐ

み」というメッセージコピーは、上述した健康に対する意識が高いメインターゲット

層を想定したものであり、また、健康・長寿である沖縄県民および沖縄の海に良いイ

メージを持っている潜在購入者層への惹句として作成した。 

容器については、価格帯からすれば、例えば金色の蓋とするなど豪華な装飾と高級

感溢れる外箱などを作成すべきところであろうが、SDGs の考え方に則った販売方針を

とるうえで、サトウキビ由来原料を配合したエコボトルを採用している。これは、OP

社は環境配慮型の企業であり、この点もブランディングに利用したいという意味も含

めている。 

また、商品発送時の包装についても簡易包装で行うことを考えている。 

 

 

図 4-12 パッケージ案 

 

〔お召し上がり方〕
1 日 6 粒を目安に、水又はぬるま湯などと一緒に
お召し上がりく ださい。 
〔ご注意〕
1. 開封後はキャップをしっかり閉め、直射日光・
　 高温多湿を避けて保存してください。
2. 乳幼児の手の届かない所に置いてください。
3. 体調・体質により、まれに合わない場合があり
    ますので、その場合はご使用をお控えください。
4. 疾病治療中の方、及び妊娠・授乳中の方は、医
    師にご相談の上ご利用ください。
5. 水濡れや汚れのつかない衛生的な環境でお取り
    扱いください。
6. 食物アレルギーのある方は、原材料名をご確認
    の上ご使用をお決めください。

〔栄養成分表示〕6 粒 (2.31g) 当たり
エネルギー 14.58kcal たんぱく質 0.14g
脂質 1.18g 炭水化物 0.85g 食塩相当量 0.01g

〔内容成分表示〕6 粒 (2.31g) 当たり
パブロバ藻粉末 270mg( フコキサンチン2.4-4.8mg)  
MCTオイル 883.8mgビタミンE含有植物油 112.2mg

2021.9.17   PVLV00001OP

〔名称〕 パブロバ 藻粉末含有加工食品 
〔原材料名〕 食用油脂（国内製造）、パブロバ 藻粉末、
ビタミン E 含有植物油 ／ 加工デンプン、グリセリン、
ゲル化剤 ( 増粘多糖類 )、コメヌカロウ、グリセリン脂 
肪酸エステル、植物レシチン (大豆由来 ) 
〔内容量〕 69.3g (385mg×180 粒 ) 
〔賞味期限〕 枠外○○に記載
〔保存方法〕 直射日光･高温多湿を避けて保存してくだ
さい。 
〔販売者〕 
オーピーバイオファクトリー株式会社　
沖縄県うるま市字州崎５番８
製造所固有記号は賞味期限の後に記載

お問い合わせ先　      http://pavlova.jp/

サトウキビ由来原料を配合した
エコボトル を使用しています。

キャップ 、防湿栓 、詰め物 、
ボトル 、ラベル、外装フィルム

Made in JAPAN
Born in the sea of OKINAWA

180 softgels Vegetarian / Vegan

健康補助食品

食生活は、主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを。

Born in the sea of OKINAWA
180 softgels Vegetarian / Vegan

健康補助食品
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4.4.7 販売戦略 

販売戦略を検討するのにあたって、顧客がどのように商品を選び購入にり、また更

にファンとなり、リピート購入するのかといった意思決定過程について検討したい。 

以下の図 4-13 は、マッキンゼー・アンド・カンパニーのプリンシパルであるデイビ

ッド・コートの消費者のブランドへの関与に関する見解である 11)。このモデルは、自

動車、スキンケア、保険、家電、携帯電話の 5業種について、 三大陸にわたるおよ

そ２万人の消費者を対象に行った購買意思決定の研究を基に開発された。その調査に

よれば、今日の消費者は、購買に至る過程で選択範囲を体系的に狭めていくのではな

く、もっと反復的で、それほど絞り込みをしないプロセスをたどる。このプロセス

は、①検討、②評価、③購入、④享受・支持・ きずなという４つの段階から成り立

っているとしている。 

 

図 4-13 消費者の意思決定モデル 

出所：参考文献から引用して筆者作成 

 

この CDJ モデルにパブロバ事業を当てはめて考察してみたい。顧客は、先ずインタ

ーネットをはじめ様々な媒体を通じてパブロバを知ることになるが、競合品企業が存

在する中で、OP 社という知名度の低い会社が作った商品を検討してもらわなければな

らない。この段階では、いかに会社と商品を信用してもらい、安心感を持ってもらう

かが鍵となると考えている。ユーグレナの例を振り返ると、「東大発」というキーワ

ードがこの信用と安心感を得るところに大きく貢献していたと推察される。OP 社の場
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じょうごモデル

マーケターは長年、消費者がま
ず多数の候補ブランドを念頭に
置いて事に取りかかり、入念に
選定対象を選り分けて、最終的
にどれを買うべきかを決定する
ものと想定してきた。購入後は、
消費者とブランドとの関係は通
常、製品やサービスの使用に関
わるものに限定されていた。

FEWER BRANDS ブランドの絞り込み

FINAL CHOICE 最終選択

BUY 購入

MANY BRANDS 多くのブランド

消費者の購買意思決定の旅（CDJ）

最近の調査によれば、消費者は、
選択範囲を体系的に狭めていく
のではなく、長期にわたる評価
段階の間にたえず検討を行って
ブランドを対象グループに加え
たり、そこから外したりする。
購入後は、そのブランドとの関
係性を無制限に構築し、自分の
経験をインターネット上で共有
することも多い。

BUY 購入

BOND きずな
THE LOYALTY LOOP
ロイヤルティ・ループ

CONSIDER 検討

ADVOCATE 支持

マーケターは、「検討」と「購入」の
段階を過度に重視して、広告を通じ
たブランド認知の構築や小売店での
販促活動による購入の促進に対し
て、必要以上の経営資源を割り当て
ることが少なくない。

検討と購入

評価段階へと誘導したり、購入後に
選択したブランドに関する好意的な
クチコミを広げるのを後押ししたり
するためのマーケティング投資は、
ブランド認知を構築して購入を促す
のと同じくらいに重要になるだろう。

評価と支持

消費者とブランドのきずなが十分に
強くなると、消費者は、以前通った「購
買意思決定の旅」の段階を経ること
なく、そのブランドを再購入する。

きずな

ENJOY 享受

EVALUATE 評価

従来

現在

THEN

NOW

Consider & Buy Evaluate & Advocate Bond 

Feature Articles

Branding in the Digital Age:
You’re Spending Your Money in All the Wrong Places Why You Didn’t Get That Promotion
「つながり」のブランディング

図表

消費者の購買意思決定モデルの比較
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FINAL CHOICE 最終選択

BUY 購入

MANY BRANDS 多くのブランド

消費者の購買意思決定の旅（CDJ）

最近の調査によれば、消費者は、
選択範囲を体系的に狭めていく
のではなく、長期にわたる評価
段階の間にたえず検討を行って
ブランドを対象グループに加え
たり、そこから外したりする。
購入後は、そのブランドとの関
係性を無制限に構築し、自分の
経験をインターネット上で共有
することも多い。

BUY 購入

BOND きずな
THE LOYALTY LOOP
ロイヤルティ・ループ

CONSIDER 検討

ADVOCATE 支持

マーケターは、「検討」と「購入」の
段階を過度に重視して、広告を通じ
たブランド認知の構築や小売店での
販促活動による購入の促進に対し
て、必要以上の経営資源を割り当て
ることが少なくない。

検討と購入

評価段階へと誘導したり、購入後に
選択したブランドに関する好意的な
クチコミを広げるのを後押ししたり
するためのマーケティング投資は、
ブランド認知を構築して購入を促す
のと同じくらいに重要になるだろう。

評価と支持

消費者とブランドのきずなが十分に
強くなると、消費者は、以前通った「購
買意思決定の旅」の段階を経ること
なく、そのブランドを再購入する。

きずな

ENJOY 享受

EVALUATE 評価

従来

現在

THEN

NOW

Consider & Buy Evaluate & Advocate Bond 

Feature Articles

Branding in the Digital Age:
You’re Spending Your Money in All the Wrong Places Why You Didn’t Get That Promotion
「つながり」のブランディング

図表

消費者の購買意思決定モデルの比較

89    Diamond Harvard Business Review  April 2011
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合は、15 年にわたる海洋生物資源からの探索研究の実績をいかに分かりやすく説明

し、知ってもらうかが重要である。 

次に購入のために商品を評価する過程では、基本的にウェブサイトで提供した情報

に依って行われることとなる。ドーン・イアコブッチ他「統合マーケティング戦略

論」12)によれば、消費者にとって重要度が高く、肯定的な事項として、一つのテーマ

に関する情報が深く正確、そして、図解が豊富でわかりやすいということが挙げられ

ている。 

OP 社は、探索プラットフォームを社内に保有しており、それを利用して得たパブロ

バに関する各種分析データを持っている。この点を最大限に活用し、説得力のある説

明を加えたいと考えている。また、既に消費者の信頼を得ている他の微細藻類素材

（特にユーグレナ）との比較を利用してパブロバの能力を示したいと考えている。 

具体的には、ウェブサイト上で説明する主な項目を以下のとおり想定している。 

①フコキサンチン高生産 

パブロバの一番の特徴であるフコキサンチン高生産であることを第一の特徴として

紹介する。たとえば、パブロバ・エクササイズ・プラス 6粒 1日分で摂取できるフコ

キサンチン量はモズクや昆布の 300 g 分（湿重量）に相当する（図 4-14)。 
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図 4-14 パブロバ の特徴（フコキサンチン 高生産） 

出所：パブロバ紹介サイト http://pavlova.jp/より引用 

 

②EPA、DHA 高生産 

ここでは、植物由来の EPA、DHA が摂取できることを強調する。市場に出ている

EPA、DHA は殆どが魚由来であり動物由来ということになる。植物由来の EPA、DHA が

摂取できるのは非常に稀なので強調すべき事項である。また、スピルリナ、クロレ

ラ、ユーグレナと比較して差別化のポイントの一つとなる（図 4-15)。 

�
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図 4-15 パブロバの特徴（EPA, DHA 高生産） 

出所：パブロバ紹介サイト http://pavlova.jp/より引用 

 

③細胞壁がない 

ユーグレナがその販売戦略において、細胞壁を持たないので消化吸収率が高い点を

アピールしているが、この特徴はパブロバにも当て嵌まるので、野菜や果物を比較対

象として有用性をアピールする（図 4-16）。 

 

 

図 4-16 パブロバの特徴（細胞壁がない） 

出所：パブロバ紹介サイト http://pavlova.jp/より引用 

 

④61 種類以上の栄養成分 

ユーグレナは 59 種類の動物および植物由来の栄養成分が摂取できるとアピールして

いるが、パブロバは、更に多い 61 種類以上の栄養成分数を強調する。また、アミノ
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����	�� �6�

Ð	 ��Ûæá<CV



 108 

酸スコアは、ユーグレナの 83 に対してパブロバは 94 と非常にバランスが良い（表 4-

7）。 

 

表 4-7 パブロバの特徴（61 種類以上の栄養成分） 

出所：パブロバ紹介サイト http://pavlova.jp/より引用 

 

 

上記のように４つの特徴を強調して、パブロバの有用性を消費者に訴えていく予定

である。 

販売形態は、EC サイトを使った通信販売のみとする。パブロバの紹介ウェブサイト

は作成済みで運用を開始している（図 4-17）。このサイトのコンセプトは BtoB でも

BtoC でも使えるものとしたため、専門的な用語の使用も制限していない。そこで、こ

の紹介サイトを元として、より分かりやすい表現を用い、BtoC 用のランディングペー

ジ（LP）および EC サイトを作成してゆく予定である。 

�� ������ �4-!#�5
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図 4-17 公開済みのパブロバ紹介サイト 

出所：パブロバ紹介サイト http://pavlova.jp/より引用 

 

LP および EC サイトで購入に導き、消費者に商品を届けた後は、実際に使ってもら

い、さらにリピート購入に導くということが必要になる。この過程では以下がポイン

トとなる。 

①商品に満足してもらえているか 

②飽きられていないか 

③商品、会社のファンになってくれているか（顧客ロイヤルティ）  

満足してもらえているかどうかは、商品の能力だけでなく、注文から商品到着まで

の過程でのコミュニケーション（受注連絡、発送連絡、荷物の配送状況照会など）、

商品到着後、箱を開けた際の感動の演出（パッケージや添付冊子）、問題が発生した

場合の対応方法（返品の方法などの明確な表示など）、リピート購入してもらうため

のメリットの提示、また購入への誘導など全てに留意し、しっかりと「きずな」を構

築してロイヤルティカスタマーグループに入っていただかなければならない。 

OP 社には、マーケティングやプロモーションの実経験を有する人材がいないので、

外部のネットワーク（外注、共同研究先）との連携が非常に重要となる。 
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4.4.8 事業化スケジュール 

パブロバ・エクササイズ・プラスは、2020 年 6 月に開発を開始した。ソフトカプセ

ルの試作から始まり、フコキサンチンの安定化確認を行い、濃縮液のフリーズドラ

イ、ソフトカプセル生産、充填ボトルのラベルデザインや LP および EC サイトの構築

を行い、2020 年中には販売を開始する予定である（表 4-9）。 

 

表 4-9 パブロバ・エクササイズ・プラス事業化スケジュール 
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第 5章 知財戦略 

 パブロバ開発の目的のひとつは、OP 社が保有する生物資源から探索プラットフォームを

活用して見出した未利用新規素材の開発成功例として、また、生物資源ビジネスのバリュ

ーチェーンのギャップを埋めた例として示すことにある。そして、その実績を事業面での

広告塔として活用し、既存事業であるライブラリー構築販売事業や化合物探索受託事業の

営業拡大につなげ、持続可能で強固なビジネスモデルの構築に繋げることである。そのた

め、パブロバの知財戦略を検討するにあたっては、先行技術を考慮し、パブロバだけに資

するブランディング要素に留めるのではなく、OP 社全体のブランディングを見据えた戦略

としたいと考えている。 

知財戦略を検討する上では、クローズド戦略をとり完全に秘匿するか、特許取得により

知財化して権利主張できるようにしておくか、または、オープン戦略をとって情報公開に

より市場の拡大を図るかの判断が非常に重要となる。当社のパブロバ事業においては、新

規素材による新規市場開拓型のため、当面はクローズド戦略をとるべきであると考えてい

る。クローズド戦略の中で、何をノウハウとして完全に秘匿するかについて知財化するか

は詳細な検討が必要である 1)2)。一方で OP 社全体の事業を考えると、パブロバ事業は成果

の具体例、広告塔として生物資源ビジネスの業界に示すことで、既存の事業拡大に繋げた

いとの意図もあるため、権利保護の必要はないがインパクトがある、例えば Varicon 社製

PBR での培養についてはオープン戦略で進めてゆきたいと考えている。 

ここでユーグレナ社の例を挙げると、同社はユーグレナ株の藻体生産方法の基本的な部

分については一切オープンにせず、また、特許も取得していない。完全にブラックボック

ス化されている。取得している知財は、有用物質の生産量向上策や燃料生産にかかる部分

など派生技術の部分に限っている。将来的に競合企業がユーグレナの大量培養に成功した

としても、ユーグレナ社としては商品価値を積み上げてゆくことによる差別化を図る考え

のようである。 

近年、神戸製鋼の子会社である神鋼環境ソリューションがユーグレナの大量培養に成功

し、ユーグレナ関連商品の販売を開始した 3)。しかし、ユーグレナ社の市場シェアには大

きな悪影響を及ぼしていないようである。同社は既にブランディングやプロモーションな

ど事業面でのアドバンテージが大きく、一定規模の知名度があり、ブランディングが完了

しているので現時点では優位性を保てているようである。しかし、この状況を長く続ける

ことができるかには疑問もあり、現在の戦略であるユーグレナの価値の向上のみでどこま

で逃げ切れるかは不明であるといってよいだろう。 

以下にパブロバ開発で想定される知財関連の出願項目を示す。 

l 特許出願案 1: 新規微細藻類（微生物特許）：出願済み 



 113 

l 特許出願案 2: 微細藻類含有製品およびその製造法：出願済み 

l 特許出願案 3: パブロバの用途：今後検討 

l 意匠出願：藻類培養器 

l 商標出願：Pavlova（ロゴ） 

これらの項目をバリューチェーン状にマッピングすると図 5-1 のようになる。パブロバ

の開発成果を事業へのプロモーションに活用することを想定すると、特許、意匠、商標を

出願することによって OP 社の事業領域すべてにおいて当社の価値を示すことに貢献でき

ると考えている。さらに、特許など知財の出願が終了したもの、また、オープン戦略で進

めるものについては、積極的に論文や学会発表を行うことで、OP 社の技術力を示し、営業

活動に繋げてゆきたいと考えている。 

 

 

図 5-1 出願特許・意匠・商標と OP 社事業との関連 

 

以下、特許、意匠、商標について個別に戦略を検討する。 

 

5.1 特許戦略 

特許出願案 1: 新規微細藻類（微生物特許） 

パブロバの種については、琉球大学理学部の須田教授によって同定中であるが、

Pavlova granifera に近いが新種になる可能性が高いということである。Pavlova 属の

種でこれまで産業利用されているのは、Pavlova lutheri が二枚貝の幼生の餌量として

利用されている例のみである。食品としての利用、商品化は今回の例が世界で初事例と

なる。このことから、パブロバ自体について微生物特許が取れる可能性が高いと考えて
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いる。ただし、特許出願に伴い株を寄託してしまうと、誰もが利用可能な状態になる。

微生物特許は、その株を使って開発した場合に保護される。パブロバは他の Pavlova 属

の種に比べ、フコキサンチンの生産性は高く、ω3脂肪酸の EPA や DHA についても生産

性は高いが、圧倒的に優位性があるかというとそうではないと考えている。よって、パ

ブロバで微生物特許を取ったとしても、他のハプト藻類で同様な商品開発を行なってし

まえば、近しい商品はできてしまう。そのため、微生物特許では競合の参入を防ぐこと

は困難であろう。そこで、微生物特許について、出願は既に行なったものの、寄託を中

止して特許も成立させないという方針に変更することとした。しかし、競合の参入を防

ぐ策は必須であるので、次に示す製造法に関する特許で、できるだけ幅広く権利を主張

すべく出願することにした。 

 

特許出願案 2:微細藻類含有製品およびその製造法 

技術戦略で記載したように、パブロバの藻体を食品として利用する場合、大量培養を

行い、回収・濃縮して、そのまま濃縮物を原料として利用するか、乾燥してパウダー原

料を生産するかのいずれかとなる。回収・濃縮工程はどのような方法で培養したとして

も必ず通る工程であり、本株の場合、遠心機等で濃縮する前に加熱を行い、クロロフィ

ラーゼを失活させ、フェオフォルバイドの生成を抑えない限り、藻体そのものを食品と

して利用することは困難である。よって、この製造法を特許として押さえておくのが知

財戦略上最も重要であると判断される。更に、パブロバに限らず、出来るだけ広い分類

群（Pavlova 属からハプト藻綱の間）で特許を成立させることができれば、競合企業の

参入を抑えられると考えられる。 

本案については現在 PCT に台湾を加えて出願済みである。 

 

特許出願案 3:パブロバの用途 

琉球大学医学部とは、フコキサンチンでも報告がある抗肥満と抗糖尿病関連の機能性

に関する共同研究を実施しており、パブロバにおいても機能が確認できているが、現時

点で特許化できるだけのデータが得られていない。今後、フコキサンチンではなく、パ

ブロバで機能性表示食品開発に向けた様々な機能性に関する検討を行なってゆく予定で

あるので、その結果をもって用途特許を出願してゆきたい。 

領域的には、代謝疾患系である肥満や糖尿病の予防に関するものに限らず、昨今のコ

ロナウィルス禍での免疫力強化ブームに乗り、腸内細菌叢改善や食糧事情の改善に貢献

すべく、水産餌料など幅広い分野での用途を開発してゆきたい。 
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5.2 意匠（デザイン）戦略 

ベンチスケール生産設備は、Varicon 社の PBR を導入しているが、シード作製用の

PBR は OP 社で設計、自作している。 

自社 PBR 開発のコンセプトは、不必要な機能を排除して最も重要な微細藻類培養にお

ける効率のみを追求することである。通常、5 L から 30 L 程度の水量のリアクター

は、市販品であれば１台 100 万円以上の価格である。これは、環境データ取得機能や水

温管理システムなど、あれば便利であるが、なくとも差し支えない機能が豊富に付属し

ているためだと考えられる。当社の PBR は、市販のアクリルチューブと水道用の塩ビ配

管を組み合わせて作製し、環境データは pH 測定のみ、pH 制御で CO2を吹き込める装置

を足しただけという極めてシンプルな構成である。このため、25 L タイプで 1台 5万

円以下で作製可能である。 

本技術については、特許を出願するには至らないため、意匠のみ出願して、当社の事

業に関連する技術としてのアピール用という位置付けとした。意匠は取得済みである。 

 

5.3 商標戦略 

商標については、ユーグレナの例で分析、検証したように、ブランディング戦略、プ

ロモーションにおいて極めて重要である。商標として、「パブロバ」という文字商標を

出願したいところであるが、パブロバは株の属名であることより、文字での商標は認め

られない。そこで、ロゴマークとして図 5-2 に示す商標を出願した。 

Pavlova の文字色はフコキサンチンの色を模して赤とし、上部のマークはパブロバの

丸みを帯びた細胞（O部分)とパブロバの形態的特徴である鞭毛用のハプトネマ（P部

分)を模したマークとなっている。OP 社の OP も表しており、OP 社のロゴマークにも使

用している。 

当社の知名度を向上させるために原料として使ってもらうクライアントには、最終商

品にロゴマークを掲載してもらうべく交渉してゆく。 
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図 5-2 パブロバ の登録済み商標 

 

表 5-1 に現時点の知財関連（特許、意匠、商標）の出願および登録状況一覧を示す。 

 

表 5-1 知財関連の出願および登録状況一覧 
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第 6章 財務戦略 

6.1 パブロバ BtoC 事業における財務計画 

6.1.1 原価計算 

サプリタイプであるパブロバ・エクササイズ・プラスの製造販売を行うにあたり、

現設備における生産可能量から製造原価の算出を行った。表 6-1 に現状のベンチスケ

ール生産設備において生産可能な乾燥パウダー量およびそれを用いて加工するソフト

カプセル 1ヶ月分（180 粒）を充填したボトル数の算出根拠を示す。 

年間を通じてフル生産を行なったとして、144 kg の乾燥パウダーが生産可能で、ボ

トル 16,000 本が生産可能である。この生産可能本数を原価計算の根拠データとして

使用する。 

 

表 6-1 現設備における生産可能量 

 

 

表 6-2 に現設備でフル生産を行なった場合の製造原価を示す。製造原価は

60,915,939 円となり、ボトル 1本あたりの原価を算出すると、3,807 円となった。こ

のボトル 1本あたりの原価をベースに次項で販売単価の検討を行う。 
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表 6-2 パブロバ・エクササイズ・プラス 1ヶ月分ボトルの原価計算 

 

 

6.1.2 販売単価設定 

販売単価を設定するにあたって、フィリップ・コトラー、ケビン・レーン・ケラー

「コトラー＆ケラーのマーケティング・マネジメント 1)」による価格設定方法を参考

にパブロバの価格設定方法を検討した（表 6-3）。コトラーらによると、価格設定方

法は 6種類に分類できる。パブロバでは、前項において原価を算出したので、ここに

販管費などを載せて十分な営業利益を確保する必要がある。そこで、マークアップ価

格設定が前提となる。そして、ターゲットリターン価格設定および知覚価値価格設定

も最終的に価格を設定する際には重要なファクターとなると考えられる。 
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表 6-3 価格設定方法の選択 

出所：フィリップ・コトラー、ケビン・レーン・ケラー「コトラー＆ケラーのマーケティング・マ

ネジメント」1)を参考に筆者作成 

 

 

コトラーは、価格設定のステップは大きく 6つの段階があると述べている。表 6-4

にその 6つのステップとその内容、そして、パブロバへの適用についてまとめた。  
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表 6-4 価格設定のステップ 

出所：コトラーのマーケティング戦略 542) P68 を参考に筆者作成  

 

 

以下、上記のステップ毎に考察する。 

 

①価格設定目的の明確化 

パブロバについては、新素材であることより、円滑に市場に浸透させ、知名度を向

上させることが最重要であると考えている。 

 

②需要の判断 

製品の需要としては、パブロバは新素材、新商品であるために、この商品への需要

は今後のテーマであるが、外部環境分析から、人々の健康意識が向上している状況

下、健康寿命の向上に貢献できるサプリメント（例えばダイエットや生活習慣病の改

善など）には大きな需要があると考えている。 

 

③コストの評価 

前項での原価計算により、パブロバ・エクササイズ・プラスの 1ヶ月分 1ボトルの

原価が約 3,800 円となる。一般的な健康食品通販会社は、原価率 20 % - 30 %で販売

価格設定を設定するとの情報がある（筆者による健康補助食品通販会社担当者へのヒ
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アリングより）。この情報を根拠として原価率 25 %でパブロバの販売単価を算出する

と、15,200 円となる。また、参考値として原価率 40 %で算出すると 9,500 円、原価

率 60 %で算出すると 6,300 円となる。 

 

④競合他社のコストや価格、オファーの分析 

ドラッグストアやコンビニエンスストアで販売されている健康補助食品の価格帯は

1,000 円から 3,000 円のものが多い。一方、通信販売で売られている健康補助食品、

例えばサントリーのセサミン EX や武田薬品の緑の習慣（ユーグレナ使用）などは、

4,000 円から 6,000 円の価格帯にある。更に、高級ラインに入る商品であれば、例え

ば日健総本社のドナリエラ（微細藻類のドナリエラを使用したサプリ）のように 1万

円を超える商品も存在する（表 6-5）。フコキサンチン に訴求した商品では 1ヶ月分

6万円を超える商品も存在する。 

 

⑤価格設定方法の選択 

先に述べたようにマークアップ価格設定を前提として、ターゲットリターン価格設

定および知覚価値価格設定も考慮する。 

定価については、ここでは一般的な健康補助食品会社の例に倣って原価率 25 %であ

る 15,200 円を採用する。この価格は健康補助食品としては高めの設定ではあるが、

実際の販売場面においてはキャンペーンや特別割引きを併用して販売していくことを

想定すると、定価についてはこの高めの設定で良いと考えている。 
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表 6-5 健康補助食品販売価格の比較 

 

 

6.1.3 損益計算書作成における前提条件 

パブロバ・エクササイズ・プラスについて、先ず 5年分の損益計算書を作成して損

益のシミュレーションを行った 3)。 

１）売上に関する前提条件 

パブロバ・エクササイズ・プラスの 1ヶ月分ボトルの販売本数計画を表 6-6 に示

す。 

2020 年度は、販売開始時期が同年 12 月となる予定であるので、500 本の設定として

いる。2021 年度は前年度の 10 倍の設定として 5,000 本とした。広告宣伝の策の効果

を確認しながらの販売とする。ここまでは、2019 年度に試験生産した濃縮物を使用し

てのボトル製造とする。2022 年度は、現設備でフル生産できる 16,000 本のうち

15,000 本を設定した。2023 年度には、現設備に LED 照明システムを増設し、生産量

を向上させ、生産される約 24,000 本のうち 20,000 本を販売する計画とした。2024 年

度は生産可能本数すべてを販売する計画とした。販売単価は、15,200 円（定価）と

9,500 および 6,300 円の 3パターンで検討した。 
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表 6-6 販売本数計画 

 

 

２）製造原価に関する前提条件 

2020 年度、2021 年度は生産要員 2名とし、2022 年度からは生産要員を 1名追加雇

用。その後 2024 年度まで生産は 3名体制を維持する（表 6-7）。 

2020 年度および 2021 年度は、PBR を稼働させず 2019 年に生産した在庫分を使うも

のとする。 

2022 年度末に現生産設備（7,000L タイプ）に LED 照明装置を増設し、2023 年度より

稼働させる。増設にかかる費用は 2,240 万円として、減価償却費は定率法とし、定率

償却率は 0.25 とする。 

 

表 6-7 人員および設備投資計画 
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広告宣伝費は、一般的な健康補助食品通販会社の設定では、売上の 30 %を広告宣伝

費として設定することが多いという情報を得ている（筆者による健食通販企業担当者

への直接ヒアリングより）。また、初年度については、ウェブサイト作成やプロモー

ションに費用がかかるので売上の 50 %程度を計上するということである。 

よって、本損益計算書における広告宣伝費は、2020 年度については売上の 50 %を、

それ以降の年度は売上の 30 %として計上した。 

 

6.1.4 損益計算書 

損益計算書は、売上、費用、利益・損失をまとめたもので、事業および会社の収益

力を見積もるものである。先に示した前提条件に基づき、下記の通り 3つのケースで

損益計算書を作成した。表 6-8 に定価設定である原価率 25 %の 15,200 円で販売した

場合、表 6-9 に原価率 40 %の 9,500 円で販売した場合、また、表 6-10 に原価率 60 %

の 6,300 円で販売した場合の損益計算書を示す。 

2020 年度については、販売開始が 12 月以降となり、販売目標数も少ないので販売単

価 15,200 円、9,500 円および 6,300 円の場合のすべてにおいて営業損益および償却前

営業損益ともに赤字となる計画である。ただし、ここではパブロバ事業のみの損益を

示しているために赤字が計上されているが、実際にはこの赤字分については既存の受

託事業で補う計画である。販売単価 15,200 円の場合は 2021 年度以降、9,500 円場合

には 2022 年度以降、販売単価 6,300 円の場合には 2023 年度以降に営業損益が黒字に

転じる計画である。 

定価は 15,200 円とするが、キャンペーンや特別割引では 6,300 円や 9,500 円の販売

単価とする予定である。しかし、6,300 円の単価を多用すると収益性が悪化するの

で、できる限り、定価に近い価格で販売できるようブランディングとプロモーション

を行う計画である。 

本商品については、オンリーワン素材であることをもって独自のポジショニングを

し、高価格商品でも売れるブランディング、プロモーションを行っていくが、売上そ

して収益率を向上させる方法については検討するべきで、次の 2つの方法が考えられ

る。①少量で付加価値の高い商品開発を行う、 ②生産量を増加させ原価を下げる。 

①については、パブロバの場合、開発開始当初は高付加価値品としてフコキサンチ

ンを精製して純品での販売を企画していたが、海外を含め競合が多く存在しており、

また、コモディティ化も進みつつあり、価格競争に入っていくことが予想されたので

この案は中止した。そこで、パブロバというオンリーワン素材として展開することに

よって独自のポジションを獲得することにした。そのためには、パブロバを使った高
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付加価値品として検討する必要がある。加えて現設備での生産量で収益率の向上が狙

え、かつ供給量が少量で良いものということで検討した結果、抽出物としての化粧品

原料が最も現実的であると考えられた。本件は、大手化粧品メーカーおよび製薬会社

と共同開発を行うことが決定している。共同で化粧品原料を開発し、両社には原料と

して供給する予定である。現時点では、使用に適した抽出物量などが検討できていな

い状態のため、損益計算までは至っていない。本件については引き続き検討を継続し

てゆく。 

②の生産量を増加させる案については、現状で保有しているデータをもってシミュ

レーションが可能であるので、次項において検討を行う。ただし、OP 社で生産設備を

増強して増産するということは想定していない。基本的には、微細藻類素材生産から

BtoC 事業までを行う計画のある企業に、事業を売却もしくはライセンスアウトして相

手先で実施することを想定している。 

 

表 6-8 損益計算書：ケース 1 販売単価 15,200 円（原価率 25 %） 
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表 6-9 損益計算書：ケース 2 販売単価 9,500 円（原価率 40 %） 
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表 6-10 損益計算書：ケース 3 販売単価 6,300 円（原価率 60 %） 

 

 

6.1.5 培養水量 200 トンに増設した場合のシミュレーション 

現設備の生産用 PBR の水量は、7トンが 2基で 14 トンである。今回の生産設備増設

のシミュレーションにおいては、水量を 200 トンに増大させた場合で検討を行った。

表 6-8 に培養水量 200 トン設備に増設する場合に必要となる投資項目および必要とな

る金額をまとめた。培養水量 200 トン設備には 10 億円の設備投資が必要となると試

算された（表 6-10）。 
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表 6-10 培養水量 200 トン設備に増設する場合に必要となる投資項目 

 

 

表 6-11 に培養水量 200 トン設備に増設した場合の乾燥パウダー量およびそれを用い

て生産できるサプリタイプボトル（ソフトカプセル 180 粒 1ヶ月分）の数量を示し

た。乾燥パウダーは、年間で 2,245 kg 生産可能で、サプリタイプボトルは 249,444

本生産可能であると試算された。 

 

表 6-11 培養水量 200 トン設備に増設した場合の生産量 

 

 

249,444 本すべてを販売するという仮定で、販売単価を 6,300 円とした場合で損益を

計算した（表 6-12）。なお、製造原価の要員数については 8人（現設備で試算では 3

人）、販売及び一般管理費における、要員数は、3人（現設備での試算では 2人）と

設定し、消耗品や光熱水費などは現設備を用いたベンチスケール試験で得られたデー
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タを根拠として算出した。なお、販売及び一般管理費における広告宣伝費は売上の

30 %に設定した。 

売上は、生産したサプリタイプボトルが全て売れたケースで算出している。販売単

価 6,300 円の場合は売上高が 19 億円、営業損益は 3.8 億円、償却前営業損益は 6.3

億円と計算された。 

前項で述べたように、OP 社においては、10 億円の投資を行って生産設備を増大させ

ることは想定していないが、パブロバ事業を購入もしくはライセンスインする企業が

あれば、その企業での実施を想定している。そこで、対象企業にとって投資効果があ

るかどうかを判断する材料として ROI（投資収益率） を算出した。ROI とは、償却前

営業利益を投資金額で割って算出するものである。今回は、企業がパブロバ事業を購

入するという前提として、パブロバ事業購入にかかる投資額を 2.7 億円と設定し(2.7

億円の根拠は事項で詳細を示す 4年周期の開発にかかる費用合計と同額）、設備分を

合わせた合計投資金額を 12.7 億円として計算を行った。その結果、販売単価 6,300

円の場合の ROI は 49 %となった。通常 ROI は 20 %以上で投資価値ありと判断される

ので、2年半弱で投資分が回収できる計算となり、投資効果は高い事業であると判断

される数値だと考えらえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 131 

表 6-12 損益計算書および ROI（培養水量 200 トン設備に増設した場合） 
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6.2 自社商品開発・ライセンス事業における財務計画 

6.2.1 財務計画の前提条件 

パブロバについては、単体の事業として事業化検討を行ない、OP 社の事業として、

また、売却先およびライセンスアウト先における事業として成立する可能性は確認で

きたが、OP 社において、継続的に生産活動および BtoC 販売活動を行うのは現実的で

はないと考えている。OP 社全体のビジネスとして考えた場合、OP 社の探索プラット

フォームを用いて見出したシーズを、継続的にバリューチェーンの中流から下流にか

かる開発を行い、事業化検討が完了した時点で売却もしくはライセンスアウトしてい

くモデルがベストプランであると考えている。 

また、上記モデルにおいては、開発したシーズの生産性を向上できる企業および最

終商品企画や販売力に優れた企業と予めアライアンスを締結することができれば、OP

社は上流の新規シーズ探索および発見されたシーズの事業化検討までの開発に集中す

ることが可能となり、全体として大きなシナジーを発揮できると考えている。 

以下、図 6-1 に自社商品開発・ライセンス事業を加えた OP 社のビジネスモデル案を

示す。 

 

 

図 6-1 ビジネスモデル（自社商品開発・ライセンス事業） j � ���OF/*5-9
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以下に自社商品開発・ライセンス事業のモデルケースをパブロバの開発例を参考に

設定し、財務計画を立案した。 

パブロバの開発において、シーズ発見後、生産プロセス検討開発を開始してから 4

年目で商品販売開始までが完了した。よって、4年を一周期として、以下の前提で開

発スケジュールを設定した（表 6-13）。 

l 開発シーズは、OP 社の探索プラットフォームにて発見したものを使用する。 

l パブロバの例から、ラボスケール検討、ベンチスケール検討、事業化検討の各フェ

ーズの期間はそれぞれ 1年程度であったので、1年目にラボスケール検討、2年目

にベンチスケール検討、3年目に実際のサプリ試作などの事業化検討、そして 4年

目に導出するという１セット 4年の計画とした。 

l 1 年おきに 1つずつシーズの開発を開始していく設定とした。 

l フォトバイオリアクター等の設備は、実際には導入済みであるが、本モデル検討に

あたっては、新たに導入する前提とした。 

 

表 6-13 自社商品開発スケジュールおよび売上高 

 

 

6.2.2 損益計算書 

前項にて設定した条件で。損益計算書を立案する。立案にあたり以下を前提条件と

して設定する。 

（売上に関する前提条件） 

l シーズ開発は、企業との受託型共同開発を前提とする。シーズ１件につき、4年

周期で開発から導出を行う。4年周期の 1年目と 2年目には、神戸大学発ベンチ

ャーで合成生物学的手法を用いたバイオファウンドリ企業であるバッカス・バイ

オイノベーション（以下、「バッカス社」という）において株の増殖性や有用化
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合物生産性向上を並行して行う計画とした。初年度は売上を 6,000 万円とした。

内 3,000 万円はバッカス社への外注費である。2年目はベンチスケール検討にコ

ストがかかるので、8,000 万円（内 3,000 万円はバッカス社への外注費）、3年目

は 3,000 万円を受け取る設定とした。導出年度の 4年目は無しとした。 

l 各シーズ開発期間の 4年目に導出し、マイルストン収入として導出時に 1億円を

受け取る設定とした。マイルストン収入は初回 1回のみとし、導出後 3年目から

売上の 5%をロリヤリティとして受け取る設定とした。導出先での売上は年間 20

億円と仮定して、その 2.5 %の 5,000 万円が毎年入ってくる計算とした 

l この売上に関する前提条件の妥当性について以下に説明する。5.1.5 項において

設備投資のための費用 10 億円とパブロバ 事業購入費として 2.7 億円の合計 12.7

億円の投資を行っても、収益が十分確保できることが確認できており、投資価値

があると結論付けた。設定したパブロバ 事業購入費としての 2.7 億円は、上述し

た 4年間の受託型共同開発費合計額と同額であるので、ここでの売上金額設定と

しては妥当であると推察される。また、導出後 2年間、商品販売に向けた商品企

画やマーケティングを行った上で導出後 3年目に販売開始となる設定としている

が、損益計算において販売開始年度の営業利益が 4.81 億円出る計算となってお

り、その商品企画やマーケティング費用を含めても許容範囲内の支出であると推

察される。また、売上の 2.5 %分のロイヤリティ支出については、導出先での売

上が 19 億円とした場合、ロイヤリティは約 4,800 万円であるので、こちらについ

ても許容範囲内の支出であると推察され、売上金額設定としては妥当な金額であ

ると考えられる（表 6-14）。 
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表 6-14 導出先にてパブロバ 事業を行った場合の損益計算 

 

 

l 受託型共同開発においては、2月末に成果品として報告書を納品する。よって、

仕掛品は無しとした。また、4月に当該年度分の半額を請求し、残りの半額は報

告書納品時に請求、3月末に入金の計画としたので売掛金は無しとした。 

l 当社からの成果品は、確立した培養プロセス（報告書）、機能性等関連データ

（報告書）、生産株、関連知財（出願のみ）、商材試作データ（報告書、サンプ

ル）となる。よって、棚卸資産は無し。 
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（製造原価の前提条件） 

l パブロバの開発例を設定の根拠とした。 

l 人員計画は、1年目は研究員 2名と間接要員１名、2年目、3年目に研究員を 1名

ずつ追加して、3年目以降は研究員 4名、間接要員１名の計 5名体制とした。 

l １年目に、ベンチスケールフォトバイオリアクター（パブロバで使用しているも

のと同じ仕様）を導入して稼働可能な状態にした。 

l 減価償却費は耐用年数 8年として、定額法で償却していく。 

l 水道光熱費、外注費および消耗品などは、パブロバのベンチスケール試験の実績

を元に算出、なお、ベンチスケール検討においては、リアクターを月に 1回、年

間 12 回運転して検討することとした。 

l 修繕費は、フォトバイオリアクター関連機材の約 2 %を計上し、3年目以降ベンチ

スケールの検討を行う年は毎年計上した。 

l 成分分析費および安全性試験にかかる費用は、それぞれ 100 万円と 370 万円を計

上し、2年目以降ベンチスケールの検討を行う年は毎年計上した。 

l 4 年周期の 1年目と 2年目には、株の生産性向上を行う予定であるので、バッカ

ス・バイオイノベーションに年間 3,000 万円の外注費を計上した。 

 

（販売および一般管理費の前提条件） 

l 間接要員１名とした。 

l 特許調査 270 万円および特許出願 100 万円を、2年目以降ベンチスケールの検討

を行う年は計上した。 

l サンプル送料などの諸経費として 100 万円を毎年計上した。 

上記を前提にて立案した損益計算書を以下表 6-15 に示す。 
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表 6-15 損益計算書 

（1年目〜10 年目） 
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（11 年目〜20 年目） 

 

 

6.2.3 貸借対照表 

貸借対照表を立案するにあたり、以下を前提条件とした。 

l 売掛金および仕掛品は無し、買掛金回転期間は 1ヶ月とした。 

l 初年度にベンチスケール生産設備（フォトバイオリアクター、回収装置等）の設

備投資を行う設定とした。設備投資金額はパブロバの実績から算出し、1.6 億円

とした。その後、9年目および 17 年目に初年度と同一額の 1.6 億円で設備を更新

する計画とした。 

l 初年度に設備投資分と運転資金を合わせて 2億円の資金調達を行う設定とした。 

 上記を前提にて立案した貸借対照表を以下表 6-16 に示す。 
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表 6-16 貸借対照表 
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6.2.4 キャッシュフロー計算書 

立案した損益計算書および貸借対照表を前提にキャッシュフロー計算書を立案した

（表 6-17）。 

 

表 6-17 キャッシュフロー計算書 

 

 

 

6.2.5 自社商品開発・ライセンス事業の価値評価（DCF 法） 

新事業を行うにあたり、資金調達や事業売却など検討する上で事業価値評価は重要

な判断材料となる。現状の財務計画を前提とした事業価値を検討することで、事業戦

略やアライアンス戦略などの更なる検討を行う上で重要な指標、ヒントを得ることが

できるので有用である。 

事業価値評価の方法としては、純資産法に代表されるコストアプローチ、マルチプ

ル法に代表されるマーケットアプローチ、ディスカウント・キャッシュフロー法
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（DCF 法）に代表されるインカムアプローチがある。今回検討を行う自社商品開発・

ライセンス事業は新事業であるので、将来生み出す価値についての検討が必要であ

る。よって、事業価値の評価については、上述の 3法の中では DCF 法が適していると

判断し、同法により 20 年目までの事業価値を求めた 3)。 

DCF 法による事業価値を求めるにあたり、以下を前提条件とした（表 6-18）。 

l 前提として、先に立案した財務計画の数値を用いた。 

l 資金調達は 1年目に 100 %エクイティで行い、借り入れは無しとした。 

l リスクフリー・レートは、10 年物国債の平均利回りとして 3 %とした。また、マー

ケット・リスクプレミアムは 5 %とした。 

l βについては、本事業はライセンス型であり、類似する上場企業として創薬ベンチ

ャーが考えられたが、本事業は食品分野とすることとしているため、開発にかかる

費用や成功報酬の額の算定など大きく乖離している。よって、ここでは、仮に 1と

した。 

l 有利子負債の利子率は 5 %とし、法人税率は 30.62 %とした。 

l 自己資本コストの計算結果は 8 %となり、負債比率は 0であることから加重平均資

本コストは 8 %となり、この値を割引率とした。 

 

表 6-18 加重平均資本コスト（WACC)の前提数値と計算 

出所：超入門企業価値経営 3)を参考に筆者作成 

 

 

 

上記前提により算出された 20 年経過時の割引現在価値は 7億 6,530 万円となった

（表 6-19）。次にターミナルバリューを下記の計算式で求めた。 

ターミナルバリュー = 残存簿価/(1+割引率)20 
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残存簿価は 8,000 万円で、割引率は 8%を適用した。その結果、ターミナルバリュー

は 1,720 万円となった。 

よって、DCF 法による事業価値は 7億 8,250 万円となり、有利子負債の価値はゼロで

あるので、株主資本価値は 7億 8,250 万円となった。ただし、これは、自社商品開

発・ライセンス事業のみの価値評価の結果であり、OP 社の既存事業であるライブラリ

ー構築・販売事業および化合物探索受託事業についての価値評価は含まれていない。 

 

表 6-19 DCF 法による事業価値評価 

（1年目〜10 年目） 

 

（11 年目〜20 年目） 

 

 

6.2.6 考察 

今回の自社商品開発・ライセンス事業のモデルでは、1年目に資金調達を行い、設備

を導入して、かつ開発に係る資金は、受託型共同開発で企業からの資金で事業を行う

設定とした。評価の結果、投資価値がある事業であると考えられた。また、このモデ
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ルでは設備を新規に導入する前提で評価を行なったが、既存の設備を使用する前提で

あれば、初年度の資金調達を行う必要は無くなり、さらに、価値が出てくると考えら

れる。一方、今回の検討ではパブロバ藻体を利用したサプリメントの例を根拠とした

検討であったが、売上そして収益率を向上させる方法については検討するべきで、少

量で付加価値の高い商品の開発を行うべきであると考えている。そうすることにより

価値は向上するのではと考えている。 

パブロバの場合、高付加価値品として抽出物としての化粧品原料や医薬品などへの

適用が考えられる。化粧品原料については、すでに大手化粧品メーカーおよび製薬会

社と共同開発を行うことが決定しており、開発後は両社に化粧品原料として供給する

予定となっている。現時点では、使用に適した抽出物量などが検討できていない状態

であるので、損益計算までは至っていないが、引き続き開発を継続し、事業性を見極

めていく予定である。 

今回検討したモデルの考察に戻り、生物資源ビジネスにおけるバリューチェーンの

中下流に位置する企業と予めアライアンスを結ぶことがきれば、①下流に位置する企

業の資金で OP 社がシーズを開発する、②中流に位置する生産プロセス開発・検討を

行う企業で生産量を増加させる、③下流に位置する商品企画、販売を得意とする企業

で販売するという流れが構築でき、それぞれの企業にとってのシナジーが発生するこ

とが予想され、OP 社が目指す持続可能で強固なビジネスモデルの構築が実現できる可

能性が高まると考えられる。 

中流に位置する企業の候補としては神戸大学発ベンチャーのバッカス社が挙げられ

る。 

下流に位置する企業としては、例えば製薬会社 A社が挙げられ、現在アライアンス

構築に向けた調整が進んでいるところである。製薬会社 A社とは、パブロバ事業にお

いて、機能性表示食品としての開発、化粧品原料としての開発、また、パブロバ以外

の微細藻類を中心とした生物資源全般を利用した商品開発における連携が開始されて

いる。 

次項で、具体的にバッカス社および製薬会社 A社とのアライアンス戦略について検

討する。 

 

6.3 アライアンス戦略 

6.3.1 OP 社の提供価値 

OP 社の提供価値を、アライアンス先からの視点で図 6-2 にまとめた。 
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生物資源ビジネスにおけるバリューチェーン上での上流部分が OP 社の既存事業（①

ライブラリー構築・販売事業、②化合物探索受託事業）にて活動している領域とな

り、中下流が新事業として開始した③自社商品開発・ライセンス事業（パブロバ事業

含む）の活動領域となる。 

 

 

 

図 6-2 生物資源ビジネスにおけるバリューチェーンと OP 社の提供価値 

 

表 6-20 に、それぞれの領域における OP 社の具体的な提供価値についてまとめた。 

それらは、１）生物（遺伝）資源収集、２）ライブラリー、３）R&D 機能、４）アラ

イアンスネットワーク、５）営業ネットワーク、６）探索関連研究設備、７）パブロ

バ事業に分類できる。アライアンス先候補として記載したバッカス社および製薬会社

A社について、具体的な例として以下で検討を進めたい。 
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表 6-20  OP Bio 提供価値概要 

 

 

バッカス社のビジネスモデルは、統合型バイオファウンドリを利用して受託ビジネ

スを展開してゆくというものであるが、同社がこれから受託事業を構築していく上

で、OP 社の営業ネットワークを即戦力として活用できると考えている。また、バイオ

ファウンドリを運用していく上で、例えば、特定の機能を持った新規酵素の探索など

を行う場合、独自の生物（遺伝）資源ライブラリーにアクセスできることは大きなメ

リットとなる。 

また、酵素を始め新規化合物探索に係る R&D 機能、関連設備を保有していることに

より、その探索効率、スピードが向上する。更に、ライブラリーに目的の生物（遺

伝）資源が存在しなかった場合、新規に野外から収集してくることも可能となる。バ

ッカス社の事業領域には競合企業が複数社存在するが、OP 社の機能を吸収することに

より、競合企業との差別化にも役立つと考えている。 

次に、製薬会社 A社は、医薬、スキンケア領域での事業展開を行なっているが、近

年機能性食品など食の事業にも進出している。OP 社の機能は上記各領域における新素
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材の探索、そして、事業化に係る開発まで実施できることは有用であると考えてい

る。 

また、OP 社＋バッカス社と製薬会社 A社が連携することで、①OP 社がシーズを開発

する、②バッカス社で生産量を増加させ、③製薬会社 A社が商品企画、販売するとい

うエコシステムが構築でき、それぞれの企業にとってのシナジーが発生することが予

想される。 

連携の具体的な方法としては、業務委託契約、共同研究契約、資本業務提携、およ

び M&A などが考えられる。ここでは、OP 社をバッカス社が買収（M&A)、そして製薬

会社 A社とはアライアンスを結ぶという想定で検討を進めてみたいと思う。 

 

6.3.2 純資産法に基づいた企業価値評価 

6.2.5 項では DCF 法を用いて、既存事業（ライブラリー構築・販売事業、化合物探索

受託事業）を除く自社商品開発・ライセンス事業のみについての価値評価を行なっ

た。ここでは純資産法に基づき、のれん代を含めて、既存事業も含めた OP 社全体の

価値評価を行ってみた。のれんとは、企業が保有する無形固定資産のことで、ブラン

ド力や技術力、ノウハウなどを指す。 

OP 社の場合、2020 年 3 月期の純資産は約 1億円である。しかし、ここには無形固定

資産、ブランド力、技術力、ノウハウは反映されていないので、のれん代も含めた検

討を行ったので、以下に検討結果を示す（表 6-21）。 

検討を行う上で、2つのパターンで検討した。パターン１はライブラリーの価値を重

要視したパターン、パターン 2はライブラリーの価値を下げた価額設定としたパター

ンである。それぞれのパターンにおける価額の算出根拠詳細は、以下の各項目中に示

した。 

 

１）生物（遺伝）資源収集 

OP 社では、海洋を中心に全国の漁師や漁協、大学等のアカデミア、公的研究機関と

のネットワークを構築しており、必要に応じて各地のサンプルを収集することが可能

である。OP 社のベースは環境調査会社であるため、海洋に限らず陸上生物のサンプリ

ングにおいてもネットワークを保有している。このネットワークは具体的価額を算出

することが困難である。 
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２）ライブラリー 

保有しているライブラリーは、微生物株、微細藻類株、抽出物（微生物、微細藻

類、海洋生物、植物）、単離化合物で構成されている。価額を算出するにあたり、根

拠として、OP 社で実際に販売している価格を適用した。 

微生物および微細藻類株については、パターン 1では Exclusive 販売価格（1株

50,000 円）を適用、パターン 2では Non Exclusive 価格（1株 15,000 円）を適用し

た。抽出物については各パターンともに同一価格（1 mg 販売価格 4,000 円）とし、化

合物についてはパターン 1では高価格化合物単価（1 mg 販売価格 200,000 円）を適用

し、パターン 2においては低価格化合物販売価格（1 mg 販売価格 30,000 円）を適用

した。 

保有データベースについては、パターン 1では販売単価 200,000 円で 100 セット販

売した場合の価格、パターン 2ではパターン 1と同一価格で 50 セット販売したケー

スで算出した。 

その結果、パターン 1では 11 億 5,000 万円、パターン 2では 3億 7,800 万円と算出

された。 

 

３）R&D 機能 

OP 社においては、有用な化合物を生産する生物や新規化合物を探索するプラットフ

ォーム（人材、ノウハウ）が最大の価値である。ノウハウは金額を算出するのが困難

であるので、ここでは、2019 年度探索プラットフォームを使用して受託した案件の合

計金額を適用して、1億 3,000 万円とした。この数字は各パターン共通としている。 

 

４）アライアンスネットワーク 

これまで延べ 500 地点以上での生物資源サンプリングを支える海洋、陸上を問わな

いサンプリングネットワークを保有している。また、化合物探索受託事業で構築した

アッセイ系機関とのネットワークを保有している。このネットワークは具体的価額を

算出することが困難であるが、構築するのに最低 3年程度はかかると考えられるた

め、年収 1,000 万円の人員が 3年かけて構築したと想定して 3,000 万円とした。 

 

５）営業ネットワーク 

専門研究者が営業を行い、受託実績を積んできたことにより構築された、クライア

ントの研究部門のキーパーソンと信頼関係の上に成り立ったネットワークを保有して

いる。延べ 100 社以上との直接取引口座も保有している。受託事業を立ち上げるバッ
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カス社にとっては非常に有効なネットワークとなると考えている。このネットワーク

についても具体的価額を算出することが困難であるが、アライアンスネットワークと

同様に構築するのに最低 3年程度はかかると考えられるため、年収 1,000 万円の人員

が 3年かけて構築したと想定して 3,000 万円とした。 

 

６）探索関連研究設備 

素材採取、抽出物作製、アッセイ、化合物精製・同定、スケールアップ検討など天

然物の研究開発からスケールアップ検討（微生物、微細藻類）まで実施できる機材、

設備を保有している。また、沖縄県バイオ関連施設 2箇所に入居していることで探索

からスケールアップ、商品化実証までできる共通設備を利用可能である。 

OP 社で購入した設備（パブロバ関連は除く）の期首帳簿価格は 2,800 万円である。

よって、各パターンともに期首帳簿価格を採用して 2,800 万円とした。 

 

７）パブロバ事業 

OP 社で購入した設備の 2020 年 3 月期の期末帳簿価額は 1億 500 万円である。よっ

て、パターン 1、2ともに 1億 500 万円を採用した。 

過去の研究開発投資額については約 7,000 万円とした。 

そして、パブロバ 関連の知財およびパブロバ事業の価値は 2億円とした。これは、

自社商品開発・ライセンス事業において 4年間の受託型共同開発費として設定した

2.7 億円から過去の研究開発投資額の 7,000 万円を差し引いた額である。 

合計して、パターン 1、2ともに 3億 7,500 万円と算出された。 

 

上記１）から７）までで算出した価額を合計すると、パターン 1で 17 億 4,300 万

円、パターン 2では 9億 7,100 万円となる。 
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表 6-21  OP 社の価値評価（定量） 

 

 

6.3.3 結論 

6.2.5 項では自社商品開発・ライセンス事業のみについて DCF 法に基づいた価値評価

を行った。その結果、7億 8,250 万円という結果が得られた。ただし、これは既存事

業（ライブラリー構築・販売事業、化合物探索受託事業）を除いた評価額であるの

で、既存事業を加えて評価を行った場合、更に評価額は向上すると考えられる。本件

については今後既存事業も加えた企業全体での価値評価を行いたいと考えている。ま

た、前項においては、純資産法に基づいた OP 社全体の価値評価を行った。その結

果、ライブラリーの価値を重要視したパターン 1において 17 億 4,300 万円と算出さ
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れ、また、ライブラリーの価値を下げて評価したパターン 2においては 9億 7,100 万

円と算出された（表 6-22）。 

今回実施した 2通りの価値評価においては、パブロバ 事業については、サプリタイ

プ健康補助食品開発におけるの実績データに基づいて評価したが、今後開発していく

予定である化粧品原料や医薬品などの高付加価値品の例に基づいて価値評価を行った

場合、評価額は更に上振れしていくことが予想される。直近では、化粧品原料の開発

を化粧品メーカー、製薬会社と共同で実施予定であるので、価値評価を行うにあたり

十分なデータが得られたところで改めて企業（事業）価値評価を行いたいと考えてい

る。 

 

表 6-22  企業（事業）価値評価結果まとめ 

 

 

6.4 持続可能で強固なビジネスモデルの構築 

第 4章事業戦略で検討したように、バリューチェーンの上流はブルーオーシャンであ

り競合企業は元々少なく、上流に主軸を置きつつ、生物資源を利用したバリューチェー

ンを繋げば独自のポジションを形成できる可能性が高い。しかし、バリューチェーン上

には大きなギャップが存在するので、OP 社とバッカス社が連携することにより、一方

ではパブロバの例で示したような新たな生産技術を取り入れることにより、また一方で

は合成生物学的手法を用いて生物自体の生産性の改善を行うことによりそのギャップを

埋めることが可能となり、さらに、例えば製薬会社 A社のように下流に強い企業とアラ

イアンスを結んでおくことで持続可能で強固なビジネスモデルの構築が完成する（図

5-3）。本研究におけるイノベーション・アイデアをもって実現する成果がこのビジネ

スモデルとなる。 

製薬会社 A社を例にすれば、医薬、化粧品、食品領域ということになるが、OP 社＋バ

ッカス社の対象領域は幅広いので、例えば化学系企業やエネルギー系企業など多様な分

野の企業とのアライアンスを強化していけば、更に強いビジネスモデルに成長させるこ

とが可能であると考えている。 
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図 6-3 アライアンス先との連携による持続可能で強固なビジネスモデル構築 
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第 7章 結論 

以下に本研究論文の概要および成果を各章別に示す。 

（第 1章 序論） 

筆者が創業したオーピーバイオファクトリー株式会社（OP 社）では、海洋生物資源ライ

ブラリーを構築・販売し、更に、ライブラリーを利用したシーズ探索サービスを提供して

いる。生物資源を利用したビジネスのバリューチェーンを上流、中流、下流に分類する

と、素材収集、ライブラリー構築、評価が上流にあたり、生産プロセス検討、原料生産が

中流となり、商品企画、調達・製造、マーケティング・プロモーション、商品販売が下流

と分類できる。OP 社の事業活動は上流に位置する。中流においては、①生産技術の不足や

②生産性の低さから、そこがギャップとなり、物量が確保できず発見された有用シーズの

開発が進まないことがしばしば発生する。よって、①および②の問題を解決してバリュー

チェーンを繋げることが OP 社の今後の事業成長にとって非常に重要な課題であると考え

ている。そこで、本研究では、これまで生産技術の不足で商業活用できなかった

OPMS30543 株（パブロバ）を近年技術革新が著しいフォトバイオリアクター（PBR）を用い

て生産、事業化することで、上述の「①生産技術の不足による問題」の解決例として示

し、また、もう一つの問題である「②生産性の低さによる問題」については、近年劇的に

技術が進歩している合成生物学的手法をアライアンスによって活用することによる問題解

決を実現したいと考えている。この 2つの問題を解決することによりバリューチェーンを

スムーズに繋ぐことができれば、OP 社が保有する多様な未利用生物資源の活用促進につな

がり、バイオ関連の「ものづくり」に大きく貢献できると考えている。これが、筆者が考

えるイノベーション・アイデアである。 

 

（第 2章 先端研究） 

パブロバは、フコキサンチン高生産株として発見された株である。ただ、有望な株であ

るにも関わらず、コンタミに非常に弱い株で、大量培養が出来ず、研究開発が止まってい

た。しかし、PBR を活用することにより大量培養が可能になると考えられたので、基礎培

養条件を検討するとともに、ラボスケールにて PBR を用いた培養検討を行なった。 

最初に同属別種 2株と比較したところ、フコキサンチン生産量が有意に高く、フコキサ

ンチン生産株として有望であることが確認された。次に複数種の培地を用いて最適培地を

検討したところ、IMK 培地が最適であることが分かった。また、窒素源としては NaNO3 が

最適であることが分かった。海水濃度は 25 %-100 %で生育が可能であったが、中でも

50 %濃度が最適であることが確認できた。炭素源は、グルコース、酢酸ナトリウム、重炭

酸ナトリウムを添加すると、バイオマス量が増加することが確認できた。また、グルコー
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ス、メタノール、酢酸ナトリウムを添加するとフコキサンチン量が増加することが分かっ

た。 

ラボスケールでの培養器の検討においては、アクリルパイプ PBR を用いた場合に、コン

タミネーションも無く、オープンタンクよりも多くのバイオマス量が確認され、約 7倍の

差が確認できた。また、一般的な水産餌量生産現場における P.lutheri のオープンタンク

培養時のバイオマス量に比較して、外径 60 mm アクリルパイプ PBR 培養におけるパブロバ 

のバイオマス量は約 5.7 倍であることが確認された。また、安定的に培養できることも確

認された。よって、結論としてパブロバの生産にはチューブ型の PBR が向いていると判断

された。 

 

（第 3章 技術戦略） 

生産スケールの PBR の検討を行なった結果、横型のガラスチューブ製 PBR が適している

と判断された。PBR 供給業者としては、英国の Varicon Aqua 社が適していると判断し、沖

縄仕様で設計を行ない、2018 年 11 月に培養水量 1,100 L タイプ 2基、2019 年 2 月に培

養水量 7,000 L タイプ 2基が完成した。その後約 1年をかけて、計 11 回の培養試験を行

った。その結果、夏季のバイオマス生産量は 0.98 g-DCW/L/Day、冬季は 0.80 g-

DCW/L/Day という結果が得られた。藻体回収以降の生産フローを構築し、健康補助食品の

原料試作を行なった。最終的には、濃縮物凍結品、乾燥パウダー、そしてパウダーをオイ

ルに浸漬してビタミン Eを添加した原料の 3種類が完成した。有効成分であるフコキサン

チンは非常に酸化しやすく、常温下での劣化が激しいが、オイルに浸漬することによって

酸化を防止ことができ常温保管が可能となった。 

パブロバは、かつてのユーグレナと同じく、新規素材で食経験が無いため、安全性試験

も行なった。その結果、すべての項目で規制値以下であることが確認され、健康補助食品

としての利用が可能であると判断された。 

 

（第 4章 事業戦略） 

健康補助食品業界の外部環境を PEST 分析および 5フォース分析により分析を行なった。

PEST 分析の結果、健康補助食品としての事業化には追い風状態であると考えられた。次

に、5フォース分析の結果、OP 社は上流に主軸を置いたポジショニングをとることにより

競争優位性を保つことが可能になると考えられた。 

内部環境分析については VRIO 分析により分析を行なった結果、OP 社の既存事業およびパ

ブロバ事業ともに企業内部の経営資源に基づく競争優位性は高いと判断された。 
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実際のパブロバの事業化については、オイル浸漬品を用いたソフトカプセルタイプで販

売開始することにした。COVID-19 流行による巣篭もり肥満の解消と健康維持に着目し、フ

コキサンチン訴求型でダイエットサポートサプリとしての商品設計とした。フコキサンチ

ンについては 1日当たり 2.4 mg の摂取で、体重減少効果が報告されているので、1日当た

りのフコキサンチン摂取量を 2.4 mg 以上になるようにパブロバの導入量を調製した。商

品名はパブロバ・エクササイズ・プラスとした。今回は健康補助食品としての販売であ

り、機能性を謳うことができないので、機能とは関係しない成分特性や開発元である OP

社の研究開発能力、沖縄、海といった背景を元に世界観を醸成し、ストーリー性をもって

一般消費者をファンとして取り込んでいく販売戦略とした。これはユーグレナが販売初期

に取った戦略に近いと考えている。 

 

（第 5章 知財戦略） 

パブロバの開発成果を OP 全社へのプロモーションに活用することを踏まえた特許・意

匠・商標戦略を検討した。 

OP 社の事業においては、既存事業はバリューチェーンの上流に位置し、パブロバ事業は

中流から下流に位置している。特許出願は、パブロバ株の微生物特許およびパブロバの製

造法について出願したが、この 2つは既存事業の開発能力をプロモーションする位置付け

とした。なお、パブロバの製造法については、クロロフィラーゼを失活させ、フェオフォ

ルバイドの生成を抑える方法に関する特許で、これはパブロバ藻体を食品として活用する

場合必ず通る工程であり、パブロバ事業において最も重要な特許となる。 

シード作製用の PBR は筆者が設計・自作した。本技術については、特許出願の要件は満

たさないため、意匠出願として、当社の事業に関連する技術アピール用という位置付けと

した。 

最後に商標については、OP 全体のブランディング、プロモーションにも関わるので、一

目で OP 社の製品であることが分かるようなデザインとした。当社の知名度を向上させる

ために、原料として使ってもらう顧客（企業）には、最終商品に登録した商標を掲載して

もらうべく交渉してゆく予定である。 

 

（第 6章 財務戦略） 

パブロバ ・エクササイズ・プラスの原価は、ボトル１本あたり 3,800 円と算出された。

定価は原価率 25 %である 15,200 円とした。損益計画を検討したところ、定価販売におい

ては十分収益が確保できる計画となった。しかし、実際の販売局面ではキャンペーン等を

活用して販売促進を行うことになるので、現実的には原価率 60 %の 6,300 円〜原価率
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40 %の 9,500 円程度の価格で販売することになると考えている。次に、パブロバ事業を企

業が買収して、更に生産スケールを 200 トンに向上させて事業を行なったと仮定した場合

の事業シミュレーションを行なった。その結果、販売単価 6,300 円とした場合の ROI（投

資収益率）は 49 %となり、投資効果が高い事業であると判断された。 

次にモデルケースとしてパブロバの開発例を参考に設定した事業の財務計画を立案し

た。パブロバの開発においては、シーズ発見後、4年で商品販売開始まで完了した。よっ

て、4年を一周期として、開発〜導出スケジュールを設定した。この前提で 20 年事業を継

続した場合の損益計画、貸借対照表、キャッシュ・フロー計算書を立案し、更に DCF 法を

用いて 20 年目までの事業価値を求めた。その結果、株主資本価値は 7億 8,250 万円とな

り、本事業を行う価値は十分にあると考えられた。 

パブロバ 事業については、サプリタイプ健康補助食品におけるの実績に基づいて評価し

たが、現在化粧品原料などの高付加価値品の開発を製薬会社 A社と共同で実施中である。

化粧品原料の開発完了後に価値評価を行った場合、評価額は更に上振れしていくことが予

想される。今後、価値評価を行うにあたり十分なデータが得られたところで改めて企業

（事業）価値評価を行いたいと考えている。 

最後に、考案したイノベーションアイデアについて考察したい。生産技術の不足による

ギャップについてはパブロバの事業化の例で解決策を見出したが、バリューチェーン上に

は生産性の低さが問題となるもう一つの大きなギャップが存在する。これについては神戸

大学発ベンチャーのバッカス社と連携して合成生物学的手法を用いて生産性の改善を行う

ことことによりそのギャップを埋めることができる可能性が向上すると考えている。現在

バッカス者との連携方法については検討中である。さらに、下流に強い企業と予めアライ

アンスを結んでおくことでニーズに沿った開発が可能となり、持続可能で強固なビジネス

モデルの構築が完成すると考えている。本研究におけるイノベーション・アイデアで実現

するのがこのビジネスモデルとなる。 
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